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○審査事件等 

審  査  事  件  等 所 管 課 
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（所管事務調査） 
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（所管事務調査） 
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△開  会 

○委員長（佃 昌樹）ただいまから１８日の委

員会に引き続きまして、企画経済委員会を開催い

たします。 

 本日は、審査日程の行政改革推進課から審査を

始めます。 

 ここで、傍聴の取り扱いについて申し上げます。 

 現在のところ、傍聴の申し出はありませんが、

会議の途中で傍聴の申し出がある場合は、委員長

において随時、許可をいたします。 

────────────── 

△行政改革推進課の審査 

○委員長（佃 昌樹）まず、行政改革推進課の

審査に入ります。（本ページの発言により訂正済

み） 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）ここで、審査を一時中止

しておりました議案第３７号平成２６年度薩摩川

内市一般会計予算を議題とします。 

［「行政改革推進課」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）行政改革推進課です。間

違いを訂正いたします。（本ページで訂正済み） 

 まず、部長の概要説明を求めます。 

○企画政策部長（永田一廣）委員の皆さん、お

はようございます。昨日に引き続きまして、企画

政策部、本日は、五つの課・室からになりますが、

平成２６年度の予算に関する審査方、よろしくお

願いいたします。 

 それでは、早速でございますが、行政改革推進

課の概要説明をいたします。 

 予算概要の３３ページの一番下に１件ほど記載

してございます。事務事業の評価につきまして記

載してございますが、この件につきましては、本

年度、平成２５年度からは、事務事業と、これに

関連します補助金を一体的に、行政改革推進委員

会の委員の皆さん方に評価をいただいております

けれども、来年度、新年度も同様に事務事業と補

助金、一体的に評価をお願いする予定でございま

す。 

 記載しているのは以上ですけれども、資料には

ございませんが、行政改革推進課におきましては、

平成２６年度におきまして、平成２７年度以降の

第３期の市政改革大綱を策定すべく作業を進めて

まいりたいと考えております。 

 また、組織見直しにつきましても、引き続き検

討を行いながら、継続的に進めてまいりたいと考

えてございます。 

 以上、私の方からは、簡単ですが、説明は以上

でございまして、この後、予算概要につきまして

課長から説明いたします。よろしくお願いいたし

ます。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き当局の補足説明

を求めます。 

○行政改革推進課長（内田泰二）おはようござ

います。行政改革推進課でございます。 

 それでは、初めに歳出予算の説明をいたします。 

 予算調書の９８ページをお開きください。 

 事項、市政改革費は、市政改革に係る経費

１,１７９万９,０００円でございます。 

 右側の経費の主な内容のうち全体調整用臨時職

員雇上料は、当初予想することができなかった業

務量の増加などに対応するための臨時職員の全体

調整枠分でございます。 

 次の行の内部情報システム保守業務委託は、職

員がパソコン上で使用しております電子決裁、文

書管理、庶務事務、グループウェアのシステムや

機器の保守委託料でございます。 

 その下の内部情報システム機器一式賃借料は、

先ほどの機器のリース料でございます。 

 なお、歳入予算はございません。 

 以上で行政改革推進課の予算についての説明を

終わります。御審査方、よろしくお願いいたしま

す。 

○委員長（佃 昌樹）説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑願います。 

○委員（谷津由尚）２点、あります。 

 一つ目が、事務事業評価。この評価結果につい

ては、いつも見させていただいているんですが、

これは予算に直接リンクしていないのかもしれま

せんが、その評価の仕方についてちょっと思うと

ころがありまして。確かに事務事業ですから難し

いんですけど、評価は。でも最終的には、何らか

の数字で評価できるシステムにもっていかないと、

私はその言葉の評価というのは、非常に受け取り

方、解釈によっては本当に曖昧なところが要素と

してもあるわけです。 
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 これは、言葉だけで断言というのはなかなか難

しくて。ですからこれから先、この行政改革推進

課さんが、もっともっとその事務事業を改革して

いこうとされたときに、どんどんその極限的なと

ころになってくると、いよいよその言葉ではもう

表現できないような領域になっていくんではない

かと。極端な話ですね。そうなったときに、どう

しても数字という評価の単位をもってこないと、

私はなかなか難しくなるんじゃないかと思います。

それについて御意見をいただこうと思います。こ

れが１点目です。 

 ２点目です。内部情報システムの保守業務委託

３９３万６,０００円。今おっしゃったことはわか

ります。理解するんですが、情報政策課との切り

分けについてちょっと御説明をお願いします。 

 以上、２点です。 

○行政改革推進課長（内田泰二）事務事業評価

の評価の方法につきましては、事業の妥当性とか

有効性、効率性、そこらあたりを判断していって

いただいて、最終的に８名の委員の皆さんがいら

っしゃいますけれども、その方々から極論を言っ

ていくと、廃止とか、あとは、今そのまま継続で

やってくださいとか、先ほど委員が言われたとお

り、言葉的な結果の取り扱いとなっております。 

 これを数字で評価できるようにということでご

ざいますけれども、今のやり方では、割合的なも

のは数字で評価できるかと思うんですけれども、

その一つ一つの事業を、ポイント制といいますか、

そういう形でやるような形はこれまでとってきて

おりませんので、そこらあたりにつきましては、

今後検討させていただきたいと考えております。 

 以上です。 

 それと、内部情報システムの切り分けにいては、

課長代理の方に説明させます。 

○行政改革推進課長代理（福元昭宏）情報政

策課との内部情報システムの切り分けですけれど

も、情報政策課は、内部情報システムを動かすネ

ットワーク環境、あとハードウェア、その部分を

情報政策課の方に担っていただいております。行

政改革推進課としては、内部情報システムの運用

に係る部分、その部分を担当しております。 

 以上です。 

○企画政策部長（永田一廣）谷津委員の２点の

質問に対しまして、課長の方からございましたが、

私の方から少し触れさせていただきたいと思いま

す。 

 事務事業評価、先ほど課長からありましたとお

り、また委員御指摘のとおり、個別の事業につき

ましては、拡大、維持、廃止といった、抽象的っ

て言ったら変ですけど、言葉での評価でしかない

わけです。数値化されたものではございません。 

 ただ、一点申し上げたいことは、事務事業につ

いて、例えば縮小とかいう方向性が出れば、ある

いは補助金についても見直しという方向性が出ま

したら、直ちにというできない部分もございます

けれども、次年度以降の予算に、数値として事業

費、あるいは補助金額として、その結果として反

映させる仕組みはとっております。 

 議員の御指摘は、そのお金だけではなくて、も

う少し成果指標として数値化できるものを持って

評価を進めるべきだという点でございますが、現

在は、そういった手法を持ち合わせておりません

ので、先ほど課長が言いましたとおり、いろいろ

研究はさせていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○委員（谷津由尚）ありがとうございます。 

 この事務事業評価は、要するに継続、縮小、廃

止というこの三つの結論に落とすまでのプロセス

の中で、私は、数値評価が必要だと思っています。 

 端的に理由を言わさせていただきますと、将来

もう１０年２０年先の話です。今ある事業を全部

継続しているんですかということにはならんはず

ですね。これは、財政課に行ってもそうなんです。

ということは、今以上にもっとシビアな見方をし

ていかないと、なっていかんわけですね。 

 ですから、今以上にシビアな見方をするとなっ

たときに、今のいろんな意思疎通の仕方、お互い

の認識の仕方でそれができるのかとなったときに、

必ず限界が来ると思います。いずれにしても何ら

かのそこは方法を皆さんが考えていただくしかあ

りませんので、考えていただいて、今すぐとは言

いませんが、将来的には、そういうシステムを導

入された方が私は確実だと、その方が結果的には

きちんとした評価ができるんではないかと思いま

す。 

 それともう一つは、情報政策課との詳細な切り

分けについてはわかりました。根幹の部分を情報

政策課が担って、あとは行政改革推進課さんの方
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でやってもらえるという認識をしました。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 ここで本案の審査を一時中止をいたします。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局に説明を求めます。 

○行政改革推進課長（内田泰二）資料はござい

ませんので、口頭で説明をさせていただきます。 

 昨年末の１２月の企画経済委員会で、第３次定

員適正化方針（案）の説明をさせていただいたと

ころでございました。 

 ことしに入りまして、１月２４日から１カ月間

にわたりまして、パブリックコメント手続を行い

まして、もうそれも終了いたしました。説明した

方針に、内容等の変更はございませんでした。 

 それで、今後の予定といたしましては、決裁が

終わり次第、主要事項処理経過報告によりまして、

各方面に報告を行うとともに、市のホームページ

の方に掲載する予定となっております。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）説明が終わりました。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員の質疑を認めます。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、行政改革推進課を終わります。御苦労

さんでした。 

────────────── 

△コミュニティ課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、コミュニティ課の

審査に入ります。 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）ここで、審査を一時中止

しておりました議案第３７号平成２６年度薩摩川

内市一般会計予算を議題とします。 

 まず、部長の概要説明を求めます。 

○企画政策部長（永田一廣）続きまして、コミ

ュニティ課の概要につきまして、資料の方は、予

算概要３４ページから３７ページにわたって記載

してございます。 

 早速でございますが、３４ページ、まず上段の

市民活動支援補助金は、スタートアップ及びステ

ップアップの二つのコースを準備してございまし

て、各団体の育成、また活動を支援するものでご

ざいます。 

 次の地域資源利活用事業は、本年度、平成

２５年度に引き続きまして、地域資源を生かした

体験型交流事業をモデル的に実施するもので、今

年度二つの地区コミ、来年度二つの地区コミ、計

４地区コミでモデル事業を実施したいとするもの

でございます。 

 次の地区コミュニティ活性化事業ですけれども、

今回、ビジネスコースを新設いたしました。後ほ

ど説明いたしますが、先ほどの地域資源利活用事

業と相まって、地域の地区コミ、地域の活性化、

またコミュニティビジネスの創出を狙いとするも

のでございます。 

 次のページは、３５ページ、コミュニティマイ

スター事業は、これは継続事業でございます。 

 地域にお住まいの技術を持ったマイスターと言

われる方ですが、この方のボランティアによりま

して、市の施設、コミセンなど、あるいは地区コ

ミ、自治会所有の施設を改修・改善していただき、

その安全性、利便性を高めていただくものであり

ます。 

 中段の生涯学習推進事業、これも例年の事業で

ございますが、特に平成２６年度は、市制施行

１０周年記念事業の一環として、フェスティバル

を開催しますほか、平成２７年度から、第２期の

生涯学習推進計画が始まりますので、先ほどの市

政改革大綱と同様ですが、平成２６年度中におき

まして、その策定に向けた準備作業に着手いたし

ます。 

 さらに、一番下のゴールド集落活性化事業補助

金でございます。これにつきましては、平成

２６年度、第２期がスタートします。第２期の開
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店にあわせ、大きく２点ほど説明を加えますが、

１点、高齢化率の変動によりまして、ゴールド集

落を外れる集落が、その当該年度、翌年度におい

て生ずるケースがこれまでもございました。この

ため、ゴールド集落を外れる集落となった自治会

を翌年度の１年間に限りまして、特例ゴールド集

落とみなし、一部助成事業を受けられるようにす

ること。これが１点。 

 もう１点は、自主活動支援補助金がございます

が、現行補助率は４分の３、７５％でございます

が、いろいろ意見を聞く中では、残りの２５％の

捻出もなかなか厳しいということもございまして、

今回９０％に引き上げるなど、制度の改善をいた

しました。 

 ３６ページになります。自治会活動支援事業と、

中段の地区コミュニティ支援事業、ともに協働参

画、市民参画のまちづくりの観点から、交付金を

交付しまして、地区コミ、自治会の活動を支援す

るものでございます。 

 一番下段のボランティアセンター事業運営補助

金でございますが、継続でございます。関係団体

によります市民活動の交流・連携の促進、また

リーダー等の人材育成のため、社会福祉協議会の

中にございますボランティアセンターの運営に対

し、補助するものでございます。 

 最後になります。３７ページ、男女共同参画推

進事業、例年どおり、講座、フォーラムの開催な

どを通じまして、本市におきます男女共同参画社

会形成の推進を図ろうとするものでございます。 

 以上、私の方は説明は終わりますが、この後、

予算につきまして、課長の方から説明いたします。

よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き当局の補足説明

を求めます。 

○コミュニティ課長（十島輝久）それでは、平

成２６年度の当初予算について、説明をさせてい

ただきます。 

 初めに歳出から説明をいたしますので、予算調

書の９９ページをお開きください。 

 上の表でございます。 

 ２款１項２目、事項、文書発送事業費は、市広

報紙等を自治会へ発送する事務に係る経費で、事

業費６５２万６,０００円の内訳は、文書発送の準

備を行う際に雇用する臨時職員の一般賃金と自治

会への文書発送業務委託が主なものでございます。 

 次に、下の表でございます。 

 ２款１項６目、事項、男女共同参画政策費は、

男女共同参画社会の推進に係る経費で、事業費

３０２万円の内訳は、男女共同参画審議会委員

１６人の報酬、女性５０人委員会等の出会謝金、

また男女共同参画フォーラムの開催に係ります経

費が主なものでございます。 

 次の１００ページでございます。 

 ２款１項６目、事項、生涯学習推進事業費は、

生涯学習推進本部に係る事業や甑島地域生涯学習

活動の推進、また生涯学習フェスティバルの開催

に係る経費で、事業費６６７万１,０００円の内訳

は、生涯学習推進に係ります委員等の謝金のほか、

生涯学習フェスティバル・コミュニティマーケッ

トを開催いたします際の委託料などの経費が主な

ものでございます。 

 次に、同ページの下の表でございます。 

 ２款１項１２目、事項、防犯灯管理費は、市が

設置しております防犯灯の管理・維持経費、また

自治会等による防犯灯設置への補助に係る経費で、

事業費１,１５３万２,０００円の内訳は、防犯灯

の電気料などの維持管理に係る経費と設置をする

ための補助金が主な内容でございます。 

 次に、１０１ページでございます。 

 ２款１項１５目、事項、自治会育成費は、自治

会の活動を支援する補助金及び自治会運営説明会

開催に係る経費で、事業費１億４７２万

４,０００円の内訳は、自治会長の永年勤続表彰の

記念品代や自治会の活動を支援するための自治会

交付金が主なものでございます。 

 次に、同じページの下の表でございます。 

 ２款１項１５目、事項、自治会館施設整備補助

費は、自治会が整備をいたします自治公民館等の

新築、補修等への補助金に係る経費で、事業費

１,７５６万４,０００円の内訳は、自治公民館等

設置事業補助金とコミュニティ助成事業補助金が

主な内容でございます。 

 なお、このコミュニティ助成事業補助金につき

ましては、財団法人自治総合センターが宝くじの

普及広報事業として実施している助成金を財源と

し、平成２６年度は、永利地区の野首自治会館の

建設に対して補助を予定しているものでございま

す。 
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 次に、１０２ページの上の表でございます。 

 ２款１項１５目、事項、集会所管理費は、集会

所の維持管理に係る経費で、事業費２,４３７万

９,０００円の内訳は、集会所の光熱水費等の維持

管理に係る経費と下甑町片野浦浜田集会所解体工

事を含みます改修工事等が主な内訳でございます。 

 同ページの下の表、２款１項１５目、事項、コ

ミュニティセンター管理費は、コミュニティセン

ター維持管理に係る経費で、事業費６,３１６万

４,０００円の内容は、セントピア及び亀山地区コ

ミュニティセンターを初めとする３８地区のコミ

ュニティセンターの管理代行委託及び修繕料、改

修工事等の維持管理経費のほか、全国市長会市民

総合賠償補償保険などが主な内容でございます。 

 次に、１０３ページでございます。 

 ２款１項１５目、事項、コミュニティ推進費は、

地区コミュニティ協議会の活動支援及び共生・協

働の事業に係る経費で、事業費２億３,６４０万円

の内訳は、まずコミュニティ主事４２人分の報酬

で、これにつきましては、これまでの亀山、川内、

峰山地区に続きまして、平成２６年度より隈之城、

平佐東、藤川地区が、新たに地区コミの直接雇用

となったものでございます。 

 次の地域資源利活用事業業務委託につきまして

は、本年度の滄浪、吉川地区に続きまして、平成

２６年度も２地区を対象に事業実施したいと考え

ております。その他、市民活動情報サイトの賃借

料、コミュニティマイスター事業原材料費、地区

コミュニティ活性化事業などの補助金と地区コミ

ュニティ協議会運営交付金等が主な内容で、コミ

ュニティ活性化事業補助金では、平成２６年度よ

り新たに創設しましたコミュニティビジネスに係

る補助金として、上限を２００万円の５地区

１,０００万円を加えてお願いしてございます。 

 ここで、新たに本年度実施をいたしました地域

資源利活用事業について、事業概要を報告させて

いただきます。 

 予算に伴いますので、企画経済委員会の資料の

方で説明をさせていただきたいと思いますが、企

画経済委員会資料の１８ページをお開き願いたい

と思います。 

 地域資源利活用事業ということで、１８ページ

の資料でございますが、本年度は、吉川地区、滄

浪地区の２地区で実施しております。 

 各地区の事業の概要でございます。 

 まず、上の段が、地域資源活用事業を実施いた

しました吉川地区でございます。６月から１月に

かけまして、地区の役員を中心に、地域を回って、

あるもの探し、それに基づきます絵地図づくり、

そのほか事業についての先進地研修、イベント構

想、そのほか食のコーディネート講座など１０回

の協議、打ち合わせを行っております。 

 ２月２日の日曜日に「吉川の冬！新たな発見！

ウォーキング！」と銘を打ちまして事業を実施い

たしました。参加者数３４名で、事業内容は、午

前中に、吉川地区にあります、そばどんの滝まで

の「滝めぐり」と吉川地区散策の「里めぐり」の

２コースのウォーキングを行い、お昼は、囲炉裏

が残る宇都川路自治公民館で吉川の食材を生かし

た食事が出されております。 

 次に、閉校跡地利用事業を実施した滄浪地区で

ございますが、１１回の協議を重ねまして、２月

１５日に「軍港めぐりｉｎ久見崎」と銘を打ちま

して、２４名の参加者で事業実施しております。 

 事業内容は、午前中に軍港の名残のある滄浪地

区を散策し、地域の食材による昼食の後、午後か

ら滄浪小学校を使いまして、まず体育館で想夫恋

踊りの体験と校舎を使いましてわら草履をつくっ

ております。 

 両地区とも、３月の中旬に、今年度の事業の振

り返りを行い、来年度に向けた計画について協議

をしております。 

 以上が、地域資源利活用事業の本年度の事業概

要の説明でございます。 

 それでは、済みませんけど、また予算調書に戻

っていただきまして、１０３ページでございます。 

 下の表でございますが、２款１項１５目、事項、

ゴールド集落活性化事業でございます。高齢化率

５０％以上のゴールド集落の活性化を支援する補

助に係る経費で、事業費２,４５０万円の内訳は、

ゴールド集落重点支援地区補助金、ゴールド集落

自主活動支援補助金、ゴールド集落支援地区コミ

ュニティ協議会活動補助金及びゴールド集落支援

市民活動補助金の四つの補助金でございます。 

 再度また資料を見ていただいて、１９ページ、

２０ページをお願いしたいんですが、本年度の

ゴールド集落の状況についてでございます。 

 ゴールド集落は、１月１日現在６５歳以上の者
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の割合が５０％以上の自治会でございますが、平

成２６年度の該当自治会は、別表のとおり３７地

区コミの１０９自治会でございます。平成２５年

度が８５自治会でしたので、２４自治会と大幅に

ふえている状況でございます。なお、自治会に網

かけをしてあります自治会は、高齢化率６０％以

上の重点支援地区で３３自治会がございます。 

 また、資料の右端の欄でございますが、平成

２６年度は非該当となった自治会が６自治会ござ

います。この自治会につきましては、先ほど部長

の説明でもありましたとおり、特例ゴールド集落

とし、平成２６年度に限り自主活動支援補助金に

ついて申請があれば支払うこととしております。 

 以上で、ゴールド集落の資料についての説明を

終わらせていただきます。 

 引き続き、予算調書の方で説明をさせていたた

ぎます。 

 １０４ページでございます。 

 ９款１項６目、事項、災害予防応急対策費

５０万円は、災害時におけます自治公民館敷地内

等の崩土の除去に係る経費の特別災害復旧補助金

の予算でございます。 

 次に、下の表でございます。 

 １１款４項１目、事項、現年公用・公共施設災

害復旧事業費７０万円は、台風等の災害による施

設補修に係る経費で、地区コミセン、集会所など

の公共施設の災害復旧修繕料でございます。 

 以上で、歳出を終了いたしまして、次に歳入を

説明いたします。 

 予算調書の１６ページをお開きください。 

 １４款１項１目使用料でございます。予算額

３５１万円は、地区コミュニティセンター、集会

所、セントピアの施設使用料、冷暖房使用料でご

ざいます。 

 次に、１４款２項１目手数料でございますが、

予算額５,０００円は、地縁団体の証明書の交付手

数料でございます。 

 次の１６款３項１目県委託金でございますが、

予算額１３６万２,０００円は、県政かわら版配付

に係ります県広報紙配布事務委託金と、ＮＰＯ法

人の認証事務等の権限移譲に伴います事務委託金

でございます。 

 次に、１７款１項２目財産運用収入で、予算額

１５万１,０００円は、市民活動支援基金の平成

２６年度中の利子収入でございます。 

 次に、１９款１項６１目基金繰入金では、予算

額３,３８０万２,０００円は、コミュニティ推進

費の地区コミュニティ活性化事業補助金、市民活

動支援補助金、そのほか環境保全対策費の快適環

境づくり補助金、花いっぱいまちづくり推進事業

及び公園管理事業費の緑化整備事業の財源として

市民活動支援基金から繰り入れに伴うものでござ

います。 

 最後に、２１款５項４目雑入でございます。予

算額２,３３３万３,０００円の内訳は、私用電話

料及びコミュニティセンター、集会所の電気料等

の実費収入、また次ページになりますが、歳出で

も説明いたしましたが、自治総合センターが宝く

じの普及広報事業として実施しておりますコミュ

ニティセンター助成事業助成金として、自治会館

建設への助成金と、同じく各地区コミへの備品購

入等への一般コミュニティ助成事業、助成金など

が主なものでございます。 

 以上で、コミュニティ課分について説明を終わ

ります。よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明が終

わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑をお願いしま

す。 

○委員（谷津由尚）まず、大きく２点、質問を

させていただきます。 

 まず１点目が、自治会館施設整備補助金の

１,７５６万４,０００円の内訳として、ここで、

まず小っちゃな質問が三つあるんですけど、一つ

目が、自治公民館等設置事業補助金、これが

７９６万３,０００円、それともう一つが、コミュ

ニティ助成事業補助金、これが９６０万の二つに

分かれているんですが、一つ目の質問が、これは

財源の違いであるという認識でよろしいですね。

これが一つ目です。 

 二つ目が、この二つ、合計の１ ,７５６万

４,０００円で、これを対象としている自治会館の

新築棟件数、平成２６年度の件数を教えてくださ

い。 

 三つ目が、この自治会館の補助については、補

助率が何％なのかを、三つ目、お願いします。 

 大きな質問の２点目ですけど、これは、地域の

活性化ということで、今さまざまな地区コミ、あ
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るいは自治会に対する助成事業等々があるわけで

すけど、これは、ある意味、本当に目標を持って。

特に郡部の話です。郡部について現実的に相当な

格差があることを私も認識をしています。目標を

持ってやられているところ、あるいは極端に言い

ますと、もう年寄りばっかりになってしまったと、

こうなったのは行政の責任やと極端に言うとそう

いうことをおっしゃるところも、現にあられます。 

 やっぱりそれだけ格差のある中で、こういうい

ろんな助成事業というのは、目標を持って活動を

されようとするところには、非常にありがたいと

思うんです。 

 一方、そうではないところについては、やはり

例えば先ほどおっしゃいましたこの地域資源利活

用事業等々を、最初は行政主導なるかもしれませ

んが、どんどん積極的にやっていただいて、そう

いうことを教えるべきだと思うんです。これは、

私はお金を使ってくださいということじゃないん

です。お金じゃないんです。行動することを教え

るということなんです。 

 平成２６年についても、もっとこういうことを、

特に今言いました目標を持っておられないところ

というのは、多分把握されていると思いますので、

そういうところに対して積極的に、１年に何回で

もいいですから、やっていただきたいなと。それ

ぐらいの意欲がないと、やっぱり地域の感覚を変

えるというのは難しいかなと思うんですが。以上、

済みません。全部で４点、お願いします。 

○コミュニティ課長（十島輝久）まず、自治会

館施設整備補助金の財源を７９６万３,０００円と

９６０万でございますかね。これにつきましては、

ちょっと説明でも加えましたけど、９６０万につ

きましては、財団法人自治総合センターの助成金

が充てられるということで、別途記載しているの

が現状でございます。そのほかについては、特別

なそういう財源がございませんので、市の方で単

費で出しているというのが現状です。 

 ２点目が、内訳件数ということでしたが、済み

ません。２０件、予算措置されております。 

 それともう一点、補助率でございますが、新築

につきましては、新築が２分の１、市の補助金で

ございますけど、上限がございます。世帯数によ

ってでございますが、３６０万から３００万とい

うことで、３００万強の２分の１の補助が、市の

場合は、新築の場合はございます。増築・補修に

つきましては、６０万円が上限で、工事費の３分

の２を補助しております。 

○企画政策部長（永田一廣）谷津委員の方から

２点ございました２番目の件でございます。 

 地区コミの活性化、特に郡部においては、過

疎・高齢化が厳しいところもあると。そういった

ところに対しては、お金もさることながら、人的

な支援、市の担当課がリーダーシップを発揮しな

がら入っていくということでございました。御指

摘のとおりでございます。 

 先ほど課長の方から、２件の今回の報告をいた

しました地域資源、御案内のとおり滄浪、吉川と

もに人口減少、過疎化が厳しいところでございま

す。そういった点もございまして、この二つのモ

デル地区に入ったところでございます。来年度に

おきましても、一応湯田地区コミも想定してござ

います。ここも大変厳しいところだというふうに

聞いてございます。 

 これまでも、４８の地区コミに、本市におきま

す取り組み事例、あるいは他自治体におきます事

例等も紹介をしながら、必要なところには、アド

バイス、あるいは一緒に視察に行ったり、そうい

った対応はしてきてございますが、今回の定例会、

質問もございました。現在、地区振興計画をつく

っていただく中、それぞれの地区コミで三つの重

点課題というのを上げていただくことになってお

ります。つきましては、それを関係課に流しなが

ら、その各地区コミ、３点ずつ上がってきますの

で、それに対する市としての考え方を回答を持ち

ながら、地区コミに直接入っていきたいと思って

おります。 

 そうした中で、谷津委員御指摘のその取り組み

をしたいんだけど、どうしたらいいかわからない

とかというところには、我々は積極的に支援、ア

ドバイスをしていきたいと思っております。 

 今年度、二つの地区コミで、ＮＰＯの協力をい

ただきながら、担当職員、ノウハウとか実務を積

んだところでございます。そうした経験もありま

すので、やはり踏み込んで、必要なところには支

援があればアドバイスをしていきたいと思ってお

ります。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）ありがとうございました。 



－10－ 

 ちょっと確認ですけど、まずその施設補助費の

方なんですが、コミュニティ助成事業補助金

９６０万、これは、先ほどの当初の説明だと、一

自治会に対する補助というふうに受け取ったんで

すが、そこをもう一回確認をさせてください。 

 それと、二つ目の大きな質問の今部長が答弁さ

れた内容で、ぜひ地区コミに対する御指導を積極

的になさっていただきたいと思います。 

 １点だけ、再度確認です。 

○コミュニティ課長（十島輝久）その助成金の

方の９６０万でございますが、永利町野首の方が、

一自治会ということで、補助の上限が１,５００万

で、５分の３の補助率できますので、今回は、

９６０万ということで、要望をとってやっている

事業でございます。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）建設費でしょう。 

○コミュニティ課長（十島輝久）予算措置の補

助金９６０万円につきましては、先ほど言いまし

た永利町の野首の自治会館の建設に当たる市から

補助金で出すんですが、その財源としては、自治

総合センターの宝くじの収益のそこから、

９６０万円の補填はありますということです。 

○委員（谷津由尚）ごめんなさい。新築の場合、

２分の１の助成で、３００万から３６０万マック

スというのは、これは、財源が違うからという、

補助率が違うということで、その宝くじ財源だと、

それが５分の３になるんだという認識でよろしい

ですか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）もう一回。済

みません。この９６０万については、自治総合セ

ンターの特別な補助制度がございまして、現在申

し込んでいる状況ではあるんですけど、まだ決定

ではないんですが。一応これを申し込みますと、

５分の３で１,５００万円を上限とした助成金が入

ってくると。それでその分を市の方から、また自

治会には出すという制度になっています。 

 先ほど説明しました３００万円は、市の単費と

して自治会が建築するときに、そのときに、３分

の２で３００万円から３６０万円を上限として新

築の分には支払いますよということです。 

○企画政策部長（永田一廣）補足になりますけ

ど、二つの補助制度があるという御理解をくださ

い。一つは、市が市の直営で上限３００万、

３６０万、そういう市の単独事業でございます。

これが一つ。 

 もう一つは、自治総合センターが、宝くじの益

金を利用して、全国の自治体にこういう建設費の

助成をする。大きく二つがございます。 

 自治総合センターにつきましては、市の方でセ

ンターからお金を受け入れて、トンネルと言った

ら変ですけど、受け入れて、現在は野首を想定し

ていますが、野首に９６０万円をお支払すると。

大きくはその二つです。 

 ただ一点、補足させていただきたいのは、５分

の３、９６０万という多額の助成金が、これはま

だ見込みです。決定しているものではございませ

ん。全国でも多数のこの要望が出されてきており

ますので、各自治体でも厳選をしながら、県を通

じてセンターの方に上げるという仕組みになって

おりますので、もう上げたら必ずこの自治総合セ

ンターから助成を受けられるというのは、決まっ

ているものではございません。 

 ですから、当初予算に計上するのも、我々はち

ょっと迷ってはいるんですが、自治総合センター

では、当初予算にこういう形で計上していないと、

議決証明書を出さないと、その申請を受け付けな

いということになっておりまして、もしだめだっ

たら、どこかで落とさせていただくという制度で

ございます。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）もし抽選に外れたら、どう

なさるんですか。 

○企画政策部長（永田一廣）今回、野首自治会

といろいろ話をしてきておりますが、こういう制

度だと、採択は決定されているものではないとい

うことを十分伝えておりますので、もし外れたら、

次年度にまた要望してほしいとか、あるいはそう

いう形になります。 

 ですから、自治会さんの方も、そこら辺は十分

承知されて、外れた場合は、どうされるか、また

検討されるということになります。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）わかりました。結構です。 

○委員長（佃 昌樹）関連してだけど、今、野

首の方で、自治会館の建設の要望が出てきている

と。それは、１件だけですか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）現在、１件だ
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けです。 

○委員長（佃 昌樹）１件だけ。 

○コミュニティ課長（十島輝久）はい。 

○委員長（佃 昌樹）であれば、そういった有

利な補助制度を申請するちゅうのは、もっと当た

り前のことですよね。下の方がかなり低いから、

不公平感が出るようでは困るなと思った質問です。

わかりました。 

 ほかにありませんか。 

○委員（森永靖子）済みません。女性５０人委

員会のことについて、お伺いします。 

 もう最初、森市長のときに合併をして、かなり

男女共同参画に温度差があるということで、鹿児

島市が１００人委員会をつくったのをきっかけに、

薩摩川内市も５０人委員会、５０人ぐらいでどう

でしょうかという話を一緒にした経緯があるもの

ですから、そこのことには携わっていきたいなと

思う気持ちで質問ですが、きのうのまちづくり委

員会の方にも、５０人委員会の方から委員として

出ておりますという話を聞きました。 

 せっかく四つの委員会が５０人委員会もありま

すので、市のいろんな委員会、審議会等に、それ

ぞれの専門分野の委員に、５０人委員会の中から

どんどん出していただいて、もっともっとこの薩

摩川内市の女性たちが、活動している、アピール

してほしいというふうに思うものですから、その

ことで、どういう活動を今しておられるのか、そ

してその５０人委員会の人たちの終了された後の

フォローというか、位置づけは、今はどのように

なっておりますでしょうか。 

 それと２点目が、生涯学習フェスティバルが、

今回は、平成２５年度はすごく好評で、ああいう

形で、私たちというか、食生活の方も、うどんの

方をさせていただいて、大変もうかりました。そ

のために、市の備品をなかなか買ってもらえない

ために、鍋とかいろんなものをそのあれで、備品

を買わせていただいたんですが、平成２６年度の

そのフェスティバルについて、どのようにやって

いかれるのか、２点、とりあえずお伺いします。 

○コミュニティ課長（十島輝久）まず、フェス

ティバルの平成２６年度の方からちょっと答弁を

させていただきます。 

 毎年、同じような形で、ことし、エネルギーフ

ェスタと同時開催ということで、メインアリーナ

を使っての開催で、また吉本興業とかが来まして、

大変大盛況に終わりました。 

 来年度、どのような形でするか、まだ新エネル

ギー対策課ともまだ調整はしていない状況ではご

ざいますが、ことしの状況を見まして、来年度に

向けてどのようにしていくかは、まだこれから検

討をしていくことでございますけど、概要自体は、

もう同じような形態で進めるつもりではございま

す。 

 以上です。 

 それと、５０人委員会については、グループ長

の方に答弁をさせます。 

○男女共同参画グループ長（羽田美由紀）男

女共同参画グループ長の羽田の方より回答をさせ

ていただきます。 

 女性５０人委員会についてでございますが、本

年度から、第５期の女性５０人委員会が、２年の

任期で活動を開始しております。 

 本年度の活動につきましては、第４期までと少

し内容を変えておりまして、今までは四つの分科

会に分かれておりましたが、今現在、九つのグ

ループに分かれて、それぞれ身近な地域の生活に

ついての現状把握から、重点課題の抽出というと

ころまでのグループワークを、たもつゆかり先生

のアドバイスを受けながら、第７回の協議を実施

してまいりました。 

 重点課題の抽出までの部分を、１２月と１月の

まちづくり塾、男女共同参画基礎講座でございま

すが、そのまちづくり塾の中でプレゼンテーショ

ンをいたしました。中間報告という時点でござい

ましたが、プレゼンテーションをいたしまして、

参加していただいた市民の皆様方からも意見をい

ただいたところでございます。 

 それをもとに、来年度は、自分たちで何か事業

ができないかということで、経営計画を立ててい

く計画にしております。それを今までは、市に対

する要望というようなものが多かったように思わ

れておりますが、今回からは、自分たちで何か事

業を起こせないかということで、今現在協議中で

ございます。 

 今までのＯＢの方々、５０人委員会を卒業して

いかれた方々の位置づけでございますが、それぞ

れの方々の中から、各審議会等への委員の登用で

すとか、そういうものも呼びかけておりまして、
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「まちづくり塾」などへの御参加、フォーラムな

どへの参加も、その方々を中心に呼びかけさせて

いただいております。 

 以上でございます。 

○委員（森永靖子）生涯学習フェスティバルの

方は、わかりました。天気もよかったし、人手も

すごく多くて、本当に生涯学習フェスティバルだ

なという感じを受けましたので、あのような形で

また実施できたらなというふうに思っております。 

 女性５０人委員会の方につきましては、いろん

な形で、外部を呼んでの勉強会もいっぱいやって

こられたことですし、それをもとにしながら自分

たちが今までやってきたこと－今グループ長が

おっしゃったように、やってきたことの実績をも

とにしながら、もっともっと前に女性たちを出し

ていくというそういう方法をもっと強くアピール

してほしいなというふうに思うのと、さっき言わ

れましたように、その審議会委員会に、どのぐら

いの委員会審議会に出ておられるのかなというの

がわかったら、教えてください。 

○コミュニティ課長（十島輝久）審議会委員へ

の登用率でございますが、平成２５年４月１日、

２２.９％でございます。 

○男女共同参画グループ長（羽田美由紀）補

足をよろしいでしょうか。女性５０人委員会の方

からは、先ほど課長が申し上げました２２.９％が、

女性の審議会等への登用率でございまして、その

中で、約１１名が今現在、女性５０人委員会の方

からの委員として、それぞれの委員会の方へ登用

させていただいております人数でございます。 

○委員（森永靖子）５０人委員会の中から

１１人って少ないかなと思いますので、いろんな

審議会委員会が幾つあるか、今のところ私にはわ

かりませんが、いろんなところにどんどん委員と

して、また審議会の方の委員として出してほしい

なというふうに思いますし、以前、森市長のとき

には、そういう委員会、審議会を出してくれって

言われたときに、返ってきた書類の中で、女性が

入ってないと、もう一回突き返されて、女性をも

っと登用しろという形で、森市長のときに言って

いたただいて、たくさんの委員を出していただい

た経緯があるものですから、いろんなのを探して

みて、探ってみて、もっともっと平成２６年度は、

この女性５０人委員会が、本当に市の女性たちの

いろいろ勉強をされている方々なので、いろんな

形でもっと登用してほしいなというふうに思いま

すので、要望といいましょうか、お願いしておき

ます。 

○委員長（佃 昌樹）要望であります。 

○委員（帯田裕達）何点か、お伺いします。 

 まず、地区コミュニティ活性化事業のビジネス

コースのことでございます。なかなか地区コミに

ビジネスをしなさいということであろうと思いま

すが、先ほど、谷津委員の方からもありましたよ

うに、地区コミも、大きいところもあれば、小さ

いところもある、高齢化しているところもあると

思いますが、これは、例えばそういう申請があっ

たら、審査があって、それが上限２００万円、事

業の補助をしますよということでよろしいんでし

ょうか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）ビジネスコー

スの審査につきましては、先行委員会を設けまし

て、一応申請されたところには、公開プレゼン

テーションという形で、一応自分たちの計画をプ

レゼンテーションをしていただきますので、それ

に基づき、審査委員の方で審査をし、適当かどう

かという判断をしていきたいと思っております。 

 以上です。 

○委員（帯田裕達）当然、申請を受けて、許可

があって、ビジネスコースが始まられたときには、

経理上のこととか、今までと全然違う、また簿記

とかが入ってきますよね。それと、税制上も、例

えばもうけにしても、もうからんにしても、税制

上の問題等がありますが、その辺の指導もちゃん

となさってくださるのか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）今回のこのビ

ジネスコースにつきましては、今もやっていると

ころがあるわけですが、初めてのところとか、わ

からないところが多いと思いますので、申請で事

業がスタートしたところについては、職員を担当

者なりつけて、ある程度フォローをしていきたい

なということは考えております。 

 以上です。 

○委員（帯田裕達）今までやっているところは、

赤字になったとか、赤字に転じたとかちゅうのは

ないわけですか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）済みません。

収益部分については、なかなかこちらでも把握し



－13－ 

ていないのが状況ですので、地区コミ内で、ある

程度経理の中でされていらっしゃいますので、赤

字になっているのか、どれだけ収益を上げている

のかというのは、実際今の時点では把握していな

いのが現状です。 

 以上です。 

○委員（帯田裕達）もう一点だけお伺いします。 

 コミュニティ主事さんの４２人に、もちろん人

件費等も出していらっしゃるわけですが、新たに

三つの地区がもう直接雇うということですが、そ

の三つの地区コミのそのコミュニティ主事さんの

人件費等は、市からは一切出ていないわけですか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）人件費相当分

につきましては、当然必要な部分ですので、地区

コミ採用になっても、その分については、市の方

の先ほどありました運営交付金の中に加算して支

払っております。 

 以上です。 

○委員（帯田裕達）身分制度は、どうなってい

るんですか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）身分は、市の

嘱託員からも外れますので、国民健康保険、そち

らの方になってくると思います。 

○委員（帯田裕達）なぜ、じゃあそういうこと

があるのか、起こったのか、その辺の説明をお願

いします。 

○コミュニティ課長（十島輝久）なぜ直接雇用

になったかということですよね。地区コミの方が、

どちらかというと、市の嘱託という身分であると、

コミの会長さんもなかなか連携がうまくとれなか

ったり、市の服務規程がございますので、それら

にのっとった形でしている部分もあったりしまし

て。それと、直接雇用になったにしても、市とし

ては、委嘱をしますので、市の嘱託員としての給

料は払いませんけど、委嘱をして、市との連携は

とっていただくということで、委嘱状を出すよう

にしておりますので、ただ雇用形態が市の嘱託員

という身分から、地区コミの直接雇用ということ

でされているというのが現状で、特に市としたら、

地区コミの業務が実質的には、９割方を占めます

ので、その業務に専念できる意味では、地区コミ

の直接雇用についても、なるべくそういう形を希

望されるところについては、そのように指導して

いるところでございます。 

 以上です。 

○委員（帯田裕達）そういう形が、だんだんふ

えてくるような危惧もするんですが、その辺はど

うでしょうか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）ふえてきて、

地区コミでその雇用をうまくされれば、当然地区

コミ内は、いろんな意味で時間的にも不規則な勤

務時間とか行事とかいろいろございますので、そ

ういうのに活用をしたいとも思っていらっしゃる

と思うんですが、実質的には、雇用することでい

ろんな事務的なことも出てきますので、余り積極

的でない地区コミの方が多いようですので、また

それと地区コミ採用にもしされたにしても、不都

合があればまた嘱託員でという－今のところは

そういうところはないですが、そういう形ももし

出た場合は、また嘱託員に戻すということは、地

区コミの説明ではしております。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）ちょっと関連して。先ほど、

その地区コミで、今事業をやられているところの

収益とか、そういうのはちょっとわからないとい

う御答弁をなさったんですが、率直に申し上げて、

私は、それは余りにも無責任ではないかと思いま

す。 

 理由を申し上げますと、例えば赤字になる、そ

れは市の責任ではないんです。ただ市がやるべき

ことは、うまくいかんかった例、うまくいった例、

いずれにしても、よき例、悪しき例を明確にして、

それをほかに水平展開するという責務は私は市に

あると思います。 

 今、４８地区コミュニティがあられて、その中

でうまくいっているところがあれば、今から事業

をされるときには、あそこはこういうところでう

まくいっているんですよと、だからこの辺にノウ

ハウがあるんですよということは、これは指導で

きますよね。指導すべきだと思うんですね。その

逆で、うまくいっていなかったら、そこもきちん

とやっぱり言うべき。 

 ということは、今事業をやられているところに

対して、ノーアプローチというのは、これは今か

ら先、今いろんな形で地区コミに対して御指導を

していかなきゃいかんという中で、一番の結論の

ところがわかっていないというのは、これは、も

ういかんと思います。いかがですか。この件につ
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いては。 

○コミュニティ課長（十島輝久）収益を抑えて

いないというのは、今までのされているところ、

独自でされているところについては、収益事業を

どれだけしたという、どれだけ収益があったとい

う報告を義務づけておりませんが、今回補助金を

出すことによって、私どもの補助金を活用してさ

れたところについては、やはりそこらは、当然報

告をしていただくつもりでおります。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）補助金を対象にされたとこ

ろは、それでされるということですから、それは

それでお願いします。 

 その以前から、完全に自分たちでやられている

ところについては、これは所管が違うかもしれま

せんが、６次産業ということも立ち上げようとし

ているわけで、そういうことになると、当然地域

を司るコミュニティ課としては、そこはわかって

おくべきだと。それは教えないとおっしゃるんで

したら、それは聞く必要はないと思いますが、そ

の点については、いかがですか。わかっておくべ

きだと思います。私は。 

○コミュニティ課長（十島輝久）６次産業化の

件は、こっちも連携をとっていきたいなとは思い

ます。ただ独自で、今までも細々といろんな地域

でされている収益事業がございます。１０地区ほ

どいろんな、しそっぷ物語にしろ、お菓子をつく

ったり、焼酎を売ったりされていますけど、これ

は独自の自分たちの財源の中でされていらっしゃ

いますので、それを収益が上がったのかというの

を、今のところこちらから積極的には調査もして

いないし、報告の義務も課しておりません。 

 ただ、今回こういう形で補助事業を立ち上げま

すので、そういう中でいろんな意味では、参考と

していただいたりとか、お聞きできれば、教えて

いただければお聞きして、そういうのを広くほか

の地区にも普及していければなとは思っておりま

す。 

 ただ、補助金を活用していない以上は、ちょっ

と義務的に出しなさいというのは、厳しいのかな

と思っております。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）ともかく６次産業化を目

指しているということは事実なんだから、その辺

について、やっぱりコンタクトをとりながら、補

助金を出すにしても、こういった１０カ所ぐらい

の地区コミが主体的になって、６次産業化をやっ

ていますと。その中で、こういったところは、成

功例がありますとか、こういった経営があって、

ここはまずかったとかという情報の調整は、やっ

ぱり行政として提示をしていくということは大事

なことだなというふうには思いますので、ぜひそ

ういったことにも気を配っていただけばと思いま

す。 

○企画政策部長（永田一廣）今、委員長の方か

らもございましたが、本件につきまして、地区コ

ミの協力ももらいながら、開示できる部分は頂戴

して、広く周知を図っていきたいと思っておりま

す。 

 なお、このコミュニティビジネスにつきまして

は、１２月の定例会・委員会の中で概案を示して

いたところでございまして、その委員会に向けて、

実は、大馬越のしそっぷ物語、しそジュースです

ね、どれぐらいの収益が平成２４年度はあって、

平成２５年度がどれぐらいになりそうだという数

字も、事前には内々で教えてはいただいておりま

す。 

 １０地区コミに全部わたっておりませんけど、

やっぱりそういうデータを持ちながら広めていく

のが大事かなと思いますので、前提条件としては、

やっぱり地区コミがそういうデータを出してくれ

るという前提ですけれども、相談をしながらこの

事業を有効に進めていきたいと思います。 

 以上です。 

○委員（宮里兼実）今いろいろ話が出てきてお

りましたけれども、やはりそういうビジネスを全

く素人の人に、今、大馬越の話が出てきましたけ

れども。大馬越が一生懸命やっているから、ほか

の地域の方も、こういうそれに似たようなビジネ

スで活性化しなさいって言われても、素人に商売

をせんかいと、始めんかいというのと同じような

ことですから、非常に大変。補助を出します、補

助を出しますって言えば、それは補助が出るんで

あれば、何かやってみようかなという気持ちは起

こるかもしれないと思いますけど、やはりやる気

のある人たちがやるんであればいいですけれども、

補助をもらってやってみようかなって、生半可な

考えで気持ちでやったんでは、それこそ銭も稼げ
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ないということが起こると思いますので、もうち

ょっと慎重に真剣にこういうのは取り組んでいか

なければいけん。ただ補助のばらまきだけではな

くして、そういったことを私は要望しておきます。 

○委員長（佃 昌樹）意見、要望でございます。 

○委員（宮里兼実）コミュニティマイスター事

業は、その自治会、コミュニティにボランティア

で実施、施設の安全性、利便性を考えてその地域

にそういう、これは自治会、コミュニティのいろ

んな施設などの修理とか改善とかもちろん、私は

陽成ですけれども、いろんなこの自治会館にして

も、もう建てかえにゃいかんなというような自治

会館もあったりしますけれども、建てかえるには、

金もない、予算もない、それこそ会員も少ないと

いうような自治会が半分ぐらいは陽成もあるんで

すけれども、こういう自治会館の修理などにも、

ボランティアでそういう例えば大工さんとか左官

とかいろんな方がおられたら、そういう人たちが

ボランティアでしてくださいと、これは２１７万

の予算が事業費がありますけれども、そういった

要望があちこちからあったら、とてもじゃないけ

ど、この２１７万の事業費では足りないと思うん

だけど、これは、どれぐらいまでの範囲でやられ

ているのか、ちょっと余り理解ができないんです

けど。 

○コミュニティ課長（十島輝久）グループ長に

答えさせます。 

○コミュニティ・生涯学習グループ長（田中

英人）お答えします。 

 予算的には、地区コミュニティ協議会が、上限

が２０万円、各自治会が１０万円ということで、

コミュニティマイスター事業ですので、原材料費

であったり、消耗品であったり、重機等の使用料

及び賃借料の方にしておりますので、それが上限

という形でしております。 

 本年度も、川内地域の白浜自治会が、やはり金

額が補助制度を使ったら厳しいということで、大

工さんが自治会員でいらっしゃるという形で、約

１０万円以内の中で、トイレの改修をされている

事例等もございますので、そこの中で、補助金を

使うやり方と自分たちでやるやり方という形で選

択をしていただく形で進めさせていただいている

ところでございます。 

 以上です。 

○委員（宮里兼実）３０万以内の改造・改築し

かできないと。補助は３０万しかないというわけ

ですね。材料だけ。 

○コミュニティ・生涯学習グループ長（田中

英人）済みません。自治会が上限が１０万円です。

地区コミがする場合が２０万円という形で別々に

なっておりますので、大体今、宮里委員がおっし

ゃったように、原材料の形で、ほとんどがそれで

なりますので、そこぐらいまであれば、結構な修

繕等も可能です。 

 やはり補助金の改修補助金等を見ると、どうし

ても工賃がかかってしまう部分がありますので、

そういう手に職を持った方々が、地元のために活

躍していただくというので、共生・協働の面から

も推進しているところでございます。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）もういいですか。 

○委員（宮里兼実）はい。 

○委員（森永靖子）済みません。自治会のこの

区分けの仕方なんですが、といいますのは、ごみ

を出すのに、自分の家の隣にごみ収集の場所があ

るんだけれども、自分のところは、そこの集落じ

ゃないので、そこに出すことができない。自分の

ところは、遠いところまで雨の日も風の日も運ん

でいかなきゃならない。で、隣だったので出して

しまったら、ここは違うんだということで呼び出

されたという経緯があって、聞いてみましたら、

昔のという言い方はいかんですね、住宅がどんだ

け立ち並んできても、以前のままの自治会の集落

の分け方で、以前のままなので、やっぱりそのあ

たりをどれぐらい把握しておられるのかなという

問い合わせがありました。ここでお願い、お話を

することでしょうか。コミュニティなので。 

○コミュニティ課長（十島輝久）済みません。

その自治会については、自治会の区分けは、ある

程度こちらでお示ししているのも現状です。そう

いう中で、どうしてもごみの位置が、収集所がど

こにあるかで、そういうケースは出てくるかと思

います。 

 ただ、自治会は、ある程度区分けはしています

けど、強制ではございませんので、自治会を隣の

方に入るとか、そういう個人の主張があれば、そ

こらは考慮している部分もございますので、そこ

は、どちらに入られるかというところのあれにな
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ってくるかなと思っています。答えになっている

かどうかですけど。 

○委員（森永靖子）どっちに入るかは、個人の

勝手なあれだということで、以前にも聞いたこと

があったんですが、ずっともう固定観念があって、

小さな数字でもこことここは違う、昔のまんまの

ところ。大きな通りを、国道を隔てても同じ集落

というのがあったりするので、子どもの学校の通

学に関しても、隣の子は向こう、こっちはこっち

ってなっているので、行政の担当の方でしっかり

したそういう指導というか、何かそういうのをや

ってもらえないかという相談がありました。 

 以上、ここでお話をしておきたいと思います。 

○コミュニティ課長代理（屋久弘文）自治会

については、自治会を管理するシステムを私ども

の方の課の方で持っていまして、その管理システ

ムの中に、ある自治会の範囲というのを住所・地

番等で入れ込んでありまして、自治会の加入の促

進をするという意味もありまして、市民課の方に

手続に来られて、何町の何番地に入るんだという

ような手続をされたときに、そこの自治会は、何

町の何々自治会ですよというのは、自動的に出る

ようにはなっているんです。範囲を仮に決めてあ

るものですから。 

 これは、いわゆる昔からの地権者の意見を聞き

ながら線引きをしてあるんですが、実際問題とし

て、先ほど課長が申し上げましたように、この自

治会の範囲なんだけど、隣の自治会に入っていら

っしゃるという、いわゆる飛び地的に自治会に加

入されているのもたくさん市内にありまして、そ

こまではちょっと制限できないかなというのもあ

るんですが、それとなおかつやっぱり自治会を範

囲を決めてあるというふうに言いましたけれども、

ちょうど自治会境では、もうやむを得ないことな

のかなと。目と鼻の先にその集会所があっても、

自分の自治会の集会所の遠いところに持っていく

とか、それはどこの地区でも言えることで、その

自治会の中央部にごみ等のステーションがあれば

いいんでしょうけど、脇の方にあったりという地

区もたくさんありますので、そこらあたりは御理

解をいただきたいなというふうに考えております。 

○委員（森永靖子）新しく転居して転入してこ

られたり、そういう指導は受けておられる人は、

それぞれのところに入られるでしょうけど、もう

ずっと以前からそこに住んでいたという人は、昔

のまんまの集落におられるわけですので、そうい

う人たちのことを今、話をしているのであって、

そういう集まりのある地区コミとか自治会とか、

そういうのが集まりがあるときに、そのような話

を担当の方で、集まりの中でしてほしいというふ

うに要望しているところです。 

○企画政策部長（永田一廣）今の転入者への紹

介の仕方がございました。森永委員がおっしゃり

たいのは、行政の方できっちりその自治会境を決

めて、これまた転入者だけではなくて、今住んで

いる方に対しても、それをきっちり示して、適当

なところに入るように、そういう仕掛けをしなさ

いということなんでしょうけれども、やっぱりこ

れについて、行政が線引きをして、もうこっちに

入れこっちに入れという形はできないと思います。 

 あくまでもその市民の方、あるいはその自治会

の中で話し合いをしながら、例えば隣の自治会と

の話し合いをしながら、やっぱりそこの地域の住

民の方々で整理していただかないと、行政で線引

きをするというのは、ちょっと難しいということ

でお答えをさせていただきます。 

○委員（森永靖子）言い方でそういうふうにと

られるし、聞こえるんでしょうけど、私が言うの

は、そういうふうに線引きをしてほしいという言

い方ではなくて、例えばどっちでも入ってもいい

んですよって、どっちでもいいんですよっていう

言い方であれば、そういう集まりのときに、そう

いうシステムについて話をしてほしいということ

なんです。 

 自治会長さんたちが、昔から入っているのに、

それもわからんのかっていうことだったので、今

はどこでもいいんですよ……。 

［発言する者あり］ 

○委員（森永靖子）ですね。今質問をしている

ところですので。済みません。 

 どっちに入っても、それは構わないんですよっ

ていうことであれば、私は、行政の方に線引きし

てほしいって言っているつもりは、部長、ありま

せん。 

 ただ、そういう集まりのときに、今はそのよう

なシステムになっているので、どちらでも自分の

考えでいいんですよというのであれば、そのよう

な説明をそういうとこで、皆さんがわかるような
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説明をしてほしいというふうに話をしているんで

す。 

 私に相談をされた方は、二人ほど来られたんで

すが、そのような話をしても、なかなか聞いても

らえないし、わかってもらえない。それで自分は、

会長を受け継いできているのでっていうふうにお

っしゃるんだそうで、そういう集まりの中で、例

えば今はそういうふうになっているので、転入者

については、詳しく市民課の方で話をされてわか

りますけれども、前からおられる方は、やっぱり

それがずっと残っているので、会長さんになられ

る人たちに、そういうことであれば、どこでも自

分が入りやすいところに入ってもいいんですよと

いうふうであれば、その説明をしてほしいという

ふうに要望です。 

 これで終わります。 

○委員長（佃 昌樹）コメントがありますか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）自治会の全て

にそういう形で入るのは、ある意味、今まで何も

なかったところに波風が立ったりしますので、特

に入ってはできないんですけど、今でも個別でそ

ういう御相談があれば、コミュニティ課の方で受

けますので、そこはそういう形で個別案件として、

そういう御不満がおありであれば、コミュニティ

課に来られるなり、電話ででも結構ですので、言

ってくだされば対応はしたいと考えております。 

 以上です。 

○委員（森永靖子）今終わりますと言いました

けど、済みません。 

 個人で個別で役所の方に来ますと、またいろん

なそれ以上のいろんなのが言ったというのが出て

くると思います。ですからそういうのではなくて、

全体的なところでわかっておられない会長さんも、

新しくなられた会長さんたちはいらっしゃると思

うので、そういうのが自分の地域にあれば、それ

は対応してほしいとか、今こうなっているんだと

いう話を何かのついでにしていただければってい

うお願いなんですが、そこも無理でしょうか。長

くなります。ごめんなさい。 

○コミュニティ課長（十島輝久）今ある自治会

にいらっしゃって、また新たなそういう隣のとこ

ろに入るとなると、手続的にも、やはり現在いる

自治会の脱会届。今の、する場合は、脱会届を出

して、新たな自治会に今度は加入手続をするとい

う手続を正式にはしてもらっておりますので、そ

ういう形をとってまで、その自治会を変わられる

ということであれば、自治会長には、加入とか脱

会の自由はあるということで、強制加入じゃない

ですよということは再三言っていますので、そこ

らについては、余り行政側からそこらを強く言え

ない部分も、加入促進をしている以上は言えない

部分もございますので、やはり個人の方の方で、

ある程度コミュニティ課とか、そういうところに

来て、当然来られれば、私どもの方で自治会長に

は言いにくいのであれば、こういう指導とかって

そういうのはできますので、そういう形で対応さ

せていただきたいなとは考えております。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）いいですか、森永委員。

納得はしていないようですが。 

 それでは、質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

○議員（小田原勇次郎）ありがとうございます。

今はまだ予算審議中ということで理解をしており

ますので、予算についての部分で。 

 先ほど、帯田委員が御質問をされたコミュニテ

ィ主事の件では１点、あと２点は補助金なんです

が、１点目のそのコミュニティ主事の関係なんで

すが、以前、私が企画経済委員会に所属をさせて

いただいておった時期が、四、五年前にありまし

て、その際にコミュニティ主事から、ある地区が

先陣切って、もうコミュニティ主事の派遣は要ら

ないと。そしてもう直属・直系の自分たちの臨時

職員で雇うということが、１件発生しました。そ

のときに、私は、こういうことを認めておられた

ら、なし崩し的になりますよということを申し上

げたんです。 

 そうしたときに、当時は橋口課長だったんです

が、いずれは、自立してもらって、コミュニティ

主事はもうなくしていく方向で、もう行政当局と

しては考えているんですという答弁は、その当時

はあったんです。 

 ただ、私は、そのときに申し上げたのは、コミ

ュニティとコミュニティ主事の役割っていうのは、

コミュニティ運営の要するに指導助言の立場で、

行政で人材を育成して地域を育てるという意味合

いがコミュニティ主事にはあるんですよと。それ

を、銭はくれ、もうその行政からの指導は要らん
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という形で、なし崩し的にしてしまうと、別なと

ころにも広がっていきますよということを私は申

し上げたんです。 

 ですから、今、帯田委員がおっしゃることは、

まさに私はその当時言った、どんどん広がってい

っていますから。そうした中において、今度は、

逆説的に言えば、副委員長は、地域のことはちゃ

んとしっかりと指導していけよという部分がある。

この役割は、私はコミュニティ主事の仕事だと思

っていますから。だからコミュニティ主事が、行

政との橋渡しをして、学んできて地域で発揮して、

そういう実力を発揮して地域をつくっていくとい

うのが、このコミュニティ制度の根幹だと私は思

っているんです。 

 ですから、そこあたりの一応何というんでしょ

うか、考え方をきちんとしたものを持っておかな

いと、各地区によっては、コミュニティ主事は課

長の配下ですから、要するに行政の指揮命令権に

あるわけですよ、コミュニティ主事の場合は。臨

時職員の場合は、コミ協の会長が、自分の命令で

動かせる職員なんですよ。直属の職員ですから。

そうしたときに、コミュニティ主事の場合は使い

勝手が悪いと。行政からの直属やから。だからも

う後は、その人件費をくれと、おれたちは使い勝

手のよか人間を雇うからと、これが私は発端だと

いうふうに私は認識しているんです。 

 だから、こういうのを認めてしまっていくと、

行政からの連絡調整、先ほど言ったいろんな情報

を、有効な情報をこちらの方にも提供してもらえ

ませんかというのも、私はコミュニティ主事が、

橋渡しになってやってくださればいいと思ってい

ますから。そこあたりが途絶えてしまう可能性が

ありますので、そこあたりの組織運営の中で、今

後はきちんとした格を持った中で指導していく必

要があるというふうに私は思っておるんですが、

部長、お考えがありましたら。 

○企画政策部長（永田一廣）コミュニティ主事

のあり方についての御質問、御意見でございまし

た。前任の課長が、最初は、二つの地区コミで、

こういう地域採用の形に切りかわっていったかと

思います。 

 当時、課長の答弁でも、将来的には、やっぱり

地区コミが自立していくという姿を考えた場合に、

地域での採用というのが将来的にはいいんじゃな

いかということで、私もこの場に同席しておりま

して、しっかり記憶しております。私もその当時

の考え方を今も持っております。 

 行政からの指揮命令に関しての御懸念の点につ

きましては、先ほど、課長の方も答弁しましたが、

地区コミで採用する職員ではありますけれども、

無報酬ですけれども、市の地区コミ主事という方

は、必ず１名は配置してもらっています。そうい

う形で市の行政事務をお願いする場合は、その当

該、コミュニティ主事に発令したその方にお願い

しながら行政は進めておりますので、雇用形態は

違いますけれども、行政からの指揮監督といいま

すか、そこは、対応はとれているというふうに考

えております。 

 それともう一点、最初にございました、コミュ

ニティ主事であれば地域が使いにくいというんで

すか、確かにそれもあったかもしれませんけど、

私の理解といたしましては、こう考えております。

当時、市の嘱託員のコミュニティ主事が、全

４８人配置しました。それともう一つは、運営交

付金を交付して、その中で地区コミで採用される

職員の方も、それぞれ１名１名ぐらいずついたと

思います。 

 うちの方の嘱託員の場合は、１７日勤務という

一定のルールがございまして、このコミュニティ

主事と地区コミで採用される職員とのバランスと

いうんですか、そこがかなり難しいという点が一

つ。 

 それと、１７日勤務ですけれども、地区コミに

よっては、例えば半日でいい、夜の出方もあると

いう、一人じゃなくて、もう少し分割して、二人

でも３人でも地区コミで採用して、使い勝手のい

い形にしてほしいと。これも自立に向けた取り組

みだというふうに考えておりまして、そういった

考え方であるならば、私としてはいいんじゃない

かと。ただ繰り返しになりますが、指揮命令の関

係がありますので、無報酬ではありますけど、地

区コミュニティ主事の発令は、一人は必ず受けて

いただいて、市のいろんな情報連絡とか、そうい

ったのは変わらないようにしてもらうという制度

にしてございます。 

 私の方からは、以上でございます。 

○議員（小田原勇次郎）部長の答弁は、自分も

十分に理解をしております。 
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 今後、指揮命令権の盾に、いわゆるコミュニテ

ィの直属の職員について、いわゆる地区コミが、

行政との関係という部分は、お金はいただけるけ

れども、余り口は出さんでくれというようなこと

に。その口を出すというのはやれこれ口を出すと

いうんではなくて、指導助言ですから、だから必

要なときには、行政は後押しをしてあげればいい

わけですから、そこあたりの関係がうまくいくよ

うな形をとっていかなければならないのかなとい

う、ここはやっぱり懸念材料として残るところで

あります。 

 もう一点、質問なんですが、２年ほど前に、た

しか自治会長会の席の中で、ある自治会長さんか

ら、自治会館の公民館の耐震化に向けた補助金を

検討してほしいというような御要望があったんで

すが、以前、私が質問をしたときには、スクラッ

プ・アンド・ビルドじゃないと、なかなか補助は

制定できんというのは理解しているんですが、何

かそこあたりの今は当初に反映されていないんで

すが、何かいわゆる展望とか、そこあたりの検討

の状況があったら聞かせていただきたいんですが。 

○企画政策部長（永田一廣）私が、把握してい

る範囲内でお答えをさせていただきます。 

 まだ検討の段階だというふうに考えております

が、自治会が持っている公民館を避難所とかいろ

んな形で、災害対策、あるいは選挙で活用させて

いるケースがございます。御質問の点についてそ

ういう活用の仕方もありますので、防災安全課の

方で指定避難所とかをする場合に、耐震化が心配

だよねといったものについては、補助金を出して

改築してもらうような仕組みを研究はしていると

いうのは、聞いてございます。 

 ただ、まだ予算化、制度がしっかりでき上がっ

たとは聞いておりませんので、これからの研究課

題だというふうにお答えさせていただきます。 

○議員（小田原勇次郎）ありがとうございまし

た。 

○委員長（佃 昌樹）地区コミの主事の問題に

ついても、いろいろな意見があるだろうと思いま

すが、ただ私の考え方としてちょっと意見を申し

上げたいんですが、地区コミュニティ協議会制度

ができて１０年になるんですよね。 

 何のための地区コミュニティ協議会制度かとい

うと、トップダウンで地区コミを行政が支配して

いく、または使っていく、こういうものじゃなか

ったはずなんです。 

 地区コミュニティ協議会制度を採用して、結局

住民が生かされるために行政がどういう支援がで

きるか、地域を活性化していくために、または福

祉を増進していくために地域をどれだけ行政が支

援をしていけるか、それが一番のポイントだった

はず。そこで地区の振興計画もつくったりして、

それなりに地区としては、自活できるところもあ

れば、まだ依然として、その途上にあるところも

ある。 

 それぞれの地区コミの発達段階が、まだまだ一

線じゃなくてばらばらになっているわけですよ。

それをどういうふうにフォローアップしてやって

いくのか、ここがやっぱりそれぞれ大事なところ

で、一律にトップダウンをというようなやり方は、

絶対これはできないわけで、そこから主事の問題

は、どう考えたらいいのか。 

 やっぱり原点をきちっと持っとって、じゃあ主

事を行政で委託をしてやる方法、それから先ほど

もあるように、地区コミが独自で採用する方法、

それはそれなりに地区コミの成熟の問題もありま

すので、そういったところからどういった選択を

するのか。選択をしたときに、本当に地区コミが

機能をして自立ができる状況になっていくのかと

いうことを、一つ一つの地区コミの分析をしなが

ら、４８しかないわけだから分析をしながら、今

後どういうふうにしていったらいいのかなという

ことは、やっぱりやらざるを得ない一つのコミュ

ニティ課の仕事だなというふうに思いますので、

ぜひそういったことで頑張っていただきたいなと

思います。もう答弁は何も要りませんから。 

○議員（持原秀行）１点だけ、教えてください。 

 先ほど、永利町の野首公民館が、自治総合セン

ター、要するにもしあわよくば当選すれば、補助

金が９６０万おりるということで、この中で一つ。

先月うちのところで、山堂自治会というのが今度

つくったんですが、実は、これは区画整理の中で

移転をして市の補助をもらってつくったんですが、

実質足らなくて、個人が借り入れて、今まだ返済

をしているという状況もあるんですが、それは、

将来的にまたこういう自治公民館を直さにゃいか

ん、つくらにゃいかんというのが発生する予定が

あるんですが、こういう区画整理事業に入ったと
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ころなんかもこういうのに、事業のこれに応募で

きるんですか。ちょっとそこだけ教えてください。 

○コミュニティ課長（十島輝久）そういう移転

とか、そういうのになった自治会館についても、

その分の移転補償費分は多分除かれると思います

が、それを除いた分については対応ができるとい

うことです。 

○企画政策部長（永田一廣）同様な事例で、今、

西回り高速ができています。高江のたしか白浜自

治会だったと思いますけど、ちょうどルート上に、

その自治会公民館が当たりまして移転補償費が出

ました。その際につくりかえられたんですが、そ

の移転補償費については、自己財源じゃなくて、

別途、算定がえにしまして、その２分の１なら

２分の１、上限３００万の中で市の補助金を出し

てつくっていただいたと。 

 繰り返しになりますが、区画整理の中の移転補

償、白浜の方は、高速道路をつくったときの移転

補償、その移転補償費の取り扱いはちょっと別途

計算させていただきますが、市の補助制度には乗

っかるということで御理解をいただいていいと思

います。 

［「部長、三堂ですよ」と呼ぶ者あり］ 

○企画政策部長（永田一廣）ああ、宝くじ助成

の方ですか。 

［「そっちの方」と呼ぶ者あり］ 

○企画政策部長（永田一廣）同じような取り扱

いになろうかと思います。 

○議員（持原秀行）わかりました。 

○コミュニティ課長（十島輝久）済みません。

説明が不足しましたけど、三堂は、この補助金を

使っても、活用して建設をされております。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）宝くじの。 

○コミュニティ課長（十島輝久）はい、宝くじ

の本年度この……。 

［発言する者あり］ 

○コミュニティ課長（十島輝久）済みません。

市のでした。申しわけありません。市の補助金の

３００万円を活用して。済みません。失礼しまし

た。 

○議員（持原秀行）ありがとうございました。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 一応ここで予算については本案の審査を一時中

止いたします。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査を行

います。 

 所管事務について、報告はありませんか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）資料は提出し

ておりましたが、予算の説明のときに同時に説明

をしておりますので、そのほかはございません。

よろしくお願いします。 

○委員長（佃 昌樹）所管事務については、予

算と同時に説明をいたしましたということですが、

ないということであります。 

 委員の方から、何かありませんか。 

○委員（帯田裕達）ちょっとお伺いします。 

 平成２７年度で、樋脇地区の市比野地区につい

ては、四つの集会所が、無償譲渡ということで話

がもうついているわけですが、その無償譲渡され

る前の改修とか修理、その点については、どのよ

うなことが、進捗はどのようになっているのか、

教えていただきたいと思います。 

○コミュニティ課長（十島輝久）平成２６年度

の昨年の暮れから、その無償譲渡に係る集会所に

つきましては、どのような改修要望があるかとい

うのを、要望を今聞いて集約をしているところで

ございます。 

 それらを検討した中で、予算の範囲内、または

危険性とか必要性を十分勘案して、そういう中で

平成２６年度、平成２７年度で対応はしていきた

いとは考えておりますが、どこまでするかという

のは、まだはっきりしていないところでございま

す。 

 以上です。 

○委員（帯田裕達）耐震性も含めて、まずそこ

は大丈夫だろうと思うんですが、無償譲渡ちゅう

ことですので、あとコミが修理をすぐせにゃなら

んようなことはないように要望しておきます。 

○委員長（佃 昌樹）要望であります。 

 委員の方は、ありませんね。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）委員外議員の発言を許し

ます。 

○議員（持原秀行）先ほど、森永委員が言われ

ましたごみの収集所の関係ですね。あれは地域で、
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自分のところもあるんですけれども、確かに区画

整理事業をされて、市からここですよと言われて

も、今、底地番のところに建てて、実質はどんど

ん離れているんですね。だからそこでどこどこ公

民館にって自治会に入られていても、現実は違う

んですよ。地番が飛んだりしていますので。 

 ですから、そこの中では、今確かに従前の人が、

新しい仮換地のところに行って家を建てておけと

れば、確かに今森永委員が言われたように、隣の

自治会の収集所が隣にやっとこい、自分のところ

はもっと先に帰っていかにゃいかんと、出してい

かにゃいかんという事態も発生するんです。 

 ですから、そういう中では、同じ自治会に、も

う例えば隣の自治会、こちらの自治会、Ａという

自治会、Ｂという自治会に、実際市民として入っ

ておれば、近いところにでも出していいんじゃな

かっけというそういう柔軟な指導も、できればこ

ういう森永委員が言われるようなことはないと思

うんですけれども、そういうあたりのところの指

導ちゅうのは、自治会に加入させる側からいけば、

柔軟に対応はできないんですかね。 

○コミュニティ課長（十島輝久）個別の対応で

すので、状況をこちらも把握しないと、また環境

課との協議もございますので、そこら辺、そうい

う事例があれば、先ほどもちょっと言いましたと

おり、御相談をいただいて、また調整はしていき

たいなと。ここで、できるできないはちょっと厳

しいのかなということで。御相談をいただければ、

また関係課とも調整して対応していきたいという

ふうに思っています。 

以上です。 

○委員長（佃 昌樹）話の中身が、環境課の所

管になるんじゃないかなという気がするんですよ。

ごみに特化した問題ですから。ごみ以外で出てい

るわけじゃなくて、ごみの問題で出ているわけで、

その辺のところは、環境課と、こういった問題が

発生をしていると。そういったときに、どういう

ふうに自治会長さん方に理解をしてもらって、ど

う処理をしていったらいいのか、その辺、関係課

と協議をして、統一見解が出れば、それなりにま

た機会を見つけて、自治会長さん方の説明という

のかな、そういうものも持っていただきたいなと

思います。ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、コミュニティ課を終わります。御苦労

さまでした。 

────────────── 

△情報政策課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、情報政策課の審査

に入ります。 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）ここで審査を一時中止し

ておりました議案第３７号平成２６年度薩摩川内

市一般会計予算を議題とします。 

 まず、部長の概略説明を求めます。 

○企画政策部長（永田一廣）情報政策課の概要

につきまして、資料の方は、３７ページの中段か

らになります。 

 当課の事業としては、大きく３点。まず甑島地

域４カ所への映像配信用のライブカメラを整備し

たいと考えていること。２点目に、平成２８年

１月から国の制度として導入予定でございます社

会保障・税番号制度－前政権時代はマイナン

バー制度でしたが、この制度に関しまして、シス

テム改修など初期の準備作業に着手。 

 次の３８ページになります。最後ですが、本庁

支所の窓口業務におきますサービスを向上するた

めに、総合支援型窓口システムの改修、並びにテ

レビ会議を想定したシステム機器の導入経費を今

回計上しているところでございます。 

 この後、予算概要につきましては、課長の方か

ら説明いたします。よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き当局の補足説明

を求めます。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）情報政策課でご

ざいます。 

 平成２６年度予算の内容につきまして、初めに

歳出から説明を申し上げますので、お手元の予算

調書の１０５ページお開きください。 

 まず、上の段になります。 

 事項、地域情報化推進事業費は、地域情報化の

調査・推進及び整備した光ファイバ等施設の維持

管理に係る経費であり、事業費は１億２７２万円

です。 



－22－ 

 経費の主な内容は、本土・甑島間海底光ケーブ

ル保守点検やネットワーク機器等サーバの保守、

部長が説明いたしました甑４町から島の風景や名

所のライブ映像を、インターネットで広く情報発

信するためのライブカメラ整備に係る委託料、道

路拡幅等に伴う光ケーブルの移設に係る工事請負

費、職員研修や鹿児島県電子自治体運営委員会等

の運営負担金、及び地上デジタルテレビ放送の新

たな難視地区の解消を図るために、共聴施設を新

設及び改修する地区に対しての補助金です。 

 次に、下の段になります。 

 事項、情報管理費は、行政情報システムの安定

運用に係る経費であり、事業費は２億１,７１８万

２,０００円です。 

 経費の主な内容は、既設の基幹系システムの運

用に係る委託料のほか、新規事業として、部長が

説明いたしました、個人・法人ごとに番号を付番

いたしまして、複数の機関に存在する情報確認す

ることにより、社会保障・税分野等の効率性を高

め、国民にとって利便性の高い公平・公正な社会

を実現するための基盤を整備しようとする社会保

障・税番号整備事業、いわゆるマイナンバー制度

導入に係る委託料や、継続事業として平成２５年

２月に稼動いたしました総合支援型窓口システム

のさらなるサービス向上等を図るために改修する

委託料等の経費、及び地方公共団体情報システム

機構等負担金や職員研修負担金です。 

 続きまして、歳入予算について説明を申し上げ

ますので、予算調書の１８ページをお開きくださ

い。 

 １行目、２行目の、１５款２項国庫補助金１目

総務費補助金１,７３５万円は、総務管理費補助金

で、社会保障・税番号制度整備補助金、及び地上

デジタルテレビ放送の新たな難視地区の解消に係

る無線システム普及支援事業費等補助金です。 

 ３行目、１７款１項財産運用収入１目財産貸付

収入７６万２,０００円は、財産貸付収入で移動通

信用鉄塔施設伝送路の貸付収入です。 

 以上で説明を終わります。御審査のほど、よろ

しくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 ここで本案の審査を一時中止いたします。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局に説明を求めます。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）委員会資料

２１ページをお開きください。 

 地上デジタルテレビ放送の新たな難視地区にお

ける対策の現状について報告いたします。 

 資料の１、２では、新たな難視地区の定義と対

策事業の目的を記載しております。 

 この事業は、地上デジタルテレビ放送が平成

２３年７月２４日にアナログからデジタル化され

たことに伴い、新たに発生した難視地区の解消対

策として平成２１年度から開始された事業で、今

年度で実施５年目になります。 

 下段の３の事業の実施状況をごらんください。 

 （１）にありますように、１０地区で、既設の

自主共聴施設改修に対して補助金を交付しており

ます。 

 続きまして２２ページをお開きください。 

 （２）にありますように、２５地区の自主共聴

施設の新設に対して補助金を交付しております。 

 この改修、新設に係る５年間の事業費は、表一

番下の記載のとおり、実施世帯数６２５、総事業

費約３億７,７００万円うち国庫補助金が約２億

９,４００万円、市補助金は約１,８００万円とな

っております。 

 続きまして、４の対策別実施状況につきまして、

左側、ナンバー１の共聴新設地区につきましては、

対象地区４３地区のうち対策完了が４２地区、未

完了地区１地区となっておりますが、この１地区

も３月中に対策完了となります。なお、この

４３地区を２５地区に統合して共聴組合を結成し

ております。 

 ナンバー２の既設共聴改修対策につきましては、

１０地区全てで対策が完了しております。 

 次に、ナンバー３、４、５の対策は、総務省テ

レビ受信者支援センター、通称デジサポと言いま

すが、デジサポが実施する事業となります。３の
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高性能アンテナ対策につきましては、対策未実施

地区が１地区となっており、この１地区も３月中

に対策完了となります。４の既設共聴加入対策、

５の市の公共ネットワークの光ファイバーを利用

した市光利用対策につきましては、対策完了とな

っております。 

 最後に、５の平成２６年度以降の対応について

は、平成２６年度まで国の事業が継続されること

から、地域の要望があれば、市も引き続き事業を

実施いたします。 

 以上で説明を終わります。 

○委員長（佃 昌樹）地上デジタルテレビ放送

の難視地区の解消の件についての説明がありまし

た。 

 御質疑願います。 

 もう全部解消しているんでしょう。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）はい、解消して

おります。 

○委員長（佃 昌樹）解消したちゅうことにな

ると、問題はないちゅうことですから。ございま

せんね。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）それでは、質疑はないと

認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、情報政策課を終わります。御苦労さん

でした。 

 ここで休憩をいたします。 

 再開は、１時といたします。 

        ～～～～～～～～～～ 

        午前１１時５８分休憩 

        ～～～～～～～～～～ 

        午後 ０時５８分開議 

        ～～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）休憩前に引き続き会議を

再開いたします。 

────────────── 

△広報室の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、広報室の審査に入

ります。 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）ここで審査を一時中止し

ておりました議案第３７号平成２６年度薩摩川内

市一般会計予算を議題とします。 

 部長の説明をお願いいたします。 

○企画政策部長（永田一廣）それでは、広報室

の概要につきまして説明いたします。 

 当初予算概要の方は、３８ページから３９ペー

ジにわたり、３件記載してございます。広報室は、

広報広聴に関する業務を所管しております。 

 まず意見交換会の開催でございますが、市民の

意見、要望等を市政に反映させるため、市長が各

地域にみずから出向き、住民の方々と意見交換を

するもので、まちづくり懇話会ということで開催

しております。 

 次の広報薩摩川内、市民の皆様に広く行政情報

などをお知らせするため、原則、月２回発行して

配付しております。 

 また、３９ページになります。市制施行１０周

年にあわせまして、今回、記念誌等を作成する予

算も相談しております。 

 以上です。 

 この後、予算概要につきまして、室長の方から

説明いたします。よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き当局の補足説明

を求めます。 

○広報室長（小原雅彦）歳出予算から説明をさ

せていただきます。 

 予算調書の１０６ページをお開きください。 

 まず、事項、広聴活動費は、市政モニター制度

やまちづくり懇話会などの広聴活動に要する経費

６７万３,０００円です。 

 経費の主な内容は、市政モニターの出会謝金と

旅費です。 

 なお、平成２６年度のまちづくり懇話会は、東

郷、樋脇、入来、祁答院地域の４中学校区と、鹿

島・下甑、これは一つですが、合計５会場での開

催を計画しているところであります。これに要す

る旅費１６万６,０００円を計上しております。 

 次に、事項、広報管理費でございます。 

 広報薩摩川内の発行や市のホームページ、それ

から川内駅の外側にあります情報掲示板、大きな

モニターテレビですが、これらの管理など、広報

業務に係る経費でございます。 
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 内訳として、広報員会等旅費の１７万

９,０００円は、広報紙と市民目線のそういうもの

を目指すところでありますので、公募により、市

民６名の方々に広報委員となっていただいて、年

３回開きまして、いろいろ御意見を頂戴している

その経費であります。 

 次に、広報薩摩川内等印刷製本費２,０２３万

５,０００円は、月２回発行の広報薩摩川内と同お

知らせ版、市制１０周年のパネル製作に要する経

費が主なものでございます。 

 次に、広報紙等作成ＤＴＰ業務委託等の

１,６０８万６,０００円は、広報紙の構成デザイ

ンのほか、デザインをするＤＴＰの業務に係る経

費、それから市制１０周年記念紙の発行に要する

経費、そのほか駅ビル情報のその表示板のコンテ

ンツの製作業務の委託、ＦＭさつませんだいのラ

ジオ広報の業務の委託などが主です。 

 このほか、ＤＴＰ用のパソコンに係る経費、日

本広報協会の負担金であります。 

 なお、補助金については、予算の計上はござい

ません。 

 次に、歳入予算の説明をいたします。 

 予算調書の１９ページをお開きください。 

 広報室所管の歳入予算の主なものは、科目、雑

入の広報紙等広告掲載収入の１９８万円でありま

す。これは、広報薩摩川内、毎月１０日号の掲載

の広告のひろば－一番の裏の方です、の広告の

ひろばと、市のホームページの一番下にあります

が、このバナーの広告分であります。 

 調書の説明は、以上でございます。 

 なお、予算に関連がございますので、委員会資

料もあわせて説明をしてもよろしいでしょうか。 

○委員長（佃 昌樹）はい、どうぞ。 

○広報室長（小原雅彦）それでは、委員会資料

の２３ページをお開きください。 

 市制施行１０周年記念事業に関連する広報室が

担当の事業であります。 

 １点目、市制施行１０周年記念誌発行事業は、

記念式典参列者の配付のため、１０周年の歩みを

つづった記念誌を２,０００部作成いたします。予

算は、先ほど説明した広報管理費の委託料に計上

しております。 

 続いて２点目、市制施行１０周年パネル製作事

業は、市誕生から現在までの主な出来事を写真パ

ネルにして、１０周年記念式典に展示します。 

 あわせて、平成２６年度に１０周年記念の関連

のイベントが幾つかございますので、展示が可能

なものに使いたいと考えております。予算は、広

報管理費の印刷製本費に計上しております。 

 以上で、広報室所管の歳入歳出予算についての

説明を終わります。 

 なお、その他所管事務はございません。 

 以上でございます。御審査方、よろしくお願い

いたします。 

○委員長（佃 昌樹）説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑願います。 

○委員（宮里兼実）部長にお尋ねしますけど、

さっきも、これはどこやったけ、情報政策課でも

でしたけれども、今、印刷製本費２,０００万、そ

してＤＴＰの業務委託費、この委託費というよう

なこんなもんですか。 

 委託費というのが全てに、今は言いますけど、

ここだけじゃないと思う、この広報だけじゃない

と思うんだけど、全ての業務委託費が金額が、も

う少し安く交渉はできないの。 

○企画政策部長（永田一廣）広報室では、広報

薩摩川内の印刷業務、ＤＴＰ業務委託、そして午

前中に終わりました情報政策課の関係の委託料か

らの経費を相談しております。費目につきまして

は、委託費で従来組んでおりますし、費目として

は、これが正というふうに理解している。 

 議員が御指摘なのは、金額についての御質問で

ございます。貴重な財源ですので、有効に使うと

いうのが、我々公務員の務めですので、常に経費

については、精査をしながら予算要求し、執行も

してきてございます。 

 ちなみに、今回のこの広報紙につきましての予

算額につきましても、これまでとほぼ同程度の金

額でありますし、予算要求に当たりましては、毎

年ですけれども、関係業者から参考見積もり等を

徴しながら、予算を措置してございますので、適

正な額でお願いしていると思っております。 

 なお、執行に当たりましては、厳正な入札執行

事務によりまして、一番最低価格の業者と締結す

るというのが、もうこれは言うまでもないことで

ございます。 

 以上でございます。 

○委員（宮里兼実）今は、こういう御時世です
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ので、なるべく抑えるように、抑えるところは抑

えて、出すべきところには、ばらまきじゃないけ

れども、どんどん出していただくような方向で。

要望です。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにありませんか。 

○委員（帯田裕達）このまちづくり懇話会の御

開場は、何月ごろを予定されているのか、それを

教えていただければ。 

○広報室長（小原雅彦）まだ計画はしておりま

せんけれども、できるだけ早い時期に始めるよう

に、早ければ６月以降から始めていきたいと考え

ております。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

○議員（小田原勇次郎）１点、御質問をいたし

ます。 

 前置きといたしましては、委託料につきまして

は、この中にＦＭさつませんだいの朝夕の市の広

報が、朝と夕に１回ずつの部分で、たしか百七、

八十万程度の委託料を盛り込んであったというふ

うに思っております。 

 広報の媒体として有効な媒体であるという認識

のもとに、なおかつＦＭさつませんだいを育てる

という意味も含めまして、大いに活用した広報媒

体として、今後も活用していただきたいという前

置きを踏まえまして、今度は質疑の部分の中で。

観光・シティセールス課にも、ＦＭのいわゆる何

ですか、広報的な要素の予算措置が盛り込まれて

いるんです。 

 ですから、これは部長にちょっとお尋ねしたい

んですが、以前、旧川内市時代には、広報という

のは、市長直轄の秘書広報課にあったんです。で

すから市政のスポークスマン的な役割を広報が担

っておった時代があるんですが、今のこの広報形

態に、非常に市政のスポークスマン的な弱さを感

じる部分が、どうしても。要するに観光・シティ

セールス課は、観光・シティセールス課で勝手に

セールスで広報予算をつけて動いている、広報は

広報で広報紙が動いているという、そういう広報

の強さというのを非常にあんまり感じられないと

いう部分があるんです。 

 ですから、もっと広報は、市政のスポークスマ

ンだという部分の中で、強い広報市政という部分

をとっていかれてもいいのかな。これは行革にも

係る部分なので、答弁しづらいかもしれないんで

すが、部長の何かお考えがありましたら、お聞か

せ願いたいんですが。 

○企画政策部長（永田一廣）現在、小原室長以

下、広報広聴業務に携わっておりますが、さらに

充実するためにも、体制、あるいは組織の見直し

も含めて、検討をしたらどうかという御提言とい

うふうに承ります。 

 御指摘のとおり、現在、市長に直結するところ

としては、秘書室がございます。記者さんとか、

いろんな対外的な窓口になっております。他方、

市のいろんな行政情報を発するのが、広報室なん

です。それで秘書室と広報室というのは、本当に

関連する業務、あるいは一体となった方がいいと

いう考え方もございます。 

 従前の旧川内市時代にも、秘書広報課という形

で合体した課もございました。この点は私も十分

承知しておりますし、組織の見直しも、実は今回

内部で検討はしたところですが、まだいろいろレ

イアウトの関係とか、体制的な問題とか、十分煮

詰まらなかった関係で提案するに至っておりませ

ん。４月スタートには至っておりません。 

 ただ、繰り返しになりますが、ここ一、二年、

少人数化の課の体制強化というのもあります。そ

ういった点で、広報広聴ということで、秘書室と

広報室が一体となった組織づくりができないかと

いうのは、今研究しておりますし、引き続き研究

していきたいと思っております。 

 議員御指摘のとおり、市のスポークスマン的な

立場があります。それと、記者さんとの窓口も秘

書室で受けたり、広報室で案内をかけたりとか、

いろいろ不都合という面も室長から聞いておりま

すので、ちょっと時間をいただいて体制強化を図

っていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議員（小田原勇次郎）ありがとうございまし

た。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 ここで本案の審査を一時中止いたします。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 
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 当局に説明を求めます。 

○広報室長（小原雅彦）所管事務調査で説明す

る部分はございません。 

○委員長（佃 昌樹）所管事務調査は特にない

ということですが、あえて質問はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質問はないと認めます。 

 委員外議員の質疑はございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、広報室を終わります。御苦労さまでし

た。 

────────────── 

△新エネルギー対策課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、新エネルギー対策

課の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）ここで、審査を一時中止

しておりました議案第３７号平成２６年度薩摩川

内市一般会計予算を議題といたします。 

 まず、新エネルギー対策監の概略説明を求めま

す。 

○新エネルギー対策監（向野陽一郎）新エネ

ルギー対策監の向野でございます。 

 平素より、次世代エネルギーの関連施策の実施

に関しましては、委員各位の多大なる御支援と御

協力を賜りまして、まことにありがとうございま

した。 

 発足以来、２年半という時間が経過した中で、

昨年度、次世代エネルギービジョン、それから行

動計画を策定し、具体的な事業を、これらビジョ

ンや行動計画に沿って実施をしてまいりました。 

 取り組みの方向性といたしましては、市民生活、

それから産業活動、都市基盤の整備という三つの

方向性に沿った形での具体的な事業を実施をして

いくということでございまして、来年度は、今年

度と同様、市民生活にかかわる事項に重点を置き

つつも、岩切市長が掲げておりますような関連産

業の育成というようなことも、十分念頭に置きな

がら、産業振興や、いわゆる都市基盤、インフラ

の整備ということにも着手をしてまいりたいとい

うふうに考えてございますので、御審査方、よろ

しくお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き当局の補足説明

を求めます。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）新エネ

ルギー対策課でございます。 

 議案第３７号平成２６年度薩摩川内市一般会計

予算のうち新エネルギー対策課分について御説明

いたします。 

 初めに、歳出でございます。 

 予算書の予算に関する説明書の６０ページをお

開きください。 

 ２款１項６目企画費予算は、４７億１,１８６万

５,０００円でありますが、事項、次世代エネル

ギー推進費４億９,０６０万５,０００円が新エネ

ルギー対策課に係る予算でございます。 

 事項の内容につきましては、予算調書により説

明させていただきますので、同調書の９７ページ

をお開きください。 

 事項、次世代エネルギー推進費４億９,０６０万

５,０００円は、次世代エネルギー推進に係る経費

であり、行政事務嘱託員１名については、次世代

エネルギーＰＲの業務に関する雇用であります。 

 委託料につきましては、次世代エネルギー導入

促進事業支援業務委託、スマートグリッド実証試

験、見守りサービス実証事業、それからシステム

開発等業務委託、それから小鷹小水力発電設備見

学施設調査設計業務委託やスマートハウス管理業

務委託、川内駅低炭素化実証に係る業務委託、そ

れから超小型モビリティ実証実験に係る分析業務

委託等を計上しております。 

 工事請負費については、小鷹小水力発電設備見

学施設整備工事、及び川内駅低炭素化実証に係る

エネルギー施設等の導入工事等を計上しておりま

す。 

 また、負担金としましては、鹿児島県小水力利

用推進協議会負担金及び産学官連携デジタルグリ

ッド実証事業負担金を。それから補助金につきま

しては、地球にやさしい環境整備事業補助金、及

び次世代エネルギー事業推進補助金を。積立金に

つきましては、次世代エネルギー推進基金積立金

を計上しております。 

 歳入予算について説明いたしますので、予算調

書の１５ページをお開きください。 
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 １５款２項１目総務費補助金９,０００万円は、

川内駅低炭素化実証事業に係る基盤整備推進支援

調査費補助金でございます。 

 １７款１項２目利子及び配当金１６万

２,０００円は、次世代エネルギー推進基金に係る

利子収入であります。 

 その下の１９款１項６５目次世代エネルギー推

進基金繰入金１億４,３０２万７,０００円は、ビ

ジョン及び行動計画に基づく具体的事業に充てる

ために、次世代エネルギー推進基金から一般会計

に繰り入れるものでございます。 

 その下の２１款５項４目雑入３,３２２万円は、

総合運動公園防災機能強化事業に係る太陽光発電

売電収入３,０００万円、それから建設を今からし

ます、スマートハウス実証事業に係る太陽光発電

売電収入７２万円、及び電気自動車充電インフラ

整備事業に係るクリーンエネルギー自動車等導入

促進対策費補助金２５０万円でございます。 

 次に、債務負担行為について御説明しますので、

予算に関する説明書の１５９ページでございます。 

 一番上の総合運動公園防災機能強化事業につき

ましては、再生可能エネルギーの全量買取制度と

自家消費を組み合わせて、総合運動公園に太陽光

発電設備・蓄電池等を整備し、総合運動公園の防

災機能の向上を図ったものでございます。 

 期間を平成４５年度までとし、設備期間及び維

持を含めた包括的リース契約に係る相当額６億

２,２２８万６,０００円を限度額として設定して

いるものでございます。 

 それから、同ページの下から２行目をごらんく

ださい。 

 ＬＥＤ街路灯等導入事業につきましては、単に

既製品を採用するのではなく、市内企業で発足し

ている企業連携協議会等で検討している独立型Ｌ

ＥＤ灯を、設計、製造、設置、メンテナンスまで

市内企業で行い、市が後押しする形でリース方式

により導入する方針でございます。期間を平成

３０年度までとし、債務負担行為１億２,０００万

円を設定しているものでございます。 

 なお、平成２６年度の主な実施事業の詳細につ

きましては、企画経済資料の２４ページで、詳し

く御説明をしたいと思います。 

 平成２６年度の主な実施事業につきまして、資

料に沿って御説明いたします。 

 １、スマートグリッド実証試験、見守りサービ

ス実証事業です。 

 市民生活の安全確保に向け、本市と九州電力が

共同で実施しておりますスマートグリッド実証試

験で構築されましたネットワークを利用し、消費

電力の見える化端末等を用いた高齢者の見守り等

のサービスが実施可能かどうか、実証試験を行う

ものでございます。 

 事業効果等につきましては、高齢者の安全・安

心な暮らしの確保、それから地域の見守りを担う

民生委員さん等の負担軽減ができないものか。さ

らには、エネルギーに関する市民意識の向上など

を目指し、予算は３,０００万円で、システム開

発・保守等の委託を計上しているものでございま

す。 

 次に２番のスマートハウス（モデル）実証事業

でございます。 

 創エネ・蓄エネ・省エネに関する生活様式の体

験を通じ、スマートハウスに関する意識啓発を図

ることを目的に、地域特性を踏まえたモデルハウ

スを建設することとしております。 

 現在、３月１８日に契約をしております。

３,１８３万６,０００円で田島組と契約しました。

工期は３月１９日─７月１５日を予定しておりま

す。 

 さらに、そのスマートハウスで、東京大学等を

中心としました、産学官連携により、省エネを体

験しつつ快適な環境を実現するための実証試験を

行うということとしております。 

 さらに、市民とのパートナーシップのもと、本

市次世代エネルギーを活用したまちづくりを進め

る対話の場として、このスマートハウスも使って

いきたいと考えております。 

 事業効果としましては、市民意識の向上に加え、

快適な新しい生活様式への変革や、定住促進や観

光振興にも寄与するものと考えております。 

 予算額は、繰り越しも含めまして８,６７６万

２,０００円で、建設工事、運営管理業務委託、そ

れから実証試験の負担金等でございます。 

 続きまして、３、次世代エネルギー普及啓発事

業でございます。 

 市民への意識啓発等を図り、ビジョンや行動を

計画に掲げる行政と市民のパートナーシップの構

築を実現するため、各種イベントやＦＭさつませ
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んだい等を活用した普及啓発を実施するものであ

ります。 

 効果につきましては、次のページでございます

けれども、不特定多数の幅広い市民への理解を促

進する。きめ細やかな普及啓発及び双方向のコミ

ュニケーションの形成、市民参画による政策の実

現に向けた環境づくりということで、予算額

７９５万２,０００円を計上しております。 

 内訳としましては、今年度２月に実施しました

次世代エネルギーフェア、それから広報室と連携

しましたＦＭさつませんだいの広告を活用した広

告料、それからブックレットの印刷でございます。 

 続きまして、２５ページの方になりますけれど

も、４、地球にやさしい環境整備事業でございま

す。 

 温室効果ガスの排出削減及び次世代エネルギー

利用促進を図るため、創エネ・蓄エネ・省エネ設

備等を導入する市民に対して、平成２３年度から

導入経費の一部を補助しているものでございます。 

 これまで補助対象である住宅太陽光設備、電気

自動車、電動アシスト自転車、家庭用燃料電池シ

ステム及び電気自動車等充電器等を設備に加えま

して、平成２６年度から家庭用蓄電池を補助、拡

充するものでございます。 

 また、電気自動車等に関しまして、平成２６年

度から、甑島で走っております超小型モビリティ、

これにつきましても対象とするものでございます。 

 家庭用蓄電池につきましては、設備１件当たり

５０万円の定額と、それから超小型モビリティに

つきましては、国と同額の７万円を計上している

ものでございます。 

 創・蓄・省エネ設備等の導入は、今でも高価格

ということが障害となっているものでございます

ので、導入に係る一部経費を市が補助することで、

設備等の付近を促進するものでございます。 

 予算額は、５,９８０万円でございます。 

 その他としまして、住宅用太陽光発電設備購入

補助に関して、現状、国の補助の活用を条件とし

ております。国の補助は、太陽光につきましては、

平成２６年度以降は廃止という方向でございます

が、導入促進及び市民ニーズを考慮し、申請方法

等を変更した上で、本市では、平成２６年度も補

助を継続することとしております。 

 また②ですけれども、電動アシスト自転車購入

補助に関しまして、事務事業外部評価の結果等を

踏まえ、平成２６年度では、廃止を念頭に広く市

民の周知を図っていこうというふうに考えており

ますが、実際は、非常にニーズが今のところ高い

ということもございまして、市民のニーズを把握

するために、１２月をめどに継続をしながら判断

し、改正する際には、十分な周知期間をとって廃

止というふうな方向に持っていきたいと思ってお

ります。現状では、１２月をめどに判断をしたい

というふうに考えているところでございます。 

 次に、５番の川内駅低炭素化実証事業でござい

ます。 

 市民との対話でもエネルギーのまち薩摩川内市

として、本市の玄関口である川内駅に関し、分か

りやすく見える化すべきという声が非常に高かっ

たものでございます。その期待に応えるもので、

平常時は次世代エネルギーの情報発信拠点で、省

エネを実現し、さらには、非常時には、次世代エ

ネルギーを活用した防災拠点として整備するとと

もに、市民や観光客の憩いの場を提供するため、

次世代エネルギー設備等の導入やにぎわい創出の

ための空間をつくるものでございます。 

 ２６ページに移ってください。効果としまして

は、市民や観光客が集う場所で、エネルギーのま

ちのＰＲ、エネルギーの見える化や体験による市

民意識の向上、災害時における独立電源の確保に

よる防災機能の強化、川内駅から甑島まで統一し

た魅力的な観光ルートの構築などを期待しており

ます。 

 予算額は、２億１,５００万円で、国の補助事業

を活用し、東西自由通路の整備であったり、次世

代エネルギーの導入等の工事をするものでござい

ます。 

 続きまして６番です。再生可能エネルギーによ

る地域防災機能強化に関する共同研究事業でござ

います。 

 災害時において、自立分散電源の再エネ電源を

活用し、重要施設であります避難所、病院、行政

施設等へ電源をどのように供給していくかという

ような具体的なシステムを構築、推進し、薩摩川

内市型の防災システムを、最終的には国のモデル

実証としてできないかというものを検討していく

ものでございます。 

 効果としましては、災害時における重要施設等
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へのエネルギー供給システムの構築。大学、行政、

エネルギー関連企業などの他分野との連携の確立。

市民のより安全・安心な生活の確保を図るもので

ございます。これを平成２５年度から、九州大学、

それから鹿児島大学、それから民間事業者と一緒

に、今勉強を検討はしているところでございまし

て、平成２６年度の前半、第２四半期をめどに、

こういったことが、国のモデル実証に乗っていか

ないかというものを検討する費用で、システム開

発業務委託等の費用として３００万円計上するも

のでございます。 

 続きまして、７番です。ＬＥＤ街路灯導入事業

です。 

 市民の困りごと、注の１にございますが、次世

代エネルギービジョン策定時におけるアンケート

調査において、困りごとということを聞きました

ところ、街灯が少なくて夜が暗いというのが第

１位、４３.３％でございました。この問題を解消

するとともに、産学官連携による内発型産業育成

を後押しするというもので、独立型ＬＥＤ灯の普

及を推進するというものでございます。 

 この注の２でございますが、現在、企業連携協

議会と、それから川内商工高等学校、それからポ

リテクカレッジの産学で、独立街路灯の製品化に

向けた勉強会、検討が進められているというもの

でございます。これまでの市の支援としましては、

イニシャル部分に支援するというのがございまし

たが、今回は街路灯を取りつけていくというよう

な出口の補助をして、競争力強化に御支援すると

いうような形でございます。 

 効果としましては、①、②に加えまして、市内

資源の活用した内発型地域産業の振興を図るもの

であります。 

 予算額は３,０００万円で、独立型街路灯をリー

スとして計上しているものでございます。 

 続きまして、８の次世代エネルギー事業推進補

助事業でございます。 

 市内で土地・建物の賃借を含む取得等により、

次世代エネルギーの発電を主たる業務として行う

事業者の初期投資の軽減を図り、発電設備の導入

促進を図るもので、２７ページに移っていただき

まして、補助金の交付に当たっては、次世代エネ

ルギー発電事業者において、固定資産税の課税後

に事業実施により増加した税相当分の補助金を算

定根拠としまして、年間１００万円を上限に３年

間交付するものであります。 

 効果としましては、次世代エネルギー発電施設

の導入促進ということでございます。 

 予算額は１,０００万円で、１事業者当たり、上

限１００万円、年。３年間を上限としております。 

 次に９番です。電気自動車充電インフラ整備事

業でございます。 

 今後の電気自動車の普及拡大につなげるため、

大きな障害となっております充電インフラについ

て、本市が主体となって、市内庁舎、交通結節点

に充電インフラ整備を行うものであり、効果とし

て、電気自動車の普及拡大、それから環境の整備

促進、本市特有の観光スタイルの創出と育成、そ

して次世代交通インフラに向けたアプローチをし

ていくものでございます。 

 予算額は、繰越明許費も含めまして５,９４８万

円でございます。内容としましては、電気自動車

の充電整備の工事でございます。 

 設置場所は、本庁、本土４支所、高速船のター

ミナル、総合運動公園、寺山いこいの広場、これ

は、東郷の清流館といったところに予定している

ものでございます。 

 次に、最後でございますが、小鷹小水力発電設

備見学施設整備事業でございます。 

 来年度完成予定の小水力発電に関し、観光や教

育の場として積極的活用することを目的に、見学

ヤードの設備、既存駐車場の整備等を行うもので

ございます。 

 効果としましては、地域資源を活用した観光の

振興であったり、さらなるエネルギーに関する市

民意識の向上、それからこれは結構いけるんじゃ

ないかなと思っているところがございますが、こ

のらせん水車といった特殊なものでありますが、

比較的に構造としては簡単なものでございますの

で、こういった技術を地元へ還元できないかとい

うものでございます。 

 予算額につきましては、２,０００万円で、調査

設計から、見学ヤードの設備工事一式でございま

す。 

 以上で、平成２６年度薩摩川内市一般会計予算

について、説明を終わらせていただきます。 

 御審査賜りますよう、よろしくお願いいたしま

す。 
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○委員長（佃 昌樹）当局の補足説明が終わり

ました。 

 これより質疑に入ります。御質疑願います。 

○委員（谷津由尚）６番の再生可能エネルギー

による地域防災機能強化に関する共同研究事業と

いうことで、今のところは、３００万のシステム

開発業務委託費ということなんですが、非常にこ

れは全国規模で、本来であれば、これは将来的に

は定着すべき非常に有効な使い方だと、再生可能

エネルギーの使い方の形だと思うんですけれども、

これに対するその現時点での国の支援とか、そう

いう何か動きが、もし今おわかりであれば、答弁

をお願いします。 

○新エネルギー対策監（向野陽一郎）御質問

の点についてお答えをいたしますが、少しだけお

時間をいただきまして、事業の内容について補足

をさせていただきます。 

 本件につきましては、キーワードといたしまし

ては、再生可能エネルギーと地域防災ということ

でございまして、地域の中で地域特性を踏まえて、

例えば南九州で、大変大きな豪雨が発生して、川

内川が右岸であれ左岸であれ破堤をする。で、破

堤をすることによって、時系列的にいろんな事象

が起きてまいります。流域のその浸水等々が発生

してまいります。 

 これらの点を時系列的に整理をいたします。そ

の上で重要な設備や機能が何なのかというのを整

理してまいります。例えば行政のバックアップ機

能として、何をどこに置いたらいいのかとか、あ

るいは避難場所としては、どこを選定するべきな

のかというようなことを、かなり悲観的なシナリ

オに沿った形で、事象を整理し、なおかつ重要拠

点等を整理してまいります。 

 その際に、その重要機能を維持するために、あ

るいは重要な避難拠点を維持するために必要な電

力量というのは、一体全体どれぐらいなのかとい

うのを整理してまいります。その上で、この当該

電力量を賄うためには、どういうシステムが必要

なのかというところまで行き着いてまいります。

その過程では、例えば総合運動公園の防災機能の

強化などに取り組んでまいりましたし、今度、運

行いたします電気バスのお話もさせていただいて

おります。 

 それから、これまで導入してまいりました電気

自動車の件についても言及してまいりましたが、

何となく今までその防災防災という切り口で、ば

らばらにその点で導入してきたものを、この大き

なシナリオの中にしっかりと編み込んでいくとい

うようなことを念頭に置いているわけでございま

す。 

 つまり、大きな事象が発生した場合に、市、そ

れから民間企業さんが持っておられるツールをど

うやって活用して、地域でこの非常時を乗り切っ

ていくのかということのシナリオを描いていくと

いうことを念頭に置いております。その際、産学

官の連携で今研究会を回しているというのが前段

でございます。 

 御質問の点でございます。今、国には、明確な

実証のメニューというのがちょっと見当たらない

状況でございます。したがいまして、今現在、国

の関係機関とは、おつき合いがありまして、例え

ば国交省にも、この前、国土強靭化という文脈で、

この再生可能エネルギーを活用して、地域の災害

対応をしていくというようなことで、今打ち込み

をしておりまして、ぜひ来年度、事務的に話をさ

せてもらって、平成２７年度以降の予算化に向け

た出題というのをできないかというのを今検討し

ているというのが状況でございます。 

 以上でございます。 

○委員（谷津由尚）ありがとうございました。 

 いずれにしても、私が思っておりますのは、こ

の再生可能エネルギーによる地域防災機能強化と

いう、災害時において自立分散型の省エネ電源を

活用しという、特にその別に災害時でなくてもい

いわけですよね。これは。 

 特に災害時というのは、外部電源、通常の九州

電力さんからの電源が遮断されるとか、そういう

ことが想定されるわけで、特に生きるわけですけ

れども、現実的には平常時も、例えばスマートグ

リッドですとか、スマートコミュニティですとか、

そういうのの延長線には、やっぱりこういう自立

分散型で自分たちの地域を、言うなれば、自分た

ちのエネルギーを自分たちで供給して、自分たち

で使うという非常に夢なんでしょうけど、そうい

うのが最終形にはなっていくんだろうなと思って

いまして。そういう形に着手するのが日本では本

市が初めてとか、それに近い状態にいけるんであ

れば、これはすごいことだなと思っていまして。
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そういう意味で、今現時点では、国には実証は見

当たらないということなんですが、何といいます

か、非常にお金がかかると思うんですね。これを

とことんやっていこうと思えばですね。お金がか

かると思うんですが、何をやめても、これはやめ

てほしくないなという思いがありまして、こんな

とてつもないことを言わさせてもらっているんで

すけど、その辺については、いかがですか。これ

は、多分来年という１年のスパンにおさまらない

んでしょうけれども、済みません。お願いします。 

○新エネルギー対策監（向野陽一郎）御質問

の点から若干離れるところもございますが、御質

問についてお答えをさせていただきます。 

 本市においては、大規模の集中電源というのが、

かねてより、まちの中にございましたが、これに

加えて、今副委員長が御指摘のその小規模の分散

型のエネルギーの設置ということにも取り組んで

まいりました。 

 私どもの取り組みのそのキーワードといたしま

しては、多様性ということでございますして、多

様なそのエネルギー源を生活に寄せた格好で上手

につくり、そして使っていくということに今取り

組んでいるということでございます。 

 その上で、御指摘のありましたスマートグリッ

ドの実証や、本件にこの地域防災と再エネを活用

した取り組みは、実は日本ではほとんどまだ実施

がなされていない状況でございます。 

 例えば、スマートグリッドの実証でありまして

も、これは、九州で初めての取り組みでございま

すし、この地域防災の再エネの活用というのは、

実は、日本で恐らく取り組みがまだされていない

んじゃないかというので、予算がないのではない

かというふうに見ておりまして、今後、地域内で

この再エネを活用していくこの応用編として、こ

のように防災の中で、小規模分散型電源としてし

っかり活用していく方策があるのか。もっと言う

と、電気だけではなくて、石油やガスなどの備蓄

型のそのエネルギーも組み合せると、官民でこう

いう防災対応の形というのが見せられるんだとい

うのが、多分最後のアウトプットではないかなと

思っていまして、そこを支援をしていただくよう

な仕掛けを来年度以降、しっかりやっていくとい

うのが基本かなと思います。 

 以上でございました。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにありませんか。 

○委員（川畑善照）ＬＥＤの街路灯の導入事業

が一応３,０００万組まれていますけれども、この

大体の薩摩川内市の範囲がどの辺に、どのあたり

になるのか。もう大体わかっているんですか。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）今の御

質問は、ＬＥＤ街路灯をどこにつけるかというこ

とで、御質問だというふうに。 

○委員（川畑善照）はい。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）お答え

します。 

 今のところ、どの場所に取りつけたらいいかと

いうことで、今、関係各課と協議をしているとこ

ろでありますが、少なくとも、せっかくつける品

物でございますので、なるべく目立つところにつ

けていって、ＰＲも兼ねた形で取りつけていけれ

ばなというふうな形で今検討、関係課が協議をし

ているところでございます。 

○委員（川畑善照）やはり全市的に見れば、防

犯灯がないところ、通学路とかいろいろ意見も出

ていると思うんですけれども、そういうことも含

めて検討をされているんですか。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）防犯灯、

それから自治会灯というのは、また別にございま

すので、その間を埋めるところが暗いというのは、

市のもう自分のところでありますので、そういっ

たところも含めて検討はするというふうに考えて

おります。 

○委員（川畑善照）わかりました。 

○委員長（佃 昌樹）あわせて、ＬＥＤの１基

どれぐらいで、個数どれぐらい設置するかも含め

て説明をしてください。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）現在の

ところ、独立型のＬＥＤ灯とは、市販で１５０万

から１００万円いたします。 

 ですから、単純に１００万円だとしますと、

３,０００万でいきますと、割っていただければ数

字が出てきますので、非常に３０基という形で少

ないんですが、今、一生懸命、この企業連携協議

会の方で競争力を強化するという形で、規模的に

は、その半分を目指していこうというふうな形で

研究をされていらっしゃいますので、さらに倍の

ものがつけられないかというのを、今検討されて

いるものを出口として我々はその後押ししたいと
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思っておりますので、今３０基でしたらば、３年

にまた６０基になりますし、それが５年になりま

すから、３００基というふうな形に全体ではなろ

うかと思っております。 

○委員長（佃 昌樹）ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）本会議でもたくさん質問

もありましたし、ということで、委員の方から質

疑がないようであります。そこで質疑が尽きたと

認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

○議員（持原秀行）１点だけ教えてください。 

 資料の８番、次世代エネルギーの事業推進補助

事業、これで土地と建物、賃借でってしたときに、

固定資産税の課税後に１００万円を上限に３年間

ということですが、これは、その事業者に対して

の補助なのか。あるいは例えば、賃借ということ

になれば、当然貸した人に固定資産税が上がるわ

けです。 

 例えば農地であったり、農地転用をし、あるい

は採草地であったりも、特にその評価そのものが

雑種地課税とかになって上がるわけで、事業者に

対しては、借りれば事業者にはかからないですよ

ね。固定資産税そのものが所有者にかかってくる

わけですから、そういう場合の見解はどうなんで

すかね。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）この推

進補助事業の算定の、どなたにその補助金をやる

かというのは、事業者の方に補助金を渡します。 

 まず畑地であったり、今までは山林であったも

のが、今回は、太陽光とか、バイオマス発電施設

をつくることで、１０倍ほどの固定資産税になっ

てしまうということで、借地料をたくさん払わな

いとその収支が合わなくなるといったところで、

なかなか算入ができないところに対して、事業者

に対して３年間分－一番最初にイニシャルコス

トがどーんとかかりますので、最初の３年間のと

ころの山を少し抑えてあげようということで、そ

の計算方法としては、固定資産税が上がった分を

計算方法として上限を１００万として、事業者に

補助金を渡すものでございます。 

 ですから、それを織り込んだ形で、地域の方々

には交渉をされて、借地料を算定していただくと

いうふうな考え方の補助金でございます。 

○議員（持原秀行）その事業者の対象なんです

が、これは、やはり市内・市外を問わずですか。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）今のと

ころ、市内・市外問わずにしております。 

○議員（小田原勇次郎）１点、新規事業でＬＥ

Ｄの街路灯導入事業、趣旨としては理解をすると

ころであります。 

 数年前、自治会と、通常薩摩川内市の場合は、

防犯灯という概念は、自治会が設置して、自治会

が電気代を賄っていくというやり方をしておりま

す。そして自治会と自治会のはざまに暗い部分が

ある部分については、行政で街路灯をつけようと

いうことで、先般３年間ぐらいの計画で５００基

ぐらいを設置してきておって、これは、行政が電

気代をもつというスタイルでやってきました。 

 その取り組みの中において、今度は、この新規

でＬＥＤの街路灯を、この巨額な投資の中でやっ

ていく部分において、これも当然、行政が電気代

を賄っていくという部分で解釈、行政がしっかり

と管理していくという概念でおけばいいというの

の確認はですね。 

 内容は、何を根本に言うかと申しますと、片や

自治会で防犯灯を設置して、電気代も自治会が持

っているというのにおいて、片や公費で持ってい

る部分がある。各地において、薩摩川内市におい

てはいろんな取り組みが違う。地区によっては、

行政が防犯灯を持っている。また旧地区もありい

ろんな部分もあるものですから、そこあたりの格

差が出てこなければいいがなという部分を心配し

てのちょっと御質問でありました。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）このエ

ネルギー街路灯については、二つの手法がござい

まして、一つは、おっしゃる全ての全部の街路灯

をＬＥＤ化する。電気料金を下げることで、その

下がった分の費用で、自治会も含めた形で、全体

にＬＥＤ灯をつけていこうという方法が一つあり

ます。 

 それではなくて、今おっしゃった自治会、コミ

ュニティが持っている部分以外の市が持っている

その暗い部分のところについて、ＬＥＤ灯をつけ

るということで、今回のやつは、しかも独立型の

ＬＥＤ灯ということで、系統の電源を入れない、

電気代がかからない電気という形で、今回設置を

していこうということであります。 
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 ですから、電気代は、そのランニングコストは、

今後電池を変えるとか、ＬＥＤ灯は１０年に１回

とか、１５年に１回変わるって、そのときに必要

なことがありますから、それについては、今のと

ころ市の方でリース形式という形で支払っていこ

うという考え方でございます。 

○議員（小田原勇次郎）別に私は、番外議員で

すから、意見、要望を申し上げる立場にはないの

で、今回のこの質疑の趣旨というのを御理解いた

だきたかったかなと思ったところでした。地域に

よっては、自分たちで賄っている防犯灯があり、

片や自治会が、市が持っている部分があり、片や

電気代のかからないこういう事業でやっていると

ころで、非常に格差が生じてしまう部分がありま

すので、そこあたりを十分に注意されて場所を選

定されておかれた方が、そこあたりがやっぱり地

域によって、あつれきが生じてくる部分がありま

すので、そこは十分に御配慮をされて取り組んだ

方がいいですよという、老婆心ながら質疑をさせ

ていただいたところでございました。 

 以上です。 

○新エネルギー対策監（向野陽一郎）私がお

答えするかどうかは、ちょっとわかりません。も

しかしたら永田部長の方が適任なのかしれません

けれども。実は、庁内でも、このＬＥＤは、街路

灯であれ防犯灯であれ対象は違いますが、多くの

いろんな課が取り組みをしてございます。同じ部

内でもそうですし、部外でも目的は違いますが、

取り組みをしております。 

 他方、大変言いにくい部分もございますが、そ

の関係課の連携が十分であったかと言われると、

なかなか言い難いところもございます。したがい

まして、その取り組みの方法でありますとか、対

応についてばらつきがあると、やはり地域との関

係で、混乱を生じる可能性があると思っておりま

すので、今の議員の御指摘を踏まえた上で、本市

の関係課一体となって取り組みを進めてまいりた

いと思います。 

 以上でございました。 

○議員（小田原勇次郎）ありがとうございまし

た。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 ここで本案の審査を一時中止いたします。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査を行

います。 

 当局から報告はございませんか。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）特にご

ざいません。 

○委員長（佃 昌樹）予算に関する説明の中で

も、既にいろんなことが説明をされております。

特に所管事務調査はないということですが、委員

の方は、御意見はございませんか。 

○委員（森永靖子）意見でもないんですが、次

世代の特別委員会で、岡山県の備前グリーンエネ

ルギーをお訪ねしたときに、そこの武本社長さん

ていう方でしたが、冒頭の挨拶で、自分のお父様

が、昔、以前、川内市の平佐に住んでいたことが

あって、私たちが訪れたことで、お父様が懐かし

いっておっしゃったそうで、そういう関係もあっ

て、この薩摩川内市が取り組んでいるこのエネル

ギーについては、他人事とは思えないし、これか

らもいろんな形で一緒にやっていきたい。そして

いい取り組みをやっているねというようなことを

おっしゃって、このように対策監が来られてちゅ

う話をしたところでした。 

 ずっと、いろんな形で取り組みも、御相談があ

れば一緒にやっていきながら、薩摩川内市が、よ

り効果的にやっていくことを望みますという最後

に一緒に話をしたんですが、そんなことをやって

話をしていただいたので、一緒に相談しながらや

っていけたらなというように思ったところでした。

意見ではないでしたが、一応お話をさせていただ

きました。 

○新エネルギー対策監（向野陽一郎）ありが

とうございました。 

 本会議の答弁の中でも申し上げましたとおり、

この備前市の取り組みは、私どもにとっても大変

示唆の多い取り組みでございます。 

 本会議で申し上げなかった部分を少し御紹介さ

せていただきますと、平成２３年１２月でござい

ますけれども、商工会議所、それから九州経済産

業局の主催をしたこの再生可能エネルギーのセミ

ナーに、実は、この備前市のグリーンエネルギー

株式会社の方が来られておられまして、私は、そ

の席上でいろいろとお話をさせていただいて、そ

の当時、始められたのが、平成１７年度というの
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は知らずに、一方で特別目的会社、いわゆるＳＰ

Ｃの立ち上げとか、ファンドの組成方法、それか

ら多様なエネルギー機器を活用し、特に中小企業

の方々にお示しをされるエネルギーサービスの事

業などの中身について、御披露をいただいたこと

がありまして、大変その小さな地域ではあります

が、しっかりとした取り組みをされている。 

 それから、この特にグリーンエネルギー株式会

社の方が、物すごく戦略的な取り組みをされてい

る、そういう印象を持った次第でございました。

したがいまして、実は、私どもがその手がついて

いないような、例えば市民の方々と一緒にやる例

えば市民ファンドの活用方策などについては、相

当程度、私どもは勉強させていただくところがあ

るんじゃないかと思っていまして、せっかくその

ようなありがたいお話もいただいておりますし、

社長は大変情熱家だというようなお話もありまし

たですし、どこかで連携して取り組みができれば

なということは、感じているところでございまし

た。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにございませんね。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）委員の方の質疑は尽きた

と認めます。 

 委員外議員の質疑を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 ここで協議会に切りかえます。 

          ～～～～～～～～ 

          午後２時  休憩 

          ～～～～～～～～ 

          午後２時７分開議 

          ～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）本会議に返します。 

 以上で、新エネルギー対策課を終わります。御

苦労さまでした。 

────────────── 

△農業委員会事務局の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、農業委員会事務局

の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）ここで審査を一時中止し

ておりました議案第３７号平成２６年度薩摩川内

市一般会計予算を議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○農業委員会事務局長（矢野信之）それでは、

農業委員会に絡みます平成２６年度当初予算につ

いて御説明いたします。 

 予算調書の２５１ページをお開きください。 

 ６款１項１目農業委員会費、事項、農業委員会

管理運営費で、当初予算額は８ ,６６３万

５,０００円です。 

 経費の主な内容は、農業委員会委員４２名にか

わります報酬と、現地調査等に要する費用弁償、

事務局職員７名分の給与費のほか、鹿児島県各市

農業委員会連絡協議会負担金、鹿児島県農業会議

負担金、北薩地区農業委員会連絡協議会負担金、

鹿児島県農業委員会職員協議会負担金です。 

 次に、事項、農業者年金受託事務費で、当初予

算額は９３万円です。川内、樋脇、入来、東郷、

祁答院にあります農業者年金受給者会への補助金

のほか、農業者年金受給者の現況確認、資格喪失、

新規加入者等に係る年金受託事務執行に関する経

費が主な経費であります。 

 次に、２５２ページをお開きください。 

 事項、農業経営規模拡大促進事業費で、当初予

算額は２,０３２万３,０００円です。 

 農地中間管理機構関連法によります農地法の改

正に伴いまして、農地基本台帳システム、農地地

図情報システムの整理等に要する委託料、農地流

動化による農地集積に対する農地流動化促進事業

費や事業補助金が主な経費であります。 

 続きまして、農業委員会に係ります歳入につい

て御説明いたしますので、予算調書の７１ページ

をお願いいたします。 

 １４款２項４目農林水産業手数料９万

７,０００円は、農業経営基盤強化促進法に基づき

ます嘱託登記手数料と諸証明手数料です。 

 １６款２項４目農業費補助金１ ,５８０万

５,０００円は、農業委員会補助金と、食料安定供

給特別会計交付金によります農業費補助金であり

ます。 

 ２１款５項４目雑入９０万１,０００円は、独立

行政法人農業者年金基金との業務委託契約に基づ

きます、農業者年金事務委託金、鹿児島県地域振

興公社との業務委託契約に基づきます農地保有合
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理化事業等業務委託金、農地の賃貸借の中途解約

によりまして発生いたします農地流動化補助金の

返納金について措置するものでございます。 

 以上が、農業委員会に係ります平成２６年度当

初予算であります。よろしく御審査賜りますよう

お願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）予算の説明が終わりまし

た。 

 これより質疑に入ります。御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 ここで、本案の審査を一時中止をいたします。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局の説明を求めます。 

○農業委員会事務局長（矢野信之）それでは、

平成２６年度３月議会企画経済委員会資料農業委

員会事務局用をお開きください。 

 あけていただきまして１ページでございますが、

従前と同じように農業委員会委員の主な活動を

１２月から２月まで掲載いたしました。また、そ

の下のほうに今回は平成２５年度農地利用状況調

査と非農地判断調査を行いました。それぞれの川

内から鹿島までそれぞれ記載している期間におき

まして、農地利用状況調査、これは下のほうの参

考に書いておりますが、守るべき農地として有効

利用しているか否かの確認の調査でありまして、

それから、非農地判断調査は、農地として活用さ

れていない、例えば樹木等が生えて農地として使

えない状況等を確認する調査でございます、それ

を行ったものでございます。 

 ２ページであります。１２月総会におきまして、

農地法３条関係で１２件の１６筆、１万８９２平

米の移動等がございました。そこのところで、後

にも関連しますので、米印のところをごらんくだ

さい。畑には原野等を含む。農地法第３条地役権

１件というふうになって、以後、１月、２月にお

きましても出てきておりますが、これはアグリ山

におきます風力発電におきまして、電柱、それか

ら電線等を空中を通さなければなりませんので、

それの地役権を設定した件数でございます。

１２月では１件ございましたが、１月で１０件、

あけてもらいまして、２月のところで２２件、合

計で３３件出ております。また、今月におきまし

ても、地役権のところが出てきて、来月ぐらいま

では地役権、電線等がないものですから、その関

係で出てくる予定であります。 

 以上、４ページまでは２月までのもの、４ペー

ジにおきましては、４月から２月までの農業委員

会における許可件数の状況等を報告するものでご

ざいます。 

 あけていただきまして、５ページから８ページ

までにつきましては、農業委員会におきまして検

討委員会を設置をして、検討してまいりました内

容等を示しているものでございます。 

 ５ページの３項目ですが、農業委員会組織のあ

り方について議論をしていただきまして、１番目

のほうでは選挙による委員の定数につきましては、

現行の３５名でお願いしたいということ、あけて

いただきまして、７ページにおきましては、選任

委員につきまして、法に基づきまして北さつま農

業協同組合、北薩農業共済組合、土地改良区から

につきましては、これは法に基づきますので、増

減等はございませんが、市議会のほうにお願いす

る委員等につきましての検討をした内容等を記載

しております。 

 最後のページです。８ページにおきましては、

鹿児島県からの権限移譲につきまして、現在、農

地法３条につきましては権限移譲を受けておりま

すが、４条、５条については、権限移譲を受けて

おりません。今後につきましても議論してもらい

ましたが、現段階におきましては、権限移譲を受

けても鹿児島県農業会議にもう１回諮問しなけれ

ばならないという二度手間が入っているものです

から、そこを解決しない限りは受けないという形

で方向性を決めてもらったところです。 

 あと農業委員会自身の資質の向上について議論

していただきました結果を記載したものでござい

ます。 

 あと、参考資料といたしまして、カラー刷りの

農地中間管理事業の概要と遊休農地対策の強化、

農地台帳等の法定化についての資料をお配りさせ

ていただきました。これは全国農業会議所のほう
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でつくっていただいた資料でございまして、

１ページのところが法律自体が昨年の１２月５日

に成立したということ、あけていただきまして、

１ページのところが農地中間管理機構は何をする

のか、国の目標等を記載をし、３ページのところ

が農地の貸し借りの新しい仕組み等をお示しして

あります。 

 そして、４ページ、５ページはその流れでござ

いますが、６ページ、ここのところで若干説明さ

せてください。遊休農地対策の強化という形であ

りますが、一番右側の緑のラインですけれども、

農地等の所有者が確認できない場合には、県にお

きまして告示を行って利用できるという仕組みが

新たに設けられたということが、今回の法律の目

玉でございますが、これにつきましては、民法と

の絡みがございまして、ちょっと慎重な検討しな

ければならないと考えているところです。 

 そして、７ページ、農地台帳等の法制化という

形になりまして、農業委員会が管理しています農

地基本台帳等が法によって定められましたので、

今後はこれを有効活用しなければならないという

こと、それから、地図の整理をしてインターネッ

トで公表されるということでございますが、ここ

で今全国農業会議所等と議論している内容が、ち

ょうど真ん中付近にありますが、記録事項がござ

います。 

 農地所有者等の氏名、所在、地名、地番、地目、

面積等がございますが、これは全て個人情報にな

りますので、今インターネットで公表する場合に

はどこまで公表するかということ等の議論を全国

農業会議所を通じまして、国のほうと協議しても

らっているところでございます。まだ方向性が示

されませんが、平成２６年度の中旬ぐらいには示

されるのではないかという情報でございました。 

 最後のページが、今後、農政課とともにしなけ

ればならない農地の有効活用の方策等を示してご

ざいますが、農業委員会にありましては、一番下

にありますとおりに、一層取り組みを強化しなけ

ればならないという形を委員の方々にも周知して

いるとこでございます。 

 以上、簡単でございましたが、資料等の説明を

させていただきました。よろしく御審査賜ります

ようお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま説明が終わりま

した。 

 これより所管事務全般の質疑に入ります。御質

疑願います。ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、農業委員会事務局を終わります。御苦

労さんでした。 

────────────── 

△農政課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、農政課の審査に入

ります。 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）まず、審査を一時中止し

ておりました議案第３７号平成２６年度薩摩川内

市一般会計予算を議題とします。 

 当局の説明を求めます。 

○農林水産部長（高橋三丸）農林水産部です。

よろしくお願いいたします。 

 農政課の概要について説明させていただきます。 

 現在、平成２６年度から５年間の本市の農業の

指針となります第２次農業農村振興基本計画を策

定中でございます。 

 概要につきましては、この後所管事務で説明さ

せていただきます。本計画を持つことに本市の農

業振興に向け、諸施策を展開してまいります。 

 特に、農業就業所の確保、農業担い手の育成、

農業技術の向上を目指した支援並びに農業環境の

整備促進を努めてまいります。 

 また、安全安心な農産物の生産体制、耕作放棄

地の解消及び有害鳥獣被害対策事業等を推進して

まいります。 

 また、第２次農業農村振興基本計画とあわせ、

六次産業化基本計画も策定中でございます。農業

所得の向上、雇用の確保を目指した新たな事業と

して、６次産業化事業に取り組んでまいります。 

 恐れ入りますが、平成２６年度当初予算概要の

７４ページをお開きください。 

 ６次産業化事業におきまして、支援事業、推進

事業に係る予算でございますが、こちらに申しわ
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けございません。１カ所の訂正をお願いでござい

ます。六次産業化支援事業補助金の事業概要にお

きまして、二つ目の丸の補助率、限度額の施設整

備事業におきます補助率が３分の１から４分の

３となっておりますが、「３分の１」を「３分の

２」に訂正方、よろしくお願い申し上げます。施

設整備事業の補助率は３分の２から４分の３でご

ざいます。まことに申しわけございません。 

 なお、六次産業化支援事業補助金の詳細の説明

は、予算説明後にさせていただきます。 

 以上、農政課の施策概要でございます。詳細に

つきましては、課長から説明いたします。よろし

くお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）それでは、当局の補足説

明を求めます。 

○農政課長（上戸健次）それでは、農政課にか

かわります平成２６年度当初予算のうち、歳出予

算の概要について御説明申し上げます。 

 予算調書の１５０ページをお開きください。 

 農業総務費４億３,１０４万円につきましては、

農業振興全般にかかわります人件費や各種負担金

と研修及び農産加工施設の管理運営にかかわる経

費であります。人件費は農政課職員１６名、各支

所産業建設課職員２１名と営農専門指導員及び農

産物加工センター嘱託員の７名の分であります。 

 次の六次産業化推進事業業務委託費１,０００万

円は、農林漁業者の６次産化を推進するため、意

識啓発及び育成のためのシンポジウム、研修会、

勉強会等を実施するための経費であります。 

 次の祁答院大村北部生活センター等管理代行委

託費１,４３１万５,０００円は、農政課で所管す

る五つの施設を指定管理者に委託する経費と施設

の維持管理費が主なものであります。 

 次の六次産業化支援事業補助金５,３００万円は、

農林漁業者がみずから取り組む６次産業化を支援

するための補助金であります。詳細につきまして

は、後ほど山元専門職の方で御説明申し上げます。 

 農商工連携チャレンジ起業支援補助金２９０万

円と農商工連携支援補助金３５０万円は、市内の

農林漁業者と連携し、新商品開発や販路拡大など

を行う商工団体が負担する経費について、補助金

を交付することで農商工連携推進を図ることを目

的としております。 

 次の農業振興育成事業費１億５ ,２０８万

９,０００円は、農業振興に伴う各種団体への補助

及び担い手育成にかかわる経費であります。 

 まず、中山間地域等直接支払交付金８,４４９万

円は、市内の中山間地域５１地区１,５７７名が参

加をしておりますけれども、共同で農道、水路等

を維持しながら、農地維持活動をされています。

この５１地区への交付金でございます。 

 次に、鳥獣被害対策実践事業補助金３,３４６万

３,０００円は、鳥獣の防護柵設置にかかわる経費

で、平成２６年度は３地区で金網の防護柵約

２０キロを計画しているところであります。 

 次に、農業者経営所得安定対策推進事業補助金

１,０５０万円は、薩摩川内市農業再生協議会に補

助するものでありますが、米等の経営所得安定対

策制度にかかわる事務費で全額国費となっており

ます。 

 補助金ほか１２件につきましては、集落営農組

織等支援の新たな地域担い手育成事業費等

２,３６３万６,０００円を計上しております。 

 次に、１５１ページをお願いいたします。農業

公社運営事業費です。これは農業公社の事業運営

に要する経費であります。 

 経費内容といたしましては、負担金と補助金で、

運営負担金４５０万円は、農業公社の形態が公益

社団法人であるために、社員である薩摩川内市が

年会費として拠出するものであります。 

 また、運営補助金６１７万円につきましては、

農業公社が実施しております農作業受託事業、農

地利用集積円滑化事業、新規就農者研修事業の

３事業に取り組むために補助するものであります。 

 次の園芸振興育成事業費の１億４,０５２万

４,０００円につきましては、野菜・果樹などの生

産体制の確立を図り、農業経営の安定と所得向上

を図るために要する経費であります。 

 薩摩川内市農産物販売促進協議会負担金

２８０万円は、市とＪＡ及び生産者団体が構成員

となっておりまして、この協議会では、重点品目

を中心とした農産物の販売促進活動やＰＲ活動を

展開し、東京、名古屋、大阪及び海外の香港、シ

ンガポールなどの消費地での販売宣伝活動や大手

市場との商談、地元での地産地消活動、地元農産

物の消費拡大を図っていくこととしております。 

 次の県園芸振興協議会負担金等１０１万

５,０００円につきましては、各種協議会等への負
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担金であります。 

 次の活動火山周辺地域防災営農対策事業補助金

３,３３６万２,０００円につきましては、ぶどう

ハウス５３アールを整備するものであります。 

 次に、産地農業後継者支援事業補助金

３,９００万円ですが、この事業は５５歳以下の認

定農業者等を後継者として位置づけまして支援す

るもので、機械・施設や優良種苗の購入や小規模

の基盤整備に対して、事業費の２分の１以内を助

成するものであります。 

 次の農業・農村活性化推進施設等整備事業補助

金３,０７０万１,０００円は、生産組合等が施設

整備を行うための助成であります。 

 次の薩摩川内市青年就農給付金事業給付金

１,７２５万円は、経営の不安定な就農初期段階の

青年就農者に対し、経営が軌道に乗るまでの間を

支援するために、年間１５０万円、最長５年間を

限度として給付金を支給するもので継続が１１名、

新規が２名となっております。全額が県を経由し

ての国庫負担となっております。 

 補助金５件は、産地農業活性化支援事業等

１,４５４万５,０００円を計上しております。 

 続きまして、歳入の主なものについて御説明い

たします。予算調書の３５ページをお開きくださ

い。 

 使用料のうち農林水産使用料１５８万

７,０００円ですが、この農業使用料は各地域農産

物加工センター使用料が主なものであります。 

 次の県補助金のうち農林水産業費補助金、農業

費補助金の主なものにつきましては、鳥獣被害対

策実践事業補助金２,９２８万５,０００円。 

 次の３６ページをお開きください。農業者経営

所得安定対策推進事業補助金１,０５０万円、６行

目の中山間地域等直接支払交付金６,３３６万

６,０００円、中ほどの活動火山周辺地域防災営農

対策事業補助金３,０９７万９,０００円、その下

の青年就農給付金事業補助金２,９２５万円のうち

農政課分につきましては１,７２５万円、農業・農

村活性化推進施設等整備事業補助金２,０４６万

７,０００円が主なものであります。 

 次に、債務負担行為について御説明いたします。

予算書の９ページをお開きください。 

 上から３行目、六次産業化支援事業補助

１,２００万円ですが、これにつきましては、先ほ

ど申した詳細につきましては、山元専門職の方で

御説明いたします。 

 次の欄、農業近代化資金利子補給は、融資を受

けた資金の返済の完了する日まで、市が１％を上

限に助成するものであります。 

 以上で説明を終わります。御審査方よろしくお

願いいたします。 

○専門職（山元義一）私のほうから、六次産業

化支援事業補助金の概要について説明させていた

だきます。 

 企画経済委員会資料の農林水産部の１ページを

お開きください。題名は、六次産業化支援事業補

助金の概要についてとなっております。よろしい

でしょうか。 

 交付の要件、補助対象経費、補助率及び補助の

上限額の順に説明させていただきます。 

 初めに、１、交付の要件です。ここでは、人の

要件と事業の要件を記載してございます。 

 （１）補助事業者等の要件として、①で六次産

業化実施計画（計画期間５年以下）の承認（条例

第４条第２項）を受けた者であること。ここでい

う条例とは、昨年７月制定いたしました薩摩川内

市農林漁業の六次産業化の促進に関する条例のこ

とをいいます。また、六次産業化実施計画とは、

この条例の第４条の第２項に基づき、補助の交付

を受ける前提条件となる５カ年以下の計画のこと

をいいます。 

 ②六次産業化実施計画の申請の要件を満たす者

であること。詳細は四角囲みのところになります。

星印、六次産業化実施計画の承認申請者の要件と

して、まず、アで、市内在住の農林漁業者（直近

の農林漁業収入がおおむね５０万円以上の個人）

としています。ここの５０万円以上といたしまし

た根拠といたしましては、農林業センサスにおけ

る販売農家の定義が、「経営耕地面積が３０アール

以上又は農産物販売金額が５０万円以上の農家を

いう。」とあることから、これを準用したところで

ございます。 

 次に、イ、農林漁業者によって組織された法人

組織として、ＪＡ北さつま、北薩森林組合、川内

市漁協、甑島漁協または川内市内水面漁協としま

した。 

 次に、ウでは、イ以外の団体としまして、括弧

書きになりますが、農林漁業者が主な構成員等で
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ある団体・法人、市内の農業生産法人、農事組合

法人、農林漁業が主業務で３名以上の市民を正規

雇用している事業所など。さらにその下に注釈と

しまして、ただし、地区コミュニティ協議会及び

その下部団体、暴力団、政治団体、宗教団体等を

除くといたしました。 

 今説明いたしました星印のア、イ、ウの区分は

後ほど補助率及び限度額のところでも出てまいり

ます。 

 最後に、③で市税の滞納がない者といたしまし

た。 

 次に、事業の要件を説明いたします。 

 （２）補助事業等の要件として、①で承認を受

けた六次産業化実施計画に基づいて実施される事

業であること。②で加工施設の整備を行う場合は、

当該加工施設にかかわる加工品がみずからの生産

物を主たる原材料とする事業であること。③で関

係法令の規定に違反していない事業であること。

例えば施設整備をする場合は、都市計画法とか建

築基準法等が関係法令というふうに考えていると

ころです。 

 次に、２、補助対象経費になります。大きく二

つに分けてあります。 

 （１）として、補助事業者等を直接実施するた

めに必要となる経費であって、次に掲げるものと

します。括弧書きでただし書きとしまして、ラン

ニングコスト、ここに書いてありますように、括

弧書きで人件費、原材料費、光熱水費等や、他の

市の単独の事業、括弧書きで、農政課が行ってい

る山地農業後継者支援事業、就業（第１次産業）

定着支援事業などです、の補助対象となるものを

除くといたします。 

 次に、表の部分になります。経費の区分を三つ

に分けております。 

 まず、補助対象経費の区分、①としまして、調

査研究開発費です。アで、研修等の実施に要する

経費です。例えば商品開発の研修会への出会への

ための旅費、負担金等が該当します。 

 イでは、生産物の加工または生産物、もしくは

加工品の販売の新たな展開に向けて必要となる調

査研究（マーケティング調査など）の実施に要す

る経費。例えば専門業者へのそういうマーケティ

ングの調査委託料等も該当します。 

 ウで、試作品の製作に要する経費。例えば、そ

ういう試作をつくる場所の会場使用料とか、そう

いう機械の借り上げ料等になります。 

 次に、補助対象②として、販路開拓費です。ア

で、展示会等への参加に要する経費。例えば旅費

とか負担金です。 

 イでは、生産物または加工品についての新たな

販売の方法の導入または販売の方式の改善に要す

る経費。パッケージデザイン作成費であるとか、

ホームページ開設費などです。 

 ウとしまして、ア及びイのほか、広告宣伝費そ

の他の生産物または加工品の新たな販路の開拓に

要する経費としました。 

 続きまして、２ページをごらんください。③で

機械等購入費です。アで、生産物の加工または生

産物もしくは加工品の販売の用に供する機械等

（車両を除く）の購入に要する経費。例えば、具

体的には製麺機であるとか、コロッケ製造機であ

るとか、みそ製造機であるとか、いろいろそのよ

うな機械になります。 

 イとしまして、アの機械等に附帯して必要とな

る機械等（車両を除く）の購入に要する経費です。 

 次に、④で施設整備費です。アで、生産物の加

工施設または生産物もしくは加工品の販売施設

（無人販売所を除く）の新設・改築または購入に

要する経費。括弧書きとしまして、ただし用地取

得費を除く。 

 イで、アの施設に附帯して必要となる施設の新

設・改築または購入に要する経費、括弧書きで、

ただし、用地取得費を除くです。 

 次に、⑤で事業推進費です。アで、許認可等

（市の許認可等を除く）の取得に要する経費。例

えば、加工品を製造販売するときに必要となる食

品営業許可などが該当します。 

 イで、加工品にかかわる工業所有権の取得に要

する経費。例えば特許権、商標権などです。 

 ウで、経営指導等の受け入れに要する経費その

他専門家への相談に要する経費です。 

 最後に⑥で、その他経費として、上記のほか、

市長が特に必要と認めるものとします。 

 続きまして、（２）で、今説明しました（１）の

ほか、補助事業等の実施にかかわる委託料、括弧

書きで、加工や販売自体を委託する場合であって、

市長が必要と認めるものについても補助対象経費

とすることができることとします。 
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 次に、大きな３番です。補助率及び補助の上限

額です。 

 初めに、（１）で補助率について説明いたします。 

 大きく二つに分けてあります。①で補助対象経

費が④の施設整備費に該当する場合。まず、個人

（星のア）、この星のアというのは、先ほどの

１ページのこの表の枠外に書いてありますが、

１ページの１の（１）の六次産業化実施計画の承

認申請者の要件のことをいいます。ですので、こ

こでは市内在住の農林漁業者、括弧書きで直近の

農林漁業収入がおおむね５０万円以上の個人とな

ります。この場合の補助率は４分の３以内です。 

 次に、ＪＡなど（星のイ）、任意団体、農業法人

など（星のウ）の場合は、３分の２以内です。 

 個人の方へは自己資金のことも考えまして、補

助率を高く設定してございます。 

 ②で、費用の区分が施設整備費以外に該当する

場合、（１）のうち①の調査研究開発費、②の販路

開拓費、③の機械等購入費、⑤の事業推進費、⑥

のその他経費、及び（２）、先ほど説明しました

１番目の（２）の委託料に該当する場合、この二

つに分けてございます。 

 下の表をごらんください。個人、ＪＡなど、任

意団体、農業法人などを同じ条件で分けておりま

す。直営経費と委託料です。直営経費は、補助対

象経費で説明しました（１）から④の施設整備費

を除いた①、②、③、⑤、⑥の経費が対象となり

ます。 

 次に、委託料では、補助対象経費の（２）で説

明しました（１）ほか補助事業等の実施にかかわ

る委託料（加工や販売自体を委託する場合）とい

たしますが、条件をつけてございます。その条件

が枠外の星印のところに書いてでございます。な

お書きからです。なお、委託料の場合は、六次産

業化実施計画の計画期間における総事業費のうち

に委託料の合計額の占める割合が２分の１未満で

あることが必要という条件をつけております。 

 それでは、順に補助率を説明します。個人（星

ア）の場合は、直営経費が４分の３以内、委託料

の場合は２分の１以内です。 

 ＪＡなど（星イ）の場合は、直営経費は３分の

２以内、委託料は３分の１以内です。 

 任意団体、農業法人など（星ウ）の場合は、直

営経費が３分の２以内、委託料は３分の１以内で

す。 

 以上、説明しましたように、直営経費は、先ほ

ど説明した④の施設整備費と同じ補助率となって

おります。また、委託料についても、個人の方へ

は自己資金のことを考慮して補助率を高く設定し

てございます。 

 次に、３ページをごらんください。ここで

（２）としまして、補助の上限額について説明い

たします。 

 ここについても、補助率と同じ条件で大きく二

つに分けてあります。 

 ①が補助対象経費が④施設整備費に該当する場

合です。このとき個人（星ア）の場合は年

３,０００万円です。ＪＡなど（星イ）の場合は、

年７,０００万円、任意団体、農業法人（星ウ）の

場合は、年５,０００万円です。 

 ただし、表の下の星印のところですが、上記の

上限額は単年度の上限額であり、かつ六次産業化

実施計画の計画期間全体－最大５カ年になりま

すけど、それを通じた補助の上限額でもあります。 

 ②としまして、経費の区分が④施設整備費以外

に該当する場合、先ほどと一緒です。①、②、③、

⑤、⑥のときと委託料の場合の補助額について説

明します。 

 これは全て年３００万円としております。この

ことから、六次産業化実施計画の計画期間が最大

５カ年間の場合は、３００万円掛ける５年間とい

うことで、１,５００万円が補助可能ということに

なります。 

 ここで、先ほど課長が説明いたしました予算調

書の１１０ページにあります、六次産業化支援事

業補助金５,３００万円の積算について説明いたし

ます。 

 ５,３００万円は、この３ページの上のほうの

（２）補助の上限額の上の表になります。④施設

整備費においての任意団体、農業法人など星ウの

事業主体の場合の補助の限度額５,０００万円と、

下の表の④施設整備費以外の単年度の補助の限度

額３００万円を足しまして、合計しまして

５,３００万円を予算計上したところでございます。 

 また、予算書９ページの債務負担行為の六次産

業化支援事業補助１,２００万円につきましては、

六次産業化実施計画が最大５カ年間の計画となる

ことから、平成２６年度計画が最大５年間で承認
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された場合、平成２７年度から平成３０年度まで

の４年間分が、その分を債務負担行為する必要が

あると考えまして、３００万円、施設整備費以外

のほうの３００万円の４年間分ということで、

１,２００万円を債務負担行為に計上したところで

ございます。 

 最後に、４、国の認定を受けた者に対する補助

の上乗せについてでございます。 

 このことは、条例の第８条に記載した内容とな

ります。六次産業化法に基づく総合化事業計画の

認定を受けた者から、当該総合化事業計画の提出

があった場合には、これを条例に基づく承認を受

けた六次産業化実施計画とみなして、総事業費か

ら国庫補助金等を引いた額（自己負担分）につい

て、六次産業化支援事業補助金の補助対象とする

ことができることとするとしたところでございま

す。 

 以上、六次産業化支援事業補助金の概要につい

て説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）農政課と６次産業という

ことで、二つの予算説明がありました。 

 これより質疑を求めたいと思います。御質疑願

います。 

○委員（谷津由尚）３点質問します。 

 まず、この予算概要の７４ページの一番下、六

次産業化推進事業、これは人材育成とか研修会、

シンポジウム等の実施するためのものなんですが、

この業務委託とあって、どこに委託されるのか、

これが１点目です。 

 ２点目です。次のページ、７６ページの中段、

鳥獣被害対策実践事業の丸の三つ目、推進事業と

いうところで、調査研究等の補助とあるんです。

これは具体的にどういうことに対しての補助をな

さるのか。補助対象となるのか、これが２点目で

す。 

 ３点目です。六次産業化支援事業補助金、今詳

しく御説明いただいたんですが、この補助事業者

等の要件について、地区コミを省くとあるんです

ね。ということは、コミュニティビジネスは、こ

れは入らないのかということになるんですか。以

上３点です。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）私のほうから、

六次産業化支援事業補助金の補助事業者等の要件、

最後の三つ目の御質問をちょっと御説明をさせて

いただきます。 

 推進事業のほうは後ほど専門職が答弁をいたし

ます。 

 こちらはコミュニティ課のほうでもう既に出て

きていたかもしれませんけれども、来年度予算か

らコミュニティビジネスの補助金が出てきたかと

思います。コミュニティビジネス補助金との簡単

に言いますと調整をした結果でございます。 

 いろいろ予算を作成するに当たりまして、コミ

ュニティ課のコミュニティビジネス補助金、こち

らの、いわゆるコミュニティビジネスというのは

何ぞやという話をしたときに、コミュニティ課の

ほうの考え方といたしましては、基本的にいわゆ

る６次産業的な部分が基本的に中心になるではな

いかという考え方でございました。 

 そういたしますというと、私どもの六次産業化

支援事業補助金と補助対象者の部分について、ち

ょっと非常に重複をするということで、この整理

をした結果、いわゆるコミ協及びその下部組織が

行うコミュニティビジネスとしての６次産業化の

取り組みについては、コミュニティビジネス補助

金のほうで補助対象をするというふうに予算の編

成の過程の中で調整をいたしましたので、ここで

地区コミ協及びその下部団体を除いております。 

 以上でございます。 

○専門職（山元義一）私のほうからは、委託業

者のことについて説明いたします。 

 この事業につきましては、農林漁業者の方が

６次産業化のことについて勉強していただくため

の基礎知識の勉強会であるとか、シンポジウムの

開催であるとか、相談会であるとか、そのような

ことを考えておりまして、そこにはそういう専門

的な講師の方を呼んで勉強していただくことにな

ります。 

 そういう専門の講師の方々を知っていらっしゃ

るそういう業者の方に委託して、この事業を行い

たいというふうに考えているところでございます。 

 以上で終わります。 

○農政課長（上戸健次）先ほどの推進事業の内

容につきましては、北野グループ長のほうで説明

いたします。 

○農業振興グループ長（北野修身）この推進

事業につきましては、被害防止研修、調査研究等

の補助ということで、これにつきましては市のほ
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うから薩摩川内市鳥獣被害防止対策協議会のほう

に補助という形で流す補助金でございまして、内

容としましては、書いてございますとおり、鳥獣

被害防止推進大会の開催や、あるいは被害調査の

実施、それとあと緩衝帯の設置等に伴う事業補助

となっております。 

 以上でございます。 

○委員（谷津由尚）まず、六次産業化支援事業

補助金についてですけど、今の対策監がお答えに

なられたんですが、という解釈であれば、むしろ

市民から見たらこの６次産業で一くくりにしてし

まったほうがわかりやすいんではないかと、コミ

ュニティビジネス、難しいんです。コミュニティ

ビジネスでも６次産業にならないところもあると

思います。しかし、現時点では大概が６次産業と

いうくくりの中には入るんではないかと思ってい

まして、市民から見た場合に６次産業でくくって

しまったほうがわかりやすいかなという部分があ

ります－等々思っています。 

 もし何かコメントがおありになれば、この後ま

たお願いします。 

 それと、六次産業化推進事業については、今、

講師を知ってる業者に委託するということなんで

すが、済いません、もうちょっとわかりやすく教

えてください。 

 それと最後、鳥獣被害対策実践事業の調査研究

の補助については、実は先日の一般質問の中で宮

里委員がおっしゃった－ブルーライトっていう

ことをおっしゃったんですが、もしこれについて

何らかの調査がされて、今そちらのほうにデータ

があればお示しいただきたいのと、そういうのも

これに入るのかと、対象になるのかと、この２点

です。以上です。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）私のほうから

６次産業化関係の２点について御説明をさせてい

ただきます。 

 まず、１点目、補助金の関係です。 

 副委員長御指摘は、非常に私としてもちょっと

個人的な考えも正直入りますけど、ごもっともだ

と思います。６次産業化でくくったときに、なぜ

そこだけ外すのかということについては、庁内で

もいろいろ議論をしました。 

 ただ一つ、大きくコミュニティ協議会のコミュ

ニティビジネス補助金のほうに対象にするという

ふうに譲った理由は、実は我々、コミュニティ協

議会だけではなくって、個人、あるいは法人、い

わゆる事業者に対する補助も含めて６次産業化と

して捉まえます。 

 コミュニティ協議会だけ、補助率を高くすると

いうような、そういう扱いがちょっとできづらい、

一応個人と法人とＪＡとで分けましたけど、それ

以上のくくりは非常に厳しいというのが実際に、

自分らとしては制度設計する側としてありました。 

 そのときに、実はコミュニティ課のほうで考え

てたコミ協のビジネス補助金なんですけど、たし

か、済いません、手元に資料がなくて恐縮なんで

すが、最高で補助率９割だったと思います。コミ

協の実態を考えたときに、９割の補助のほうがコ

ミ協サイドからすると、６次産業化の取り組み、

結局取り組みやすくなるのではないかというのが、

企画政策部コミュニティ課サイドの考え方でござ

いまして、私どもとしてもそこはそうなのかなと

いうふうに思いました。コミ協だけ我々９割にす

るというのはちょっと非常に厳しかったものです

から、制度設計上。なので、今回につきましては、

こういう整理の仕方をしたということです。 

 それから、もう１点、専門職のほうが先ほど答

弁をいたしました、推進事業の委託業者ですが、

講師が知ってる業者というふうに言いましたけど、

例えば、いろいろな取り組み、こちらの事業概要

にございますとおり、こういうようなシンポジウ

ムですとか、研修会、勉強会とかいうふうにいろ

いろな取り組みしたいと思ってます。 

 こないだ、２月１日の樋脇保健センターでの研

修会しましたけど、ああいうところに、特に市外

からの、我々、これから六次産業化の取り組み、

これからなんで、なかなか市内でああいうノウハ

ウを持ってらっしゃる方というのを呼ぶのを探す

のが非常にちょっと難しいのが、今のところは実

態です。 

 その前提で考えたときに、例えば、九州管内で

は熊本ですとか、あるいは全国でいうと長野です

とか、あるいは京都ですとか。いろいろございま

すけれども、そういうところで、実際に第三者的

な立場で６次産業化の取り組み、農業者なり、あ

るいは商工業者をつなぐ人たちですとか、あるい

は、これから６次産業化を、市長が０、１、２と

いうふうに答弁をいたしましたけど、本会議で。



－43－ 

ああいうような方々の、スタートされるような

方々の背中をうまく押してあげられるような方々、

そういうようなノウハウを持った方々が市外にい

っぱいいらっしゃいます。 

 そういう部分を、私どもとして、人材データ

ベース的な部分はまだ不十分でございますので、

そういうような、いわゆる、こういったシンポジ

ウム、勉強会、研修会、こういうような部分を、

事務局的な部分も含めて、コーディネートできる

ような、そういうような、簡単に言うとコンサル

みたいな業者に、来年度はちょっと、ことしの

２月１日も実際はそうだったんですけど、こうい

う部分を助力をいただきながらやりたいなという

意味での委託業者でございます。 

 ちょっと補足をさせていただきます。以上です。 

○農政課長（上戸健次）先ほど御質問のありま

したブルーライトの関係なんですけれども、現在、

うちのほうでは調査というか、そこまでは至って

おりません。 

 それと、今まで市の単独事業で行っております、

電気柵とか、防護柵についての補助は行っており

ますけれども、今まで農家の皆さんから要望があ

った場合は、ブルーライトのほうは、現在１件も

ないところであります。 

○農林水産部長（高橋三丸）有害鳥獣被害対策

防護について補足説明をさせていただきます。 

 各農業新聞等に、今までの捕獲に対する事例等

がかなり掲載されておりまして、その中でも光に

よる防護、これも一つの方法として事例が出てお

りますが、におい、音、あと光等を活用して、イ

ノシシ、鹿等の被害を防護するという形であるん

ですが、イノシシ、鹿におきまして、特にイノシ

シは神経質で臆病、人里に近づかないっていう習

性がございます。ただし、１回そこに住みつくと、

そこが自分たちのテリトリーと、そこに逆に、自

分たちのテリトリーに入ってくるものに対して出

て行けという凶暴性が出るという性格を持ってる

という動物ということが記載してありますが、何

であるかといいますと、そこにおいしい物がある

という、学習してしまうんです。すると、そこが

我々のすみかにしようという形で、そこににおい

のあるものが急に来ると、最初、神経質ですので

近づかない、でもそれが期間がたつとなれてしま

う。今度は、音にも、最初はびくつくけど、余り

見て音がないと、音になれてくるともう怖がらな

いというか、そういう学習能力も強い動物という

ことです。 

 非常にいろいろな対策があるんですけど、ブ

ルーライトにつきまして、今後また事例等も研究

しながら、一番最大の防護を尽くしたいと思うん

ですけど、今のところ、それを持っていきますと、

防護柵、電気の網、あるいは捕獲という方法が。

あと一番肝要は、かなりの網を現在張ってますが、

その網の後の管理、要するに、網に草が絡めたり、

入っていった跡があると、そこら辺を管理、定期

的に地元の方たちでそこを仲介することによって、

人がそこにいるということでなかなかイノシシ、

鹿とも、人がおったら入れないなという、そこの

形で、我々の制度もですけど、地域の人たちがま

ず管理をして守るという形の中で、対策を講じる

のが、一番、やっぱし有害鳥獣被害を最小限に食

い止める一番の方策というのが出ておりますので、

そこについては御理解いただきたいとこです。 

○委員（谷津由尚）特に最後の件なんですけど、

確かに習性はいろいろあると思います。いずれに

しても、今の、鹿にすればネット、イノシシは電

柵が一番効果があるんですけど、非常に管理が大

変、設置するにも費用がかかる、人手も要るとい

うことで、やっぱり今はあれで、この方法でしか

ないんでしょうけども、もっと経費が安くて、も

っと簡単で効果があるやつっていうのは、やっぱ

り継続的に、これは調査、開発すべきだろうと思

ってまして。それは、自分たちでできないんだっ

たら、どっかに調査委託するとか、研究をお願い

するとか、そういう方法でもあると思うんです。 

 ですから、そういうための経費としては、この

調査研究等の補助というのは有効であろうと思い

ますので、ぜひそういう方向で有効的に活用いた

だきたいと思います。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）要望であります。 

 ほかでございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の質疑を認めます。ございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 ここで、本案の審査を一時中止をいたします。 
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────────────── 

△陳情第１号 ＴＰＰ（環太平洋連携協

定）交渉に関する意見書の提出を求める陳

情 

○委員長（佃 昌樹）次に、陳情第１号ＴＰＰ

（環太平洋連携協定）交渉に関する意見書の提出

を求める陳情を議題とします。 

 まず、陳情文書表を書記に朗読させます。（朗読

内容は省略、巻末に陳情文書表を添付） 

 次に、本陳情について、当局から何か補足説明

がありましたらお願いをいたします。 

○農政課長（上戸健次）こちらは特にございま

せん。 

○委員長（佃 昌樹）これより質疑に入ります。

御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 それでは、本陳情の取り扱いについて、本委員

会で採決するか、あるいは継続審査とするかお諮

りをいたします。どちらで。どちらかを決めてい

ただかなければなりませんが。 

○委員（谷津由尚）採決をお願いします。 

○委員長（佃 昌樹）採決の声がありましたが。 

 それでは、これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。本陳情の趣旨を了と

して採択すべきものと認めることに御異議ありま

せんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議なしと認めます。

よって、本陳情はその趣旨を了とし、採択すべき

ものと認めることに決定いたしました。 

 なお、意見書の提出については、後ほど協議を

いたしますので御了承願います。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局に説明を求めます。 

○農政課長（上戸健次）それでは、所管事務調

査の報告をいたします。 

 企画経済委員会資料の４ページをお開きくださ

い。 

 第２次薩摩川内市農業・農村振興基本計画案の

概要について説明をさせていただきます。 

 まず初めに、計画策定の目的ですけれども、若

干読ませていただきます。 

 本市では、農業の持続的な振興と活性化という

基本方針を踏まえ、農家の経営安定と所得向上を

図るため、平成２０年３月、平成２４年度を目標

とした、第１次薩摩川内市農業振興基本計画を策

定いたしました。この基本計画に基づきまして、

認定農業者や集落営農組織の育成、耕作放棄地の

解消、有害鳥獣被害防止対策等に取り組んでまい

りました。この後継計画として、平成２６年度か

ら平成３０年度の５カ年を計画期間とする、第

２次薩摩川内市農業・農村振興基本計画を策定い

たします。 

 第２次計画では、国の新たな食料・農業・農村

基本計画等の内容を踏まえながら、薩摩川内市の

特性を生かした農畜産業の方向性を明確にし、計

画的かつ効果的な投資と、農業、畜産業における

生産者、関係団体等が一体となった施策を構築し

ていきます。 

 次に、将来像のところですけれども、農業者の

これからの経営改善きっかけとなる六次産業化へ

の取り組みを初め、本市農畜産業を支える経営改

善意欲の高い、多様な担い手と次世代の育成を図

るため、安全・安心な農畜産物の生産性の向上と

販売の取り組みを強化し、生産を支える農業基盤

の整備に努め、農業者と関係機関が一体となって、

新たな付加価値を生み出す魅力ある農業・農村の

実現、農畜産業が元気なまちをつくることを目指

し、新たな付加価値を生み出す魅力ある農業・農

村の実現ということを将来像に掲げたところであ

ります。 

 続きまして、５ページをお願いいたします。 

 ここに、２のほうで基本方針、基本施策という

ことを挙げてあります。 

 基本方針では５項目を挙げております。 

 まず、（１）ですけれども、農業に意欲的に取り

組む経営感覚にすぐれた担い手づくりといたしま

した。基本施策の①では、経営改善意欲のある農

業者の育成確保に努めるとし、右の施策の内容で

は、認定農業者に対し、農業改善計画の早期達成

に向けた支援、また、担い手の中から認定農業者
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を目指す農家に対し、実現に向けた支援の実施を

することといたしております。 

 基本施策の②では、新規就農者の育成、確保に

努めるとし、施策の内容におきましては、就業希

望者に対する情報提供や農業公社等で学べる研修

体制の活用、また、就農後の経営基盤等の支援を

するということとしております。 

 基本施策の③では、集落営農の取り組みを推進

するとし、内容では、経理等の一元化による経営

の安定を目的に、集落営農組織の取り組みの支援

をするとしております。 

 ④では、農業法人の育成、支援に努めるとし、

施策の内容では、農業委員会との連携による農業

法人の育成、確保に努めるとしております。 

 ⑤では、女性農業者の活動を支援するとし、施

策の内容は、家族の話し合いを基本とした家族協

定の締結及び各種会合等への参加を促し、女性の

活動を推進するとしております。 

 それから、基本方針の（２）では、地域特性を

生かした地域住民が誇れる産地・ものづくりとい

たしました。 

 基本施策として、五つ立てております。①では、

薩摩川内市重点品目の産地づくりを支援するとし、

施策の内容は、おおむね１億円以上の販売実績の

ある７品目を重点品目に位置づけ、産地づくりを

支援するとしております。 

 ②では、地域性を生かした農畜産物の生産振興

を行うとし、内容は、耕種部門については、本土

地域１０品目、甑地域４品目の奨励品目に位置づ

け、生産振興を実施し、畜産部門については、経

営規模に応じた畜産農家を育成しながら産地の維

持、拡大を図るとしております。 

○委員長（佃 昌樹）ちょっと課長。ずっとこ

うやっていくと相当時間がかかるんだけれども。

ちょっと、はしょった説明をしていただきたいと

思いますが。どうぞ、続けてください。 

○農政課長（上戸健次）はい。 

 基本施策のところを説明させていただきます。 

 （２）の先ほど言いました、基本方針の基本施

策につきましては、そこに、先ほど言いました五

つ上げてありまして、①では、薩摩川内市重点品

目の産地づくり支援、あるいは地域性を生かした

農畜産物の生産、振興を行う。また、消費拡大を

図るための販路拡大、販売促進を行う。また、鹿

児島ブランド産地の取り組みを推進する。それか

ら、耕畜連携を生かした積極的な取り組みを支援

するという、五つの基本施策を上げております。 

 それから、（３）におきましては、農業者が主役

の六次産業化のまちづくりということで、①で、

六次産業化の基礎となる農業経営のための新たな

展開の促進と地域資源の見直しを行うこととし、

ここでは、先ほど言いました六次産業化というこ

とをうたってあります。五つほど施策を上げてあ

ります。 

 それから、（４）につきましては、安心して生産

できる、魅力ある農村環境づくりということで、

ここでは、生産基盤、環境基盤ということで大き

く上げてあります。①で、人・農地プランの作成

支援等により、耕作放棄地の発生防止、それから

農業振興地域の保全、担い手の農地集積を図ると

いうことで、これは、今後、中間管理機構等の関

係も出てきますが、そういった農地集積等をして

あります。それと、環境づくりにつきましては、

有害鳥獣に強い農村環境づくりに取り組む等とし

ており、それから、５番目におきましては、土地

改良施設、揚水・湛水防除施設及びダムやため池

の適切な維持管理に努める等としております。 

 それから、（５）につきましては、食育、地産地

消と食の安全・安心づくりということで、食の安

全・安心ということで挙げてありまして、①では、

食の大切さを伝える食育活動を推進するとしてお

ります。それと、④では、トレーサビリティ制度

への取り組みの促進、それから、⑥では、適正な

農薬管理、使用の指導に努めるということと、⑦

では、農薬の飛散防止対策を図る等で、基本施策

として八つほど掲げてあります。 

 以上が、薩摩川内市農業・農村基本計画案の概

要であります。 

 以上で説明を終わります。 

○専門職（山元義一）引き続きまして、薩摩川

内市六次産業化基本計画について説明いたします。 

 同じく７ページをお開きください。表題の下の

部分ですが、本市からの書き出しのところをごら

んください。 

 ここでは、本計画の策定の目的、計画期間を記

載してございます。 

 本市では、市の重要な産業である農林水産漁業

の振興を図るため条例を制定し、その条例に基づ
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き、農林漁業の６次産業化の促進に関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図ることを目的として

本計画を策定したこと、また、本計画の策定期間

が、先ほど説明しました農業・農村振興基本計画

と同じく、平成２６年度から平成３０年度までの

５カ年間としたことを記載してございます。 

 次に、基本理念を掲げてございます。基本理念

は、農林漁業者が主役の６次産業化の推進といた

しました。どういうことかといいますと、ここの

ことが下の丸の四つに記載してございます。 

 一つ目の丸では、条例制定の狙いが、農林漁業

者それぞれがみずからの経営の長所、短所を見直

し、改善するきっかけとして６次産業化を位置づ

けたこと、それを行政としても、農林漁業者の取

り組みを支援していきたいということを書いてご

ざいます。 

 二つ目の丸では、やはり６次産業化といいまし

ても、基本、基礎となるのは、１次産業であると

いうことから、その基礎が揺らげば、６次産業化

も成功しないということで、そこの部分からも、

農林漁業者が６次産業化の主役になる必要がある

ということとしてございます。 

 三つ目の丸では、具体的に６次産業化を取り組

む道筋として、個々の経営ごとに異なることから、

それぞれさまざまなリスクが発生することから、

農林魚漁業者それぞれの経営判断が求められると

いうことを書いてございます。 

 四つ目では、個々の農林漁業者の取り組みが実

を結ぶために、それぞれがみずからつくる生産物

を十分把握した上で、あらかじめその販路や売り

先を明確に設定した戦略を構築することや、農林

漁業者みずからの創意工夫による、そういう付加

価値を生み出す商品づくり等についても、行政が

連携して支援していくということを書いてござい

ます。 

 次は、８ページをごらんください。 

 ８ページでは、まず、この表の組み立てについ

て説明いたしますと、一番左の列が基本方針につ

いて書いてございます。先ほどいたしました基本

理念「農林漁業者が主役」に照らしまして、課題

を整理しまして、その課題に対応する形で基本方

針を五つ定めてございます。それで、次の列が基

本施策です。基本方針にぶら下がる形で１６基本

施策を設定してございます。その次の列がそれぞ

れの施策の内容を記載してございます。その次の

列が実施する事業を記載し、最後の列には事業の

実施時期を記載してございます。 

 表の上のほうにもありますように、実施時期に

つきましては、前期を平成２６、２７年度の２年

間、後期を平成２８から平成３０年度の３カ年と

いうふうに設定いたしまして、黒丸がついた時期

に重点的に実施するという計画を立てているとこ

ろでございます。ですので、空白のところは全く

実施しないということではなくて、黒丸のところ

に重点的に実施するというふうに御理解いただき

たいと思います。 

 それでは、基本方針ごとに順次説明させていた

だきたいと思います。 

 まず、基本方針の１号、６次産業化の基礎とな

る１次産業を振興するといたしました。これはや

はり、先ほども話しましたように、６次産業化と

いいましても１次産業の部分が大事であるという

ふうに考えまして、この中に基本施策を二つ立て

て推進するようにしております。１の１次産業の

振興では、これまでも行っていましたけれども、

経営拡大や生産物の品質の向上のバックアップを

すること、基本施策２の地域資源の見直し、掘り

起こしでは、一歩引いて見る機会をつくったり、

また眠っている資源を掘り起こしたりして、その

活用策を検討したいというふうに考えております。 

 基本方針の大きな２番、６次産業化の担い手を

育成する、ここの部分を平成２６年から平成

２７年度、２カ年間、重点的に実施していきたい

というふうに考えているところでございます。基

本施策の３から６番まで立ててございます。最初

の施策３では６次産業化を学ぶ仕組みづくりを行

うこと、基本施策４では組織化による取り組みの

体制化ということで、市内の６次産業化を牽引し

ていくようなリーダーを、市内の農林漁業者の中

から育成を図っていきたいというふうに考えてい

るところでございます。 

 次に、基本施策の５としまして、外部アドバイ

ザーの活用による専門性の補完性については、や

はりそういう専門家の方々を呼びまして相談会を

開いたりとか、個別指導をつくる機会を設ける等

の支援をしていきたいというふうに考えています。 

 ６では、業者間のネットワークの構築及び異業

種とのマッチング提供ということで、６次産業化
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を取り組むに当たっては、やはり異業種の方との

連携交流を推進することも必要であろうと考えま

して、市内の農林漁業者をつなぐ機会や連携の仕

組みづくりを行っていきたいというふうに考えて

おります。 

 次に、大きな基本方針の３、消費者ニーズに対

応した商品開発を進めるでは、やはり商品開発と

次の販路開拓というのは、お互いに密接な関連が

あると思いますが、商品開発については、どうい

うところにどうやって売っていくのかということ

を考えて行う必要があろうかと思っております。 

 そこで、この中に三つの基本施策を立てている

ところです。この三つの基本施策の中には、やは

り売れるものづくりにはしっかりした消費者ニー

ズの把握をする必要があるということで、商品開

発のために必要な消費者ニーズの明確化を支援し

たりとか、消費者のニーズを十分に反映した商品

開発を支援したりすること等を施策として行って

いきたいと思っております。 

 続きまして、基本方針４は、商品一つ一つの付

加価値を高めるためのＰＲや販路拡大を行うとし

ました。意見交換会やアンケート調査、視察、研

修の中でも、６次産業化を進める上で販路開拓が

大きな課題に挙げられております。このことから、

販路開拓を重視していきたいというふうに考えて

おります。 

 ここには四つの基本施策を立てております。基

本施策１０では、商品に応じた販路の開拓支援と

いうことで、既存の直売所のネットワーク化や農

林漁業者の顔が見える取り組み等を行うほか、市

内の飲食店や薩摩川内市観光物産協会との共同に

よる料理メニューの開発など、地産地消の拡大を

促進し、商品の販路としての位置づけを強化した

いということ。施策方針１１では、シティセール

スと連動した戦略的情報発信の推進では、市のシ

ティセールスと連動して、市の魅力として一体的

にＰＲするほか、薩摩川内市観光物産協会と連携

した情報発信や取り組み展開を行うこと。基本施

策１２では、商品ブランド戦略の明確化として、

商品の付加価値を高めるためのブランド確立や知

的財産権の取得の支援を行うこと。基本施策

１３の市観光戦略と連動した取り組みの展開では、

観光農園等、食に関する体験ができる場の提供等

を、市の観光戦略の一つとして図っていきたいと

いうことを書いてございます。 

 最後に、基本方針５では、各段階に応じた支援

体制を整備するということで、こちらのほうも、

アンケート調査の結果にもありましたように、六

次産業化の各段階での課題で、資金の調達の不安

があるということで、それが取り組み上のハード

ルになっているということから、六次産業化への

進出を目指す意欲のある農林漁業者を地域全体で

支援する必要があるというふうに考えまして、三

つの基本施策を立ててございます。 

 まず一つ目の施策では、資金確保のための支援

制度ということで、これは、先ほど説明させてい

ただいた、新しい市の独自の支援制度、またこの

ほかにも、国・県の交付金の制度の支援も行うと

いうことを書いてございます。 

 基本施策１５では、関係機関が一体となった支

援体制ということで、本年度４月から６次産業化

の担当部署の設置等々をしまして、支援窓口の一

本化を図るということ、また最後に、基本施策

１６としまして、地域コミュニティぐるみでの

６次産業化の取り組みが進展するようなきっかけ

づくりを促進するということが書いてございます。 

 申しわけございません、あけていただいて、最

後９ページでございます。 

 こちらは、計画の推進体制を書いてございます。

下の図をごらんください。 

 基本理念で話しました、農林漁業者が主役とい

うことで、農林漁業者を中心に据えまして、６次

産業化に関係する関係機関を６次産業化ネット

ワークとしてつなぎまして、商工業関係機関と連

携しながら、６次産業化を推進するとともに、農

林漁業者の方が相談した際には、相談活用ができ

る支援体制を構築することとしております。 

 市におきましては、左下になりますが、六次産

業対策課を窓口として、その右側に市と関係機関

からなる協議会を設置し、農林漁業者の６次産業

化の取り組みを下支えしていきたいというふうに

考えております。 

 最後に、４、目標値の設定と期間の見直しにつ

いてでございます。本市の６次産業化の現状を踏

まえまして、本市の農林漁業の６次産業化、まさ

にこれからがスタートでございます。このことか

ら、６次産業化の着実な進展を図るため、成果を

具体的な目標値と掲げております。下の囲みの部
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分になります。 

 計画期間平成２６から平成３０年度内に、新た

に６次産業化に取り組んだ農林漁業者の数、

１０（団体を含む）といたしました。 

 目標値の１０の積算方法につきましては、今、

課として把握している数が６であることが前提と

なっておりますが、前期平成２６、２７年度は、

市として、これから６次産業化を進めていく上で、

先ほど話しましたように、人材育成、啓発が中心

となります。このため、前期２年間で三、四件程

度、残りの３年間で、その倍の六、七件を目指し

まして、後半伸びていくイメージで、三、四件プ

ラス六、七件の１０件としたところでございます。 

 また、計画の見直し等につきましては、二つ目

の丸になりますけれども、この目標値は、５カ年

間で均等に達成していくのではなく、年度ごとに

成果が大きく変動することも考えられるため、本

市における農林漁業の６次産業化の熟度を常に見

きわめつつ、必要に応じて本計画の抜本的な見直

しも視野に入れながら、状況の変化にできるだけ

速やかにかつ柔軟に対応していくというふうにし

ております。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいた

します。 

○委員長（佃 昌樹）５年間の薩摩川内市の農

業・農村振興計画、そして、今ありました薩摩川

内市の６次産業の基本計画、大変御苦労さまでご

ざいました。 

 なかなか、私どもとして、ぱっと説明を聞いて、

ぱっといろんな質問ができるというわけではござ

いませんので、５年間のうちどういうふうな経過

をたどるか、今後、注視をしてまいりたいという

ふうに思っております。 

 差し当たり、委員のほうから何か質問があった

ら受けていただきたいと思います。 

○委員（宮里兼実）今、委員長からも話があり

ましたけれども、基本計画、基本方針、基本施策、

いろいろすばらしい、ここにうたってありますけ

れども。薩摩川内市で、ここにも書いてあります

が、重点品目の位置づけ、産地づくりってありま

すけれども、私が感ずるところによりますと、何

か中途半端なような気がしてならないんですけれ

ども。本当に、薩摩川内市、この土地には、この

品目が一番適しているんだというような、ここに

品目もいろいろありますけど。いちご、ごぼう、

らっきょう、きんかん、ぶどうってあるんですけ

ど、何か中途半端じゃないですけ。そうは思わな

いですけ。 

 だから、私の友達もおったり、無人販売が３カ

所、陽成にもありますけれども、それこそ自分で

つくって、自分で値段をつけて販売してると、一

人の私の、どことは言いませんけれども、自分で

野菜をつくって、そしてタイヨー、スーパーと契

約をして、場所を借りるということで、手数料を

払って、自分で持っていって並べて、そして値段

もつけて、価格も自分でつけて、そして、ちょっ

とお客さんの様子を見て売れなかったら、ほかの

品物と比べて売れなかったら、ちょっとまた値段

を下げるとか、そういったことも、最近は、ちょ

っと倉庫を改造して加工品も、保健所の許可もと

って、加工もして販売してると。そういった、何

か中途半端って言えばいけませんけれども、何か

もう、自分一人でできるような、そういう経営の

やり方。何回も申しますけれども、ある人が、芋

の商売をする人が、川内でも何で買わんのと言う

たら、川内は猫の額ほどしかない土地にそんな大

量に仕入れはならんと。だから、大隅半島、薩摩

半島の芋を契約栽培をさせて、そして、それで商

売やってる人もおるんですけれども。 

 ですから、薩摩川内というのは、猫の額ほどし

かない土地に何を栽培したらいい、何がもうかる

けというようなことも聞きますので、もうちょっ

と何か、薩摩川内市にはこれが一番適しとる、例

えば、きんかんならきんかん、らっきょうも唐浜

があるんですから、そういったことで、何か、や

らかしとる、させてる。何かそういった感じにし

か、私は感じないんですけど。やはり、もうちょ

っとやるならやるで、やらせじゃなくして、本当

に真剣に薩摩川内市はこの産物で名前を売るんだ

というような意気込みが、私には見えないような

気がするんです。どうですか。 

○農林水産部長（高橋三丸）宮里委員御指摘の

とおり、確かに、今のこの時点で、薩摩川内市イ

コールこれという、全国に響き渡る農産物も、は

っきり言いまして、ない状況でございます。 

 そこにいくには、いろいろ大きな課題がたくさ

んございます。その中で、本市といたしましても、

園芸重点７品目、おおむね１億円以上の販売実績
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がある品物につきまして、きんかんを初め、販売

促進を図るための諸施策を展開しております。 

 まず、それを引き継ぎ、今回の第２次農業・農

村振興基本計画に掲載し、また奨励品目も加えな

がら、今後の目標に向かって大きな取り組みであ

ります、そのための六次産業化事業をもって、本

市のブランド、県のブランドはきんかんでござい

ますが、いろいろな重点で置いてます品目の確保、

それから販売拡大、地産地消等々を練り込んで、

本市の農産物の特産としての生産拡大、イコール

農業所得の向上、あるいは農業における雇用の増、

雇用の安定雇用、いろいろ図っていきたいと考え

て今回の計画を策定している次第でございます。

よろしくお願いします。 

○委員（宮里兼実）部長、頑張ってくださいよ。

終わります。 

○委員（谷津由尚）２点あります。 

 まず、農業・農村振興基本計画のところで、

５ページです。（５）の④トレーサビリティ制度の

取り組みを促進するってあるんですが、今、薩摩

川内市内の畜産の方で、－これ、生産と肥育含

みます。トレーサビリティをつけてないというの

があり得るんでしょうか、これが１点です。 

 ２点目です。６次産業の基本計画のところで、

いよいよ腰を落ち着けて６次産業を進めようとし

た場合に、生産者側で、ＪＡさんとの摩擦が予測

されると思います。そのときのことは十分お考え

になっておられると思うんですが、基本的な解決

策として、出荷規模なのか、生産者別に分けると

か、品目ごとに分けるとか、いろんな解決策をお

考えだと思うんですが、ちょっとそこをお聞きし

ます。 

 以上、２点です。 

○農政課長（上戸健次）法律で義務づけられて

おりますので、全農家、これに係る諸手続等につ

いては確実にやってるところでございます。また、

逆に漏れ等があった場合は、農家を指導するよう

にしているところでございまして、全農家、この

制度については熟知しながら実行しているという

ふうに理解しております。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）ＪＡとの摩擦

という言われ方をされましたけど、その仕分けの

仕方ということだと思います。おっしゃってるの

は恐らく共販事業と、例えば、ある一定の品目を

とったときに、これは共販事業にのせる、あるい

はこれを６次産業化にのせる、どういうふうに仕

分けをしていくのかという我々の考え方というこ

とだと思いますけど、基本的に、非常に簡単に言

うと、難しいです、仕分け方が。 

 規模、それから量、品質、いろいろやり方、確

かにあります。ありますが、それぞれの経営状況

によって、例えば、規模が小さくても、例えば高

齢化が進んでおって共販事業にのせたいとおっし

ゃられる方もいらっしゃるでしょうし、逆に、相

当程度のロットをもう既に生産できる方であって

も、簡単に言うと、自分で販路を開拓されたいと

いう方もいらっしゃるかもしれません。 

 何が言いたいかといいますと、どちらかという

と、我々としてどちらかに誘導すると、一定のメ

ルクマールを設けて誘導するということではなく

て、そこは各個別の農家さんたちあるいは農林漁

業者の方々と考えていきたいと思ってます。 

 そのときに、そういうのが積み重なってくると、

今、副委員長が御指摘のあったとおり、ＪＡの共

販事業と一部摩擦といっていいのかどうかわから

ないんですけど、調整が必要になってくることも

大いに考えられます。 

 そのときに、我々として、一つのやり方として

考えているのは、例えば個々の事業者が共販事業

からドロップアウトして６次産業化のほうに入っ

たというときに、それがだんだんある品目でふえ

てきたというようなときに、今度は農協が、それ

を全体的な受け皿となって、農協主体になって

６次産業化に取り組むということはできないのか

というような部分を、我々として提案を、農協さ

んと農家さんたちの間に入って、調整を提案をす

るようなことはできるのではないかなというふう

には思ってますけど、それは、あくまでも今後の

状況次第ですので、当然、この計画上にはのせら

れません。 

 ただ、私として考えているのは、そういうこと

も、将来的には、５年後あるいは１０年後とか、

６次産業化の熟度が高まってきたときに、そうい

うのはあるのかなと思っています。 

 当面は、やはり個々の経営者の方々が、やはり

労力的、資金的な部分で、やはり共販が、言い方

が悪いですけど、共販にのせるほうが楽だとおっ

しゃる農家さんもいると思います。そういう方々
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と、後継者も育ってきたと、共販の規格外の部分

を、やはりいけんかして、新しい販路にのせると

いうことで６次産業化に取り組みたいという部分

の農家さんもいるかもしれません。そのケース・

バイ・ケースに応じて仕分けるという、ちょっと

済みません、答弁になってないかもしれませんけ

ど。それが基本になるかなというふうに思います。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）六次産業化基本計画はクリ

アです。 

 ５ページのトレーサビリティですが、であれば、

これ逆に載せられないほうがいいんではないかと、

逆に心配になるんじゃないかと思うんですが、い

かがですか。 

○農政課長（上戸健次）確かに、うちのトレー

サビリティ法についての生産履歴については、先

ほど答弁しましたとおり、義務づけられておりま

すけども、さらにトレーサビリティ制度について

は、国のほうでも、今度は牛だけじゃなくて豚に

できないかとか、そういうことも検討されている

ようで、視野が広がるようですので、現状では、

牛ということで限定された生産履歴の取り組みに

なっておりますけども、そういう、より安心・安

全なものを提供するという観点から、そういう視

野が広がる可能性があるということで、ここには、

前回の計画に引き続き掲載させていただいている

ところです。 

○委員（川畑善照）大変すばらしいことだとは

思うんですけども、やはり企業誘致に、農産物の

加工所で何でも受けるよというところがあったら、

そういうところを誘致したほうが、我々は広域農

産物加工所に行ったことあるんですけれども、そ

ういうところを求めてらっしゃる農家も多いんじ

ゃないかと思うんです。 

 それと、やはり加工とか、あるいは販売となる

と、前も言いましたけれども、蓬莱館なんて、食

堂もすごいし、待ちが長いし、物は売れてるし、

回転がもうものすごいしてますよね。そういうの

が、結局、魚市場は商工振興課、漁協は水産課、

そういう形で分かれ、そして、野菜、青果市場は

やっぱり商業関係ですよね、それなんかはやはり

一つにまとめて、お魚センタープラス市の農産物

をするのをば、どっかに求めていくのが当たり前

だったでしょうと思ってます。 

 そして、やはり小さな節約、大きな損失になら

ないように、やはり育てていって、そして、そう

いう考え方を聞いて、一つつくっていったら、す

ごく早い段階で進展すると思います。それを私は

感じてます。 

 以上です。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）以前も似たよ

うな御指摘を何回かいただきまして、条例の提案

のとき、昨年の６月議会でも、私のほうからちょ

っと御説明したかどうか、定かではないんですけ

ど。条例の理念も、今回の基本計画の理念もなん

ですけど、農林漁業者が主役であるというのは、

ずっと一貫してきたつもりです。条例のとこの考

え方でも御説明をしました。 

 それから、今回、７ページのところに明らかに

明文化して、基本計画の本文にも、もちろんこの

趣旨のことが書いてございます。 

 御指摘のようなやり方ももちろんあると思いま

す。非常に有効な速攻性の高い手段だとは思いま

すが、私どもとしては、今回の６次産業化の位置

づけとしては、あくまでも農林漁業者の方々が真

に足腰が強くなっていただくために、みずからの

経営をちゃんと見直してほしいと、足元を見てほ

しいと、そのきっかけづくりとして６次産業化に

取り組みますので、その範疇の中におきましては、

やはり農林漁業者主役という部分を常に大事にし

てやりたいと思ってます。 

 その中で、例えば、今御指摘のあったとおり、

加工業者の誘致ですとか、それが例えば農業者の

方々からそういう声が非常に大きく上がってくる

というふうになれば、もちろんそういうのはしま

すけれども。それを、例えば役所が中心となって

するとか、あるいは江口蓬莱館は漁協がつくって

ますけれども、漁業が組合員の所得向上のために

つくるというのであれば、それは漁業者が主役だ

というのは言えるかもしれません。 

 ただ、役所が、そういう江口蓬莱館のような施

設をつくるというような部分について、条例でう

たった、農林漁業者が主役、あるいは今回基本計

画で位置づけた農林漁業者が主役と、この基本理

念に合致するかとどうかというのは、私は反する

部分もあるかと思います。 

 私は、あくまでも、主役が農林漁業者だという

理念を中心にして、６次産業化は進めていきたい
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と思います。 

 ただ、企業誘致の観点から、あるいは観光の観

点から、今御指摘のような食品加工業を誘致して

くるだとか、それから、そういったいわゆる漁業

家の市場レストランみたいなものをつくるだとか、

そういう施策はもちろんあり得ると思っておりま

す。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにありませんか。 

○委員（帯田裕達）ちょっと教えていただきた

いんですが。６次産業化で、今現在取り組んでら

っしゃる会社とか、事業者が幾つぐらいあるのか、

そしてまた、その人たちがこの補助金に、例えば

拡充するとか、生産ラインをふやしたいとかと言

うたときに、補助対象になるのか。あくまでも平

成２６年から平成３０年度まで５カ年で１０とい

うような数字が出てるんですけど、この１０にし

ても、少ないんじゃないかなというような、私は

思うんですが、その辺を教えてください。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）先ほど、実は

専門職も説明したんですけど、現状で、我々とし

て把握してるのは、農林漁業者が６次産業化に取

り組んでる例としたら、６です。現状としては。

例えば、祁答院のある農場さんですとか、あるい

は樋脇にも養鶏農場で、実は一つあります。そう

いうのも含めて６です。 

 １０が多いか少ないかというのは、御意見いろ

いろあろうかと思います。庁内でも、多い、少な

い、いろいろ議論ありました。ただ、６という前

提で立ったとき、それから、市長も本会議で言っ

たんですけど、これから０、１、２だと言ったと

きに、これが、例えば、６が倍の１２になるのに

どれぐらい時間がかかるのか、正直言って、私も、

はっきり言って恥ずかしいんです、わかんないで

す。 

 ですので、この概要にも載っけてありますけど、

とりあえず１０で設定しますけど、熟度が、今後

急速に高まるようであれば、これを二重、三重に

見直すということは、５年間の中でも当然あり得

ると思ってますし、そこは、計画上きちっと書い

たつもりです。 

 なので、スタートの時点で目標を設定するのが

どうかというのは議論があります。そこを言われ

てしまうと、我々もなかなか説明しづらいんです

けど、ただ、やはり６という前提があった上で、

これをふやすために新たに５年間で取り組む部分

を、当面５年間で１０としたと。考え方としては、

最初の２年間で３から４、後半の３年間でその倍

の６から７という考え方なんですけど、これが例

えば、最初の２年間で倍の６から７達成できるよ

うであれば、この１０は期間の途中でも大きく見

直すつもりでおります。 

 以上です。 

 失礼しました。補助金の対象、答弁が漏れてお

りました。申しわけございません。 

 先ほど予算のところで説明した六次産業化支援

事業補助金は、新規だけではなくって、既存の今

言った既に取り組んでいる方々が生産ラインをふ

やす、あるいは加工品を、今まで例えば、焼き鳥

をつくっていたものを、すごい雑駁なんですけど、

空揚げをつくるだとか、何か別のものをつくるだ

とか、そういう部分を、新しい部分の取り組みに

対しては、単純なちょっと更新はできれば、とい

うような感じで実はおるんですけど、それは、今

後いろいろ農業者の方々と話す中で、少しでも新

しい部分があって、新しいストーリーがつくれる

のであれば、できるだけ補助の対象にしていきた

いというふうには考えています。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

○議員（成川幸太郎）宮里委員のに関連するん

ですが、７品目の目標設定されてるんで、１億円

以上ということなんですけども、特産品とするた

めには、もう一つ金額だけじゃ無理だと思うんで

す。これが、薩摩川内市は、県内の市町村の中で

何番目ぐらいの生産、トップというのがあるんで

すか。把握していらっしゃれば教えてください。 

○営農指導グループ長（森 隆）ただいまの質

問でございますが、まず、この重点品目の作物と

いうのは、生産者団体の取り扱いになっておりま

す。そうしました中で、その生産者団体の基本と

なるのが、現状、農協単位ということになってお

りまして、その下に市町村がつながっているとい

う状況でございます。 

 そうした中で、現在、農協が合併をする中で、

一部品目として、隣のさつま町と既に一緒になっ

た組織もありますので、市町村ごとの順位という
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のが明確に、実はわからない部分があります。 

 そういう中で、わかっている範囲でお答えをし

たいと思います。 

 まず、いちごについては、既に部会が合併する

中で、市町村ごとの他の地域もですけども、市町

村ごとの生産額がわかりませんので不明です。 

 ごぼうにつきましては、幸い川内だけの部会の

組織でなっておりますので、県内で２番目でござ

います。 

 らっきょうにつきましては、川内と南さつま、

それから指宿、この３地区だけでございますが、

２番目です。 

 それと、きんかんでございますが、これは川内

と南さつま、生産額だけでいきますと南さつまの

ほうが、露地物が入っておる関係で、額だけでい

くと向こうのほうが大きい、２番目という状況で

ございます。 

 ぶどうにつきましては、観光農園が主体となる

中で、正確な数字がわからないんですが、巨峰の

作付面積でいきますと、県内１位。ただし、新し

い品種が出る中では霧島市に次ぐ産地というとこ

ろで、恐らくそれに並行した生産額がなっている

と思います。 

 お茶につきましては、申しわけございません、

ちょっと１番目、２番目の順位ではないのは確か

なんですが、不明でございます。 

 水稲につきましては、戸別補償の関係もござい

まして、これは伊佐市に次ぐ２番目というふうに

なっている状況です。 

 以上です。 

○議員（成川幸太郎）先ほど、今度は川畑委員

のも関連するんですが、こうした金額的に見りゃ

非常にちょっと少ない金額だと思うんです。とす

ると、これを特産品に持っていくためには、やは

り６次産業化して加工するべきだろう、加工する

中で販売を拡大して、生産者の方が安心してつく

れる環境をつくってやるということも必要だと思

いますから、私、６次産業の条例ができるときか

ら、対策監は、あくまでの農林漁業者、１次産業

者を中心にしてということで言われるんですが、

それを育てる必要性から、２次加工業、この中に

もあります商工業者との連携というのを強くして

いかないと、本当に強くならないんじゃないかと

思うんですが、いかがでしょう。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）強くなるかど

うかというのは、ちょっといろいろあると思いま

す、正直言って。私がさっき申し上げたのは、川

畑委員なり御指摘がいただいた、今成川議員から

も御指摘いただいたのは、非常に効果が早いとい

うことです。ただ、そういうふうに我々が、また

誘導することによって、農家の方々が本当に経営

者マインドを持てるのかというふうに考えた。そ

れが農林漁業者が主役だということです。 

 私どものやる６次産業化は、そこにこだわりた

いと思っておりまして、農商工連携でそういう施

策をするというのは、前からこの委員会でも御指

摘いただきましたけど、あり得ます。加工場を誘

致して、そこにのっかりたい方はどんどんのっか

ってくださいというのはあります。ありますけれ

ども、本当の意味で、国際化の波にももまれても

自分の経営をしっかりと見て、しっかりの足元が

見れて、経営マインドを持った農林漁業者を育て

るためには、やはり最初が大事だと思ってまして、

そのためには、６次産業化としては、あくまでも、

農林漁業者が主役というのを基本理念に据えたい

と思っております。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、農政課を終わります。御苦労さまでし

た。 

 ここで休憩します、長いこと休憩がありません

でしたので。１０分後、４時１０分にしたいと思

います。 

         ～～～～～～～～～ 

         午後３時５９分休憩 

         ～～～～～～～～～ 

         午後４時 ９分開議 

         ～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）それでは、おそろいです

ので、休憩前に引き続き会議を再開をいたします。 

────────────── 

△畜産課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、畜産課の審査に入

ります。 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）まず、審査を一時中止し
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ておりました議案第３７号平成２６年度薩摩川内

市一般会計予算を議題とします。 

 まず、部長の概要説明をお願いします。 

○農林水産部長（高橋三丸）畜産課の概要につ

いて説明させていただきます。 

 本市農業の主幹作物でございます畜産の振興に

つきましては、地域特性に応じた振興策を展開す

るとともに、後継者、新規就農者の育成、経営支

援に努めます。 

 甑地域におきましては、各種補助制度を継続し

生産性の向上を図ります。また、優良家畜の導入

等におきましては、特に、乳用牛繁殖農家に対し

まして、従来からの補助事業や家畜導入事業に加

え、新規事業といたしまして、飼料専用イネ実証

展示圃場設置事業に取り組み、飼料専用稲作付の

普及定着をもって飼料受給率の向上を目指します。 

 あわせて、口蹄疫や鳥インフルエンザ等の家畜

伝染病予防対策にも努めてまいります。 

 以上、畜産課の施策概要でございます。詳細に

つきましては、課長から説明いたします。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き当局の補足説明

を求めます。 

○畜産課長（中山信吾）畜産課でございます。

よろしくお願いします。 

 議案第３７号平成２６年度薩摩川内市一般会計

予算のうち、畜産課分について説明をさせていた

だきます。 

 まず、歳出予算の概要について説明をいたしま

す。 

 平成２６年度薩摩川内市各会計予算調書の

１５２ページをお開きいただきたいと思います。 

 １５２ページの上段、６款２項１目畜産総務費

１億１９９万５,０００円は、畜産振興の担当職員

及び畜産行政に係る経費で、畜産業務嘱託員１人

及び畜産課職員１０人分の人件費のほか、甑地域

における家畜診療業務などの委託料、県有牛貸付

返納のための備品購入費、負担金としまして、川

薩畜産共進会負担金３０万３,０００円、県肉用牛

振興協議会負担金２万円、県畜産協会負担金

１８万４,０００円、川薩ホルスタイン共進会連絡

協議会負担金４万７,０００円、デーリィサポート

かごしま負担金２１万７,０００円を計上しており

ます。 

 また、特別導入事業基金繰出金９,０００円、優

良牛導入資金貸付基金繰出金８,０００円を計上し

ているところでございます。 

 続きまして下段、畜産振興育成事業費１億

９,５１３万３,０００円は、各種畜産共進会及び

畜産振興に係る各種補助事業等に係る経費でござ

います。 

 負担金としまして、畜産基盤再編総合整備事業

負担金等７,０６９万６,０００円、補助金としま

して、活動火山周辺地域防災営農対策事業補助金、

これは３組合分でございますけども５,０１７万

２,０００円、産地農業後継者支援事業補助金

１２名分の１,９２５万円、薩摩川内市青年就農給

付金事業給付金９名分１,２００万円、そのほか畜

産振興に係ります１４件の補助金３,７４２万

４,０００円を計上させていただいております。 

 以上のとおり、平成２６年度におけます畜産課

の歳出予算は、平成２５年度予算とほぼ同様の内

容となっておりますが、主な変更点といたしまし

て、畜産総務費関連では、甑地域におきます畜産

農家の肉用牛飼養管理技術の向上や子牛価格の改

善が図られるなど、一定の効果が認められること

から、甑地域畜産指導員の業務委託を終了し、平

成２６年度からは本庁職員及び畜産指導嘱託員に

よります定期的、週１回程度を予定しております

けども、定期的な巡回によりまして、甑地域への

畜産農家への指導を実施することにしております。 

 また、畜産振興育成事業費関連では、補助金に

おいて、甑地域生産農家支援事業では、支援内容

を従来の優良雌牛導入助成に加えまして、甑地域

における飼料作物の作付を推進するための支援と、

甑航路の欠航時などの子牛セリ市上場に係ります

支援を行うことに、内容の変更を行いました。 

 また、新規事業といたしまして、飼料専用イネ

実証展示圃場設置事業を要求させていただいてお

ります。当該事業の概要につきまして説明をさせ

ていただきますので、企画経済委員会資料、農林

水産部分の１０ページをお開き願いたいと思いま

す。 

 上段の右側になりますが、畜産課では、これま

で平成２３年度から平成２５年度までの３カ年間、

水田の有効活用とＷＣＳ用稲、いわゆる飼料用稲

の作付推進を目的として、自給飼料増産対策水田

活用モデル事業を実施してまいりました。 

 ここで言いますＷＣＳとは、ホールクロップサ



－54－ 

イレージという英語の略でございまして、直訳し

ますと、丸ごと切り取ったサイレージという形に

なります。 

 このＷＣＳ用稲とは、稲発酵粗飼料のことでご

ざいまして、稲の稲穂の部分と茎、葉、そういう

稲の全ての部分を一緒に刈り取りまして、ラッピ

ングをして発酵させてサイレージという家畜用の

餌にするために作付された稲のことになります。 

 なお、新聞等で出ております、飼料用米という

のが出ておりますが、この飼料用米は、濃厚飼料

の特性を持つ子実の部分である米の部分、これを

トウモロコシの代用品として濃厚飼料の原料とし

て活用するのが飼料用米ということになります。

そういう違いがございます。 

 上段左側に示しておりますとおり、自給飼料増

産対策水田活用モデル事業や国の直接支払交付金

の活用によりまして、飼料用稲の作付面積は平成

２２年度３４.２ヘクタールだったものが、平成

２５年度には１５８.６ヘクタールまで大きく伸び

ておりまして、成果に示してございますとおり、

稲発酵粗飼料の生産拡大や自給率の向上などの成

果が得られたところでございますが、一方、中段

に示しておりますとおり、飼料用稲作付面積のう

ち、専用稲の品種を作付している割合は１１.７％

でございまして、主食用米品種の作付がほとんど

であったということで、収量が少ないという課題

が出てきたところでございます。 

 この課題でございます収量の増産のための解決

策として、今回予算要求をさせていただいている

のが、下段左側に示してございます飼料専用イネ

実証展示圃場設置事業でございます。 

 当該事業は、収量の増産が期待できます飼料専

用稲につきまして、複数の品種を栽培実証展示す

る圃場を設置しまして、本市に適した専用品種の

選定の参考とするものでございまして、栽培実証

に係ります経費の一部として１０アール当たり

２万円を助成したいというふうに考えているもの

でございます。 

 まお、当該事業の実施に当たりましては、下表

に示しておりますとおり、成果指標を設定しなが

ら取り組むとともに、その事業効果として、下段

右側に示しておりますような収量増や受給飼料の

増産、耕畜連携の推進などの効果を上げたいとい

うふうに考えているところでございます。 

 また、口蹄疫等家畜伝染病の発生防止対策につ

きましては、現に、口蹄疫等は、今も中国、ロシ

ア等で散発している状況にあることから、近隣諸

国での発生状況等の情報や自主防疫の徹底を畜産

農家や市民に周知、広報するとともに、平成

２３年度から取り組んでおります、家畜自主防疫

班によります農家巡回等によりまして、自主防疫

の徹底を図るなどの取り組みによりまして、本市

から家畜伝染病が発生することのないように努め

てまいりたいというふうに考えております。 

 以上が歳出予算の概要でございます。 

 続きまして、畜産課に係ります歳入の主なもの

につきまして説明をさせていただきます。 

 同じく会計予算調書の３７ページをお開き願い

たいと思います。 

 まず１行目、使用料のうち農林水産使用料は

２４万８,０００円、農業使用料は下甑堆肥セン

ター使用料が主なものでございます。 

 一つ飛びまして、県補助金のうち農林水産業費

補助金４,６５８万２,０００円、農業費補助金は

活動火山周辺地域防災営農対策事業補助金です。 

 その下、財産運用収入のうち財産貸付収入

４５万６,０００円、土地建物貸付収入は甑地域に

おけます牧場等の貸付料になります。 

 一つ飛んで、財産売払収入のうち物品売払収入

５０６万５,０００円、物品売払収入は甑地域にお

ける県有牛の譲渡代金１３頭分になっております。 

 そ の 下 、 雑 入 の う ち 雑 入 ３ , ３ ３ ４ 万

３,０００円、雑入は畜産基盤再編総合整備事業等

畜産公共事業に係ります事業参加者負担金が主な

ものでございます。 

 次に、債務負担行為について説明をさせていた

だきます。 

 平成２６年度薩摩川内市各会計予算書、予算に

関する説明書の９ページをお開き願いたいと思い

ます。 

 ９ページ、第２表債務負担行為のうち上から

５行目でございます。特別農協有牛導入等事業資

金利子補給で、期間は平成２７年度から平成

３１年度までの５年間、限度額は畜産農家が経営

安定のために農協から融資を受けた額の利子補給

額としております。 

 これは、薩摩川内市特別農協有牛導入等事業利

子補給金交付規則に基づくものでございまして、
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和牛生産農家が当該事業を活用して繁殖雌牛を導

入した場合、資金貸し付けに係る利子のうち１％

を市が利子補給するものでございます。 

 以上で説明を終わります。よろしく御審査賜り

ますようお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑願います。 

○委員（宮里兼実）単純な質問ですけど、今、

甑島に、生産牛が何頭ぐらい、肥育が何頭ぐらい

というような数はわかってたら教えてもらえます

か。 

○畜産課長（中山信吾）甑地域におきましては、

肥育系牛の農家はございませんで、和牛の生産農

家のみでございます。 

 これが、今現在のところ１０軒ございます。上

甑地域に２軒、下甑地域に８軒ということで、約

２００頭の繁殖牛が係養されております。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにないようですね。

質疑はないと認めます。 

 委員外議員の質疑を認めます。ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 ここで、本案の審査を一時中止をいたします。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局に説明を求めます。 

○畜産課長（中山信吾）それでは、所管事務調

査報告としまして、県内で多発しております豚流

行性下痢について報告をさせていただきます。 

 同じく企画経済委員会資料、農林水産部分の

１１ページをお開き願いたいと思います。 

 （１）としまして、昨年の１０月、日本で７年

ぶりに発生しました豚流行性下痢の症状などにつ

いて説明をしております。本病は嘔吐や黄色水溶

性下痢症状を示します急性ウイルス病でございま

して、冬場から春にかけまして流行しやすい疾病

でございます。このうち、特に、生後７日齢以内

の新生豚が感染した場合、そのほとんどが死亡す

る子豚の重要疾病でございますけども、人への影

響は全くございません。 

 （２）の表には、３月４日現在、１１６件とい

うことで、県下の発生状況を表に示しております

が、３月１８日現在では、これが１１９件となっ

ております。変わりましたところは、肝属地区が

９９件でございましたのが１００件に変わってお

ります。それから、その右側、曽於地区が５件と

書いてございます、ここが６件になっておりまし

て、この表中に書いてございませんが、北薩地区

でも１件発生があったところでございまして、計

１１６が１１９件になっておるところでございま

す。 

 このように、これまで大隅半島を中心に発生が

報告されておりましたが、先ほど申しましたとお

り、３月８日に長島町で発生が、当該地域で確認

されたところでございます。 

 なお、この表の下、米印がございますが、米印

の二つ目に記してございますが、２月２１日時点

での発症頭数は、県下で約１１万９,０００頭、う

ち死亡頭数は約２万頭でございまして、このほぼ

全てが子豚であるということの報告を受けている

ところでございます。 

 また、参考に示してあります他県の発生状況で

ございますが、隣県でございます宮崎県や熊本県

を初め、全国各地で発生が確認をされている状況

にございます。 

 （３）としまして、本市の対応の概要を記載し

ております。番号１でございますけども、県下で

の発生報告を受けまして、昨年１２月２４日、本

市の養豚農家へ防疫対策の徹底を文書でお願いい

たしました。 

 また、番号３としまして、本年１月１０日、家

畜防疫対策会議を開催したところでございます。

それから、番号５でございますが、２月６日まで

に、市内の養豚農家、約１０戸ございますけども、

全農家に消毒薬を配付しまして、自主防疫の徹底

をお願いしたところでございます。 

 まだ表には記載してございませんけども、３月

８日の長島町での発生を受けまして、３月１３日

付で、市内の養豚農家へさらなる防疫対策の徹底

を文書でお願いしたところでございます。 

 当課としましては、今後とも、豚流行性下痢に

関する情報収集に努めるとともに、養豚農家への

情報提供と自主防疫の徹底を図ってまいりたいと

いうふうに考えておるところでございます。 

 あわせまして、口蹄疫や高病原性鳥インフルエ

ンザなど、他の家畜伝染病についても情報収集と
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周知、農家レベルの自主防疫の徹底をお願いしな

がら、本市から家畜伝染病が発生することがない

よう、畜産農家と一体となりながら取り組みたい

と考えておるところでございます。 

 以上で説明を終わります。 

○委員長（佃 昌樹）所管事務調査の説明が終

わりました。 

 これから質疑を受けたいと思います。質疑はあ

りませんか。 

○委員（谷津由尚）２点あります。 

 豚流行性下痢について、考えられる媒体という

のは何なんでしょうか、が１点目。 

 ２点目が、防疫方法はどういうことなんでしょ

うか。 

 ３点目が、今回豚で、口蹄疫は牛なんですけど、

以前、口蹄疫が非常に流行した、お隣で流行して、

きちんとした防疫体制、ほとんどの農家さんがと

られたんですけど、何かその辺の方法論で共通す

るところがあれば、おっしゃっていただきたいと

思います。 

○畜産課長（中山信吾）今回の発生については、

先ほど申しましたとおり、７年ぶりの発生という

ことでございます。県のほうも、ウイルスがどこ

で発生したかということを究明しているところで

ございますけれども、一応、垂水市が初発地でご

ざいますので、その辺で何らかのウイルスが発生

して周囲に広がったというふうに考えておりまし

て、感染が拡大が広がったというのは、農場等に

おきます運搬車両等の消毒、そういったものが確

実に実施されなかったということ、それから、あ

とは、屠畜場ではいろんな農家のいろんな車両が

入ってまいりますので、そこでの消毒の徹底とか、

そういうのがうまくいってなかったんじゃなかろ

うかということ、それから、県の見解としまして

は、農家を巡回します飼料運搬車、これらが各養

豚農家を回りますので、感染を拡大させる要因に

なったのではないかというふうなこと等が考えら

れているところでございます。 

 ２点目の、この豚流行性下痢の対応策ですけど

も、特に、対応策といいますと、農家レベルにお

きましては消毒の徹底、それから、使用衛生管理

基準の徹底ということを基本としながら、予防策

としては、母豚への、分娩前の母豚に、子豚が感

染しないように母豚へのワクチン接種というのが、

予防法としてはあるところでございます。 

 なお、豚流行性下痢は、口蹄疫は法で定められ

ました法定伝染病でございましたので、幹線道路

等での防疫措置っていうのが、法律に基づく防疫

措置がなされたわけでございますけども、この豚

流行性下痢につきましては、県知事へ届け出を出

すだけの届出伝染病ということで、口蹄疫とする

とリスクの低い家畜伝染病に指定されているとい

うことでございまして、市としましても、主要幹

線道路に口蹄疫と同様に消毒ポイント等を設置す

る意向はないのかという照会はしましたけども、

先ほど言いましたとおり、法定伝染病ではないの

で、仮にそういうことをしようとすると、道路管

理者等への許認可申請とか、そういうのは非常に

時間がかかるということ等で、特に県としても予

定はしてないということでございました。 

 そういうことでございまして、再三申し上げて

おりますとおり、市としまして今できることとし

ては、農家で、自分の農場にそういうウイルスを

侵入させないという策として、自分のところの消

毒の徹底等を図っていただきたいということを文

書で流しますとともに、その一助となればという

ことで消毒薬を配付させていただいたという取り

組みを、市としては今やっているという状況でご

ざいます。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の質疑を認めます。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、畜産課を終わります。御苦労さまでし

た。 

────────────── 

△林務水産課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、林務水産課の審査

に入ります。 

────────────── 

△議案第２８号 薩摩川内市漁港管理条例

の一部を改正する条例の制定について 

○委員長（佃 昌樹）まず、議案第２８号薩摩

川内市漁港管理条例の一部を改正する条例の制定

についてを議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 
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○林務水産課長（堂込 修）林務水産課でござ

います。 

 それでは、議案第２８号薩摩川内市漁港管理条

例の一部を改正する条例の制定についての説明を

いたします。 

 議案つづりのその２の２８─１ページをお開き

ください。 

 本市が管理する漁港は、本土に３港、甑島に

６港の計９港ございます。ことしの４月１日から、

消費税の改定に伴い、漁港管理条例の一部を改正

するものでございます。 

 当条例は、市が管理する漁港条例でありますが、

県が管理する漁港の使用料等の改定に準じて、使

用料等の額を改定するものでございます。 

 改正する内容については、２８─２ページから

２８─３ページの記載のとおりでございます。 

 以上で説明を終わります。よろしく御審議賜り

ますようお願い申し上げます。 

○委員長（佃 昌樹）説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 これより討論、採決を行います。 

討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議なしと認めます。

よって、本案は原案のとおり可決すべきものと決

定をいたしました。 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）ここで、審査を一時中止

しておりました、議案第３７号平成２６年度薩摩

川内市一般会計予算を議題とします。 

 まず、部長の概要説明を求めます。 

○農林水産部長（高橋三丸）林務水産課の概要

について説明させていただきます。 

 まず、林業振興におきまして、生産基盤となる

林道の整備、保育、間伐等による計画的な森林の

整備、山地災害を防止するための治山事業を展開

してまいります。 

 また、松くい虫の被害防除及び猟友会による有

害鳥獣捕獲に努めます。 

 水産振興におきましては、本市における水産物

の流通体系や販売機能の拡充を推進します。特に、

新規事業といたしまして、離島流通効率化事業に

よる、里加工センターによるキビナゴのさばき機

を、下甑加工センターにバショウカジキ等のブラ

ンド化を図るための急速冷凍庫を整備し、甑島漁

協における加工品開発事業を推進いたします。 

 あわせて、引き続き甑島地域の漁業集落の活性

化に努めます。 

 以上、林務水産課の施策概要でございます。詳

細につきましては、課長から説明いたします。よ

ろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き、当局の補足説

明を求めます。 

○林務水産課長（堂込 修）それでは、林務水

産課に係る平成２６年度当初予算について御説明

いたします。 

 歳出のほうから説明いたしますので、予算調書

の１５３ページをお開きください。 

 ６款４項１目林業総務費では、１億２６４万

１,０００円を計上しております。内容につきまし

ては、林業振興推進協議会委員１６名の報酬、一

般職員１３名の人件費と藺牟田池遊歩道整備事業

草払等業務委託などの委託料などが主なものでご

ざいます。 

 負担金につきましては、北薩流域森林・林業活

性化センター負担金１６万５,０００円、県治山林

道協会負担金８０万１,０００円、北薩地域森林・

林業振興協議会負担金１０万円などが主なもので

ございます。 

 下の段の６款４項２目林業振興費の林業振興育

成費では、６,２２８万３,０００円を計上してお

ります。内容につきましては、民有林の間伐を推

進するために配置している森林づくり推進委員の

活動経費や、有害鳥獣捕獲等業務委託はイノシシ

や鹿等による農林業被害防止のための猟友会への

委託料、昨年６月から実施をしております国の緊
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急捕獲分の委託料も含め計上しております。 

 また、今年度は、新たに有害鳥獣捕獲を推進す

るために、市内の６猟友会に対し捕獲箱わなを貸

与することにしており、捕獲箱わな１２基分の購

入費も計上しております。 

 負担金につきましては、川薩地域たけのこ振興

協議会負担金８万５,０００円を計上しております。 

 補助金については、林業就労改善推進事業補助

金８６８万５,０００円は、川薩森林組合が行う民

有林間伐に対する補助金が主なものでございます。 

 森のめぐみの産地づくり事業補助金３５５万

５,０００円は、竹林改良の促進や竹林管理路に係

る市単独事業の補助金であります。 

 今年度から新たな取り組みとして、竹林管理路

の安全性や走行性を確保するため、足場の悪いと

ころや急勾配な箇所などの生コン舗装に伴う、生

コンの材料費補助を行うことにしております。 

 また、竹林改良に伴い搬出されている竹材の買

い取り価格の市場単価に、１キロ当たり２円を上

乗せする補助についても、昨年と同様に継続を行

うものであり、竹林改良を促進するとともに、竹

林資源の有効活用、タケノコ生産者の所得向上を

図るものでございます。 

 交付金につきましては、森林整備地域活動支援

交付金１,２２２万６,０００円を計上しておりま

すが、民有林の間伐に伴う境界の明確化作業及び

森林作業道の点検、修繕等に対する交付金であり

ます。 

 予算調書の１５４ページをごらんください。 

 同じく６款４項２目林業振興費の松くい虫駆除

費では、１,９７９万円を計上しております。内容

につきましては、松くい被害木の伐倒駆除及び松

くい虫防除に係る無人ヘリでの地上散布の委託料

が主なものでございます。 

 下の段の同じく６款４項２目林業振興費の市有

林管理費では、７０３万３,０００円を計上してお

ります。内容につきましては、甑地域における市

有林管理に２名の報酬、市有林の森林国営保険料、

市有林野管理業務委託料などが主なものでござい

ます。 

 予算調書の１５５ページをお開きください。 

 同じく６款４項２目林業振興費の市有林保全整

備事業費では、３,０２７万３,０００円を計上し

ております。内容につきましては、市有林の搬出

間伐や森林作業道の開設を行うためのふるさとの

森再生事業や、鹿島の複層林改良を行うための森

林環境保全直接支援事業及び除間伐材の運搬業務

委託に係る委託料が主なものでございます。 

 下の段の６款４項３目治山林道費の治山事業費

では、１,６８０万円を計上しております。内容に

つきましては、県費単独補助治山事業測量業務委

託に係る委託料及び県費単独補助治山工事の工事

請負費が主なものでございます。 

 負担金につきましては、県営県単治山事業負担

金８０万円を計上しております。 

 予算調書の１５６ページをごらんください。 

 同じく６款４項３目治山林道費の林道管理費で

は、４,８５４万４,０００円を計上しております。

内容につきましては、林道の草刈業務委託に係る

委託料及び林道維持に係る機械借上料、補修工事

費、原材料費などが主なものでございます。 

 負担金につきましては、広域基幹林道紫尾線の

維持管理協議会負担金２０７万１,０００円、林道

台帳の管理負担金４８万７,０００円を計上してお

ります。 

 下の段の同じく６款４項３目治山林道費の林道

建設費では、４３３万６,０００円を計上しており

ます。内容につきましては、特定離島ふるさとお

こし推進事業に係る測量設計業務の委託料と林道

の簡易舗装の工事請負費が主なものでございます。 

 予算調書の１５７ページをお開きください。 

 ６款５項１目水産総務費では、６,７４６万

５,０００円を計上しております。内容につきまし

ては、一般職７名の人件費と甑島地域に配置して

います水産専門員２名分の報酬及び鹿児島県漁業

信用基金協会への出資金などが主のものでござい

ます。 

 負担金につきましては、鹿児島県漁港漁場協会

負担金１３４万５,０００円、甑島地区水産改良普

及事業推進協議会負担金２５万円、北薩地区水産

改良普及推進協議会負担金１３万円などを計上し

ております。 

 下の段の６款５項２目水産振興費では、

９,７４０万円を計上しています。内容につきまし

ては、甑島地域におけるオニヒトデ・ウニ駆除事

業に係る委託料及び藻場、干潟保全、再生などを

目的とした水産多目的機能推進事業負担金や、甑

島漁協の水産加工施設整備に係る離島流通効率化
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事業補助金、川内・甑とれたて市の実施に係る薩

摩川内市水産物消費拡大事業補助金、稚魚放流を

行うための豊かな海づくり広域連携事業補助金、

甑島の漁業振興を図るための離島漁業再生支援交

付金などが主なものでございます。 

 負担金につきましては、水産多面的機能推進事

業負担金２５１万円、宮之城魚市場協同組合運営

負担金１２万１,０００円を計上しております。 

 補助金につきましては、離島流通効率化事業補

助金４,６７５万円、薩摩川内市水産物消費拡大事

業補助金３５０万円、豊かな海づくり広域連携事

業補助金１９３万９,０００円などが主なものでご

ざいます。 

 このうち、離島流通効率化事業の補助金は、今

年度新たな取り組みとして、甑島漁協が整備する

加工施設に対して補助するものでございます。 

 現在、甑島漁協の水産加工場につきましては、

上甑島の里、下甑島の手打と、この２カ所に水産

加工場を有しております。 

 水産加工施設設備については、昨年度から漁協

と協議を進めてきましたが、当初は上、下ともマ

イナス２０度の急速冷凍を整備する予定でありま

したが、全漁連が実施した甑島漁協の調査結果を

受けて一部内容の変更を行っております。 

 里については、マイナス４０度の急速冷凍は既

存のものを活用すれば運営可能なことから、加工

品の販売において利益率のよいキビナゴ刺身を確

保するためのさばき機械３台を導入するものであ

ります。 

 さばき機械は、キビナゴの頭と尻尾を落として

キビナゴを開いて、背骨まで取れる機械であり、

１日で、１台６,０００から８,０００尾程度加工

ができるという機械でございます。 

 また、手打については、既存の施設にマイナス

４０度の急速冷凍庫がないため、品質向上を図る

ことを目的に導入するものでございます。キビナ

ゴだけではなくバショウカジキを丸ごと冷凍でき

るバッチ式の急速冷凍庫を整備するものでござい

ます。 

 ここで、冷凍工程についてちょっと説明します

が、冷凍工程は、魚等を冷凍する場合、先に外側

から内部に向かって水分が凍り、次第に外から中

に向かって肉が凍っていきます。そのときに、魚

の細胞が水分と肉に分離されて、これが緩慢冷凍

だとゆっくり冷凍されるため、分離がさらに進む

というようなふうで、解凍するときは、その逆で、

分離された水分が先に解凍されるためドリップが

流れ出すと。そして、食感が水っぽくなり、うま

みが損なわれるということになります。 

 この急速冷凍庫を入れることで、短時間に冷凍

が終わり、分離されることなく冷凍することがで

きるため、うまみが保てるということになります。 

 里の加工場にキビナゴのさばき機と手打の加工

場に急速冷凍を整備することにより、甑近海で水

揚げされたキビナゴやバショウカジキのブランド

化を図り、漁業者の所得向上を図るものでござい

ます。 

 次に、交付金につきましては、離島漁業再生支

援交付金２,８１５万２,０００円を計上しており

ますが、甑島地域における８集落が行う漁業集落

活動に対する交付金であります。 

 予算調書の１５８ページをごらんください。 

 ６款５項３目漁港管理費では、１,１４７万

７,０００円を計上しております。内容につきまし

ては、市が管理します９漁港と併設して整備され

る緑地広場等の施設を適正に管理するための経費、

及び漁船の安全航行を確保するための唐浜漁港航

路しゅんせつ工事などの費用が主なものでござい

ます。 

 下の段の６款５項４目漁港建設費の漁港県営事

業負担金では、１５０万円を計上しております。

内容につきましては、甑島地区において鹿児島県

が行う県営事業漁港施設整備事業の実施に伴い負

担金を拠出するものでございます。 

 予算調書の１５９ページをお開きください。 

 １１款１項１目現年公共農林水産施設災害復旧

事業費では、林務水産課分として５,８９７万円を

計上しております。内容につきましては、林道、

漁港の公共災害復旧に伴う測量設計委託料及び工

事請負費などが主なものでございます。 

 下の段の１１款１項２目現年単独農林水産施設

災害復旧事業費では、林務水産課分として

２,４０８万３,０００円を計上しております。内

容につきましては、林道、漁港の公共災害復旧の

対象にならない災害箇所を復旧する経費でござい

ます。 

 続きまして、歳入について御説明いたしますの

で、戻りまして、調書の３８ページをお開きくだ
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さい。 

 歳入の主なものについて説明いたします。 

 １３款１項１目農林水産業費分担金８０万円は、

治山事業の分担金として受益者から収入されるも

のでございます。 

 １５款１項４目災害復旧費負担金３,９２０万円、

１５款２項４目農林水産業費補助金２,７５０万円、

１６款２項４目農林水産業費補助金６,３２０万

５,０００円、次の３９ページの１６款２項９目災

害復旧費補助金４７５万円、１６款３項４目農林

水産業費委託金の松くい虫駆除事業委託金

７９８万６,０００円については、歳出に伴いそれ

ぞれ収入されるものでございます。 

 １７款２項１目不動産売払収入１,４６５万

４,０００円は、市有林の間伐に伴う立ち木の売払

収入が主なものでございます。 

 ２１款５項４目雑入１,７０９万４,０００円は、

鳥獣被害防止緊急捕獲等対策事業に伴う収入が主

なものでございます。 

 続きまして、債務負担行為の説明をいたします

ので、予算に関する説明書の９ページをお開きく

ださい。 

 林務水産課分は、第２表の債務負担行為の２枚

目の中ほどになりますが、甑島地区漁船建造資金

利子補給について、期間を、融資を受けた資金の

返済の完了する日までとし、限度額については、

漁業者が経営安定のために融資機関から融資を受

けた額の利子補給額とし、債務負担行為を設定す

るものでございます。 

 これは、甑島地区において、漁船建造等のため

融資を受けた額の金利の３分の１を市が契約した

金融機関へ補給するものでございます。 

 以上で、林務水産課に係る平成２６年度当初予

算の説明を終わります。よろしくお願いします。 

○委員長（佃 昌樹）説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑願います。 

 ここで会議時間を延長いたします。 

 林務水産のほうは、所管事務が特にありません

ので、ここで質問してください。 

○委員（谷津由尚）予算調書の１５３ページの

額は小さいんです。１２０万９,０００円、藺牟田

池遊歩道整備事業草払等業務委託ということで、

１２０万９,０００円あるんですけど、ちょっと、

私は藺牟田池の遊歩道の管理はもともと県の所管

だと思ってまして、それを市が代行するという形

だと思うんですけど、実質が１２０万９,０００円

の委託料に対して県の支出金が２４万４,０００円

と、ちょっと県の支出金が少ないんじゃないかと

思うんですけど、これは何か、私の解釈おかしい

ですか。 

○林務水産課長（堂込 修）これは、整備の段

階で、当然、今副委員長がおっしゃるとおり、県

が整備をしておるんですが、そこの整備の条件と

して、その後を市が管理を受け継ぐということを

条件で整備していると。その分、後の管理費用に

ついては県が払うというようなふうで、そういう

管理を行っているということでございます。 

 おっしゃるとおり、若干、歳出に伴って歳入が

少ない部分はございますが、藺牟田池一帯の山の

遊歩道にかかわることですので、それで管理を努

めているということでございます。 

 先ほど、この全体が、県の遊歩道を整備した場

所だけじゃなくて、周りの市有地に係る部分の草

払い等も含まってるということですので、そうい

ったことになります。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）わかりました。 

 一緒に聞けばよかったんですけど、市県民税の

県民税の中に森林環境税５００円という定額があ

ると思うんですが、それが本市のいろんな間伐

等々の事業に幾ら、市県民税が還元という形で、

県の支出金という形で来るんでしょうけど、幾ら

来てるのかというのを、予想だと思うんですが、

平成２６年の、今予定額で幾らですか。 

○林務水産課長（堂込 修）ちょっと予定額と

いうのでは把握はしてないんですが、平成２４年

度の実績で環境税について説明いたします。 

 薩摩川内市には、市全体で、この環境税の交付

決定額で、全体で１,７３６万５,０００円程度の

決算額があります。そのうち、間伐にかかわるも

のについては、これは市が行ってないんですが、

これは事業体にいって、事業体が間伐を実施して

いる分でございますが、切り捨て間伐が９２万

７,０００円程度と。それと、これも認定事業体、

これは間伐になりますけど、この間伐が８７８万

３,０００円と。この切り捨て間伐と間伐のほうに

このようなお金が入っております。これは認定事

業体のほうに入っているということでございます。 
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 以上です。 

○委員（谷津由尚）その総額というのは妥当な

額ですか。もう少し私は多くてもいいんじゃない

かと思うんですけど。本市に来るお金として。 

○林務水産課長（堂込 修）企業と個人、合わ

せてあるわけですけど、私どもとしては、その額

は均等に配分されていると認識しております。 

○委員（森永靖子）けさほどの南日本新聞にも

キビナゴのことが出てましたが、なかなか３枚に

おろすというのが、中骨をとってというのが大変

な作業で、どろっとなったりする中で、こういう

いい機械が、今回というのはとてもいいことだな

と思うんですが、さばいて３枚にしたものを冷凍

にして保管してあるんですか。 

○林務水産課長（堂込 修）今も、さばき機自

体は１台はあります。しかし、その精度が、たま

に骨が残ったりとか、そんなものがあって、そこ

にまた二人、それをまた取る人を入れてるような

状況で、当然、新しい機械のほうが稼働率はいい

とは思うんですが。新しい機械でいくと、持って

いってそこの工場で試されたという話なんですが、

骨もほとんどもうきれいに取れてしまうと。背開

きしたものを尻と尻尾を落としたものをトレーに

乗せて、それをプロトン凍結をされると。今の機

械では、そのプロトン凍結もまだ容量があるとい

うことですので、それがまだフル稼働してないと

いうことですので、その機械を入れることで、そ

この効率が上がって、ある程度量産ができるとい

うようなふうに聞いております。よろしいでしょ

うか。 

○委員（森永靖子）一緒に背びれまで取れてく

るんですか。キビナゴずしを作るのにも、さばく

のがとても大変で、手間を省くために、そんない

いのがあって、冷凍で送ってくれるような形にと

ってもらえば、いろんな形で助かるなと思うので、

早くそういう形をつくってほしいと思う。 

○委員長（佃 昌樹）要望です。 

 ほかにありませんか。 

○委員（帯田裕達）鳥獣駆除対策事業でお伺い

します。ことし、わなを１２基購入されるわけで

すが、この１２基で、合わせて、薩摩川内市、わ

なが何基あるのか教えていただきたいと思います。 

○林務水産課長（堂込 修）以前、１０基、県

のほうからいただいた物を猟友会のほうに貸与し

ておりますので、それを合わすと、全部で、うち

から対応する物は２２基というようなふうになり

ます。 

 以上です。 

○委員（帯田裕達）鉄砲よりわなのほうが捕獲

は多いと聞いてるんですが、これでまだまだ足り

ないんじゃないかと思うんですが、今後はどのよ

うになさるんでしょう。 

○林務水産課長（堂込 修）今おっしゃるよう

に、なかなか駆除も追っつかないところではござ

います。有害の捕獲実績からいけば、わなのほう

がかなり捕獲実績も鉄砲よりはかなり多くとれて

おりますので、当然、そのわなを有効に活用して、

そこで結果があらわれて目に見えれば、また今後、

箱わなをふやすとか、そういったことも検討して

まいりたいと考えております。 

 以上です。 

○委員（帯田裕達）ここにイノシシ９００とか、

鹿１,１００、現在捕獲したその後はどのようにし

てらっしゃるんですか。例えば、とったところで

埋めたり、加工したりといろいろあるでしょうけ

ど、猟友会の人、それからまた個人でとられる方、

どのような処分をなさってるんですか。 

○林務水産課長（堂込 修）私も聞いた話、猟

友会の方々といろいろ話をするんですが、イノシ

シは割と食べるとこが多いみたいです。ほとんど

持って帰るみたいなんですけど。鹿のほうがなか

なか、その部位だけ取って持って帰るというよう

なことを聞いています。 

 当然、そこで残った物は埋設処理というような

ふうなことで処理を行っていると。イノシシは解

体して、自分でさばいて冷凍して、冷蔵保存して、

いろんなところに配ったり自分で食べたりとか、

そういったものをするというふうに聞いておりま

す。 

 以上です。 

○委員（帯田裕達）爽風会でいかくらに研修に

行ったときも、処理をなさってるんですが、いろ

いろ阿久根市は補助も出していらっしゃるんです

が、そのときも、鹿のハンバーグ用の肉が相当売

れてると、Ａ－Ｚで、かなり出して売れてるとい

う話も聞きました。 

 最近、新聞に出てたんですが、和歌山県がジビ

エの肉の格付をやっていらっしゃるわけです。部
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位であろうと。例えば、薩摩川内市も猟友会と話

をなさって、猟友会のほうで率先的にこういう加

工場も建設できるような体制ができないものかと。

もちろん、阿久根も、建設費から全部自分たちで

賄っていらっしゃいました。そういう形が一番よ

かろうと思うんです。 

 この鳥獣被害をなくすことと、今、一生懸命や

っていらっしゃる、これから取り組もうってらっ

しゃる６次産業も含めて全体的に考えていただき

たいと思うんですが、いかがでしょうか。 

○林務水産課長（堂込 修）委員おっしゃるよ

うに、いかくらがすごい先進的なことをやってお

ります。それで、私どもも、これは猟友会の協力

なくしては当然ないわけで、私どもも、昨年の

８月に、６猟友会の方を連れていかくらに研修に

行ってまいりました。 

 今後、やっぱこのような、定期的にそんな集ま

りを開いて情報交換をして、そういう対策に向け

たところを論議していきたいというようなことも

いただきましたので、それを継続して、今おっし

ゃるように、そういったものにつながっていけば

というふうに考えております。 

 以上です。 

○委員（帯田裕達）これ要望ですけど、二、三

日前、野下地区の公民の会長さんと会ったら、猿

がすごく出るということで、被害も相当、子ども

たちもいるし危ないということで、調査をお願い

したいということでしたのでよろしくお願いいた

します。 

○林務水産課長（堂込 修）その件については、

野下地区のほうに出向いて、話を職員が伺ってお

ります。それで、量的なものとか、何か話聞いた

とこでは何十頭とかいうような話なんですけど、

話、実を聞けばそんないっぱいじゃないよという

ような話で聞いたところもありました。 

 後で、今おっしゃるように、猿というのは、や

っぱり小さい子どもたちに危害を加えるとか、そ

ういう危険性もございますので、今のところは、

爆竹とか、これを使ってくださいということで、

来たら投げて、脅しでやってくださいというよう

なふうで指導して対応しているところです。 

 以上です。 

○農林水産部長（高橋三丸）そこで説明させて

いただきますけど、昨年も１１月に、鳥獣被害防

止対策協議会の研修会で、事例発表という形で、

山口県の事例をされた方をお招きしまして講演を

していただきました。その方は、特に猿の被害が

多いということで、猿が、当然、イノシシ、日本

鹿、猿も農作物に被害を及ぼしますが、猿が入っ

てきますと、農作物だけでなく、人間の生活も脅

かすということで、入り口勝負だと、絶対入り口

で防除しておかないと、入ってこられたら人間が

負けるというようなことも、事例聞きまして、野

下のほうも、すぐ支所から送りまして、すぐ対応

というか、まず確認。そこだと地元の方々と一体

となって、まずそこで何とか食いとめて。要する

に、ああここは難しかねと、猿があきらめるよう

に入り口勝負をせんにゃいかんという形で、特に

猿については。被害についても、イノシシ、鹿の

被害が大きいんです、これも大変な問題なんです

と。猿の被害、まだそういう深刻までいってない

ところが救いなんですが、とにかく猿については、

入り口で防止していく対策を講じていきたいと考

えておりますので、よろしくお願いします。 

○委員長（佃 昌樹）ところで、猿の捕獲頭数

は２頭ってなってるけど、今の実態からしてどう

なんですか。 

○林務水産課長（堂込 修）なかなか捕獲がで

きないという実態もございます。猟友会の方々も、

面と向かえば何か引けないとか、本当撃てる人は

限られてるというような話を聞いております。 

 自分たちが行くけども、警察も加わって町中を

捜索したこともあるんですけど、とてもじゃない

けど捕まえられるような状況じゃないです。 

 過去に、１頭だけ、部屋の中におったのを捕ま

えてちょっと山奥に放流したという実績がござい

ます。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）委員のほうでありません

か。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を認めます。 

○議員（小田原勇次郎）済いません、もう短く

いきます。 

 １点だけ。財産売払収入の部分の中で、立ち木

の売払収入１,４００万計上されておられます。今

想定される、売り払い先の、いわゆる間伐材をど
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ういう形で利活用するために購入をされるのか、

購入者側の目的。そこと、今、木材のバイオ発電

で、バイオ側のほうで間伐材を活用してというの

が、国の政策として動いてるんですが、私も、林

業関係者といろいろと意見交換をする中で、間伐

材としてバイオで使う部分も必要だけれども、そ

れじゃやっぱり林業としては収入として上がらん

という部分の中において、収入確保のためには、

やっぱり活用材としてする方策をやっぱり展望を

持つという部分の中において、これは私的な部分

なので、本市も莫大な収入を抱えておるんですが、

今後の財政運営の中で、貴重な歳入源として、財

源として、何らかの活用ができんもんかというこ

とで、今の市有林をどの程度資産価値として当局

は考えてらっしゃるのか、そこあたりの見解をお

示しいただければと思うところです。 

○林務水産課長（堂込 修）まず１点目の間伐

の今の状況なんですが、一旦市有林の間伐を行い

ますと、利用間伐といいまして、結構大きな物を

間伐しております。直物で材にとれる物は、さつ

ま町の木材流通センターのほうに持ち込んで、そ

こで競りにかけて、売られたお金からはえ積み料

と運搬料と引かれたお金が市のほうに収入される

というところで、大体、その材木については、ほ

とんど柱材とか、そういう普通に使われる一般の

建物の木材に利用されております。 

 ２点目のバイオマスの件なんですが、当然、バ

イオマスが２７年の１１月に稼働されるというよ

うなふうに聞いております。まだ買い取り価格に

ついては、幾らで買うというのは聞いてないわけ

ですけど、実際、市有林あるんですが、間伐をし

た物、直材でいい物は、そういう材木のほうに売

ったほうが当然単価が高いですので、そういった

ところで活用されると。それで今まで、例えば、

先っちょで、ほとんど持ち出しても製材にならな

いような部分とか、あと今度は曲がりでちょっと

短かったりとか、そんな物を木質バイオマスのほ

うに活用するということで、多分これを持ち込ん

でチップにした物を燃やすというようなふうにな

ろうかとは考えております。 

 市有林の資産価値についてということなんです

が、大体、実際全部で８,０００ヘクタールぐらい

市有林はございます。このうち５,０００ヘクター

ル弱は甑島です。当然天然林なんですが、甑島に

は５,０００ヘクタール弱の天然林がございます。 

 それとあと、用材林については、おおむね二千

七、八百とか、そこら辺のオーダーで、はっきり

ちょっと把握しておりませんが、その辺のオー

ダーで人工林が、針葉樹林があると思いますが、

その資産価値といいますと、私どもがざっといい

山で、今の時点で皆伐して、ヘクタール当たり、

私ちょっと聞いた話ですけど、手元に残るお金が

８０万ぐらいであれば、割といい山ではないかと

いうようなふうに、私はちょっと聞いております。 

 もう悪い山になると、やっぱり６０万とか、

５０万とか、そういうふうになるとは思うんです

が、それを掛けると、大体二千何ヘクタールあり

ますので、今度は広葉樹林になりますと、大体、

中越物産あたりが１町歩切って１０万ぐらいとい

う話で聞いたこともあります。 

 これが、全部が全部同じように押しなべてでき

るとは思いませんが、それにヘクタール数を掛け

たぐらいの資産価値になるのではないかと思って

おります。 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 ここで、本案の審査を一時中止をいたします。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）それでは、所管事務調査

を行います。 

 当局から報告はありませんか。 

○林務水産課長（堂込 修）ありません。 

○委員長（佃 昌樹）当局のほうは、所管事務

調査で報告することはないということですが、委

員の皆さんございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員の質疑を認めます。ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、林務水産課を終わります。御苦労さま

でした。 

────────────── 

△耕地課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、耕地課の審査に入

ります。 

────────────── 



－64－ 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）まず、審査を一時中止し

ておりました議案第３７号平成２６年度薩摩川内

市一般会計予算を議題といたします。 

 部長の概要説明を願います。 

○農林水産部長（高橋三丸）耕地課の概要につ

いて説明させていただきます。 

 国・県の補助事業、市単土地改良事業により、

農業生産基盤の整備及び農業用施設の維持管理を

行い、農家の労力軽減とともに農産物の生産性向

上を図ります。 

 また、農地・水保全管理支払交付金事業を活用

し、耕作放棄地の解消、農地、農業用施設等の保

全や集落全体の共同活動を支援します。 

 あわせて淡水防除関係では、１９の排水機場の

適切な維持管理と運転を行い、農地等災害防止に

努めます。 

 以上、耕地課の施策概要でございます。詳細に

つきましては課長から説明いたします。よろしく

お願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き、当局の補足説

明を求めます。 

○耕地課長（前迫浩一）それでは、平成２６年

度当初予算の耕地課所管に関します歳出の事業内

容につきまして説明をいたしますので、予算調書

の１６０ページをお願いいたします。 

 ６款３項１目農業土木総務費の予算額は

９,３５０万７,０００円で、これは、行政事務嘱

託員１人、一般職員１０人の人件費、それと広域

農道トンネルの電気料３７２万５,０００円、農道

台帳管理業務経費負担金１２６万４,０００円、そ

れと農地環境保全基金利子積立金１万５,０００円

が主なものでございます。 

 同ページの下段になります。 

 ６款３項２目農業施設改良費のうち、市単土地

改 良 事 業 費 の 予 算 額 は １ 億 ２ , ７ ２ ９ 万

３,０００円で、これは、伐採業務委託料、機械の

借り上げ料、農道改良・舗装・水路改良維持修繕

の工事費及び原材料費が主なものでございます。 

 次に、調書の１６１ページをお願いいたします。 

 同目県単土地改良事業費の予算額は４００万円

で、農業農村活性化推進施設等整備事業を導入し

まして、城上町の松元地区用排水路施設工事を実

施するものでございます。工事概要としましては、

幅が１メーター２０、高さが７０センチの断面で、

延長で７０メートルの用排水路の設置を予定して

いるところでございます。 

 次に、同ページの下段になります。 

 同目農業施設負担 金補助金の予算額は

３,９８０万１,０００円で、農地・水保全管理支

払交付金事業負担金２,０９０万円、及び薩摩川内

市土地改良区１,８８５万円と、小野土地改良区

５万１,０００円の補助金が主なものでございます。 

 次のページ、１６２ページをお願いいたします。 

 同目農業施設県営事業負担金の予算額は

２,００６万円で、これは県営事業実施に要する市

の負担金でございます。 

 負担金の主な内容でございますけれども、防災

ダム事業、これは清浦地区でございます。これは

３５０万円につきましては、入来の清浦ダムにつ

きまして、ダム監視システムの更新等を行うもの

でございます。 

 次の中山間地域総合整備事業（祁答院地区）

２２９万円は、暗渠排水工事とか、圃場整備を行

うものでございます。 

 次の農道保全対策事業（薩摩川内地区）

４９２万円につきましては、水引町からさつま町

までの川薩広域農道の薩摩川内市区間につきまし

て舗装の打ちかえ、それとのり面の補修等を行う

ものでございます。 

 次の農村災害対策整備事業（平佐東地区）

２９５万円につきましては、これは楠元町のため

池の改修や用排水路改修を行うものでございます。 

 農業用河川工作物応急対策事業（池頭地区）

６４０万円につきましては、これは入来町の池頭

地区の固定堰を、老朽化が激しいため自動転倒堰

に改修を行うものでございます。 

 ちなみに、平成２６年度の県の全体事業費は

２億４,８３０万円でございます。市の負担が

２,００６万円ということでございます。 

 同ページの下段でございます。 

 同目水土利用事業費の予算額は１,１２２万

３,０００円で、これは高城川右岸で妹背橋上流に

あります川内右岸地区第２揚水機場の運転管理に

要する経費及び川内川多目的取水管理組合負担金

で、経費の主な内容は、第２揚水機場の電気料

７５万４,０００円、電気設備修繕５０万円、ポン
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プ設備保守点検業務委託等１５０万円、多目的取

水管理組合負担金が８３６万１,０００円が主なも

のでございます。 

 ちなみに、昨年度より、負担金が相当ふえてお

りますが、増額の要因につきましては、平成

２６年度に斧渕排水機場のポンプ改修に伴います

負担金の増でございます。 

 次のページ、１６３ページをお願いいたします。 

 同目維持管理適正化事業の予算額は３,９９６万

８,０００円で、これは獺越排水機場ポンプ改修工

事と網津排水機場ポンプ改修工事、並びに獺越、

網津、湯島、斧渕、田海排水機場に係りますポン

プ分解点検工事のために積み立てます土地改良施

設維持管理適正化事業負担金５４６万８,０００円

が主なものでございます。 

 同ページの下段でございます。 

 ダム管理費の予算額は６３６万１,０００円で、

これは防災を目的とします清浦ダムと周辺の清浦

ダム公園の維持管理に要する経費でございまして、

管理施設の電気料１２３万６,０００円、ダムコン

ピューターや通信機器の保守点検業務委託

４４１万７,０００円が主なものでございます。 

 次のページ、１６４ページをお願いいたします。 

 ６款３項３目湛水防除施設管理費の予算額は

６,７７５万３,０００円で、これは集中豪雨時に

おけます網津排水機場ほか１８機場の運転経費及

び施設管理や維持補修に要する経費でございまし

て、排水機場管理業務嘱託員二人、水門管理人一

人、それと１９排水機場の電気料１,６５０万円、

施設維持修繕費１,０００万円、保守点検業務委託

１,５１４万２,０００円、八間川排水機場高圧受

電盤設備取替工事が主なものでございます。 

 同ページの下段になります。 

 １１款１項１目現年公共農林水産施設災害復旧

費の予算は１億６７４万円で、これは職員一人の

人件費と現年公共災害の測量設計業務委託等、そ

れと災害復旧工事費９,３００万円が主なものでご

ざいます。災害を見越して計上をしているところ

でございます。 

 次のページ、１６５ページをお願いいたします。 

 １１款１項２目現年単独農林水産施設災害復旧

費の予算額は３,０００万円で、これは公共災害に

該当しません小規模な農道・水路等の災害復旧工

事に要する工事請負費２,２００万円と農業用施設

の崩土除去等の機械借り上げ料４３１万

４,０００円、また、公共災害に該当せず所有者が

業者へみずから依頼し復旧を行います農地災害に

対する補助金、市単独農地災害復旧事業補助金

３５０万円が主なものでございます。 

 続きまして、歳入につきまして説明をいたしま

すので、調書の４０ページをお願いいたします。 

 １３款１項１目農林水産業費分担金は１３４万

円で、これは市単土地改良事業分担金１１４万円

と県単土地改良事業分担金２０万円で、土地改良

事業実施地区からの事業費の一部として歳入する

分担金でございます。 

 次の１３款１項３目災害復旧費分担金は、現年

公共農林水産施設災害復旧費分担金３５０万円で

ございます。 

 次の１４款１項４目農林水産使用料は２０万円

で、これは農道占用料と行政財産使用料でござい

ます。 

 １６款２項４目農林水産業費補助金は２３２万

５,０００円で、これは入来町清浦地区の防災ダム

維持管理事業県補助金５０万円、それと農地・水

保全管理支払推進交付金事業補助金２２万

５,０００円、それと農業・農村活性化推進施設等

整備事業補助金１６０万円でございます。 

 次の１６款２項９目災害復旧費補助金は、現年

公共農林水産施設災害復旧事業費補助金

５,５２０万円でございます。 

 次の１６款３項４目農林水産業費委託金は、権

限移譲事務委託金で４万２,０００円でございます。

これは土地改良区の検査とか、各種審査や承認等

の事務でございます。 

 次の１７款１項２目利子及び配当金は、農地環

境保全基金利子の１万５,０００円でございます。 

 次の１９款１項６３目農地環境保全基金繰入金

は、市単土地改良事業費へ２,２００万円と農業施

設負担金補助金へ３００万円を繰り入れ活用する

ものでございます。 

 次の２１款５項４目雑入は３ ,１１５万

７,０００円で、さつま町との行政界に位置します

広域農道白山トンネルの電気使用料の２分の１の

１０万２,０００円と入来地域畑地かんがい施設の

電気料３６万円、及び川内川右岸地区農業用水取

水に伴います受益者の電気使用料実費負担９万

５,０００円、次に獺越排水機場ポンプ改修工事及
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び網津排水機場ポンプ改修工事の土地改良施設維

持管理適正化事業交付金として３,０６０万円でご

ざいます。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいた

します。 

○委員長（佃 昌樹）予算説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。御質疑願います。 

○委員（谷津由尚）防災ダム事業の件で、まず

１６２ページの６款３項２目の２,００６万円のと

ころ、防災ダム事業で３５０万、これが清浦ダム

の管理システムの更新とおっしゃったんですが、

次の１６３ページの６款３項２目清浦ダムの施設

管理に係る経費で、ダムコンピューター及び通信

機器保守点検業務委託４４１万７,０００円。この

内容の違いをちょっと説明してください。 

○耕地課長（前迫浩一）１６２ページの県営事

業、農村整備事業負担金につきましては、清浦ダ

ムにつきましては、管理は市がしておりますけど、

まだ所有権は県のほうにございまして、機器等の

更新につきましては県のほうで実施をされますの

で、実施した分について市が負担を払うというこ

とになっております。 

 １６３ページの清浦ダムの施設管理に要する経

費でございますけれど、これは、県からダムの管

理につきまして、市が委託を受けてるもんですか

ら、それについての要する経費ということでござ

います。 

 以上でございます。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）なしという声が多いです

ので、質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、議案の第３７号平成２６年度薩摩川内

市一般会計予算のうち本委員会付託分について、

質疑は全て終了しましたので、これより討論、採

決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。

よって、本案は原案のとおり可決すべきものと決

定をいたしました。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）それでは、耕地課の所管

事務調査を行います。 

 当局から報告はありませんか。 

○耕地課長（前迫浩一）済みません。ございま

せん。 

○委員長（佃 昌樹）所管事務については特に

ないということであります。 

 所管事務全般について、委員のほうで御質疑は

ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員の質疑を認めます。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、耕地課を終わります。長い間御苦労さ

までした。 

────────────── 

△ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉に関す

る意見書 

○委員長（佃 昌樹）次に、先ほど陳情第１号

を採択すべきものと決定しましたので、ここでお

諮りをします。 

 ＴＰＰの陳情でございましたけれども、環太平

洋連携協定交渉に関する意見書を日程に追加し、

これを議題としたいと思いますが、御異議ありま

せんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。

よって、ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉に関す

る意見書を日程に追加をし、これを議題とします。 

 書記に意見書案を配付させます。 

［意見書案配付］ 

○委員長（佃 昌樹）よろしいでしょうか。 

 意見書案のつづりをしてありますけれども、意

見書案のめくって１、案１というのがあります。

これは陳情の内容と同様なもので記述をしてあり

ます。 
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 次の意見書案の２は、これは県議会を参考にし

て作成をしております。 

 一応、もう朗読は省略をしたいと思います。（意

見書案は巻末に添付） 

 そこで、ただいま配付しました、この意見書案

についてなんですが、どちらの意見書案がよいか

という御意見を承りたいと思います。 

 実は、この意見書案について、議運の中でも、

政党が出てきておりますので、その政党の問題に

ついて、私のほうから違和感があるんじゃないか

というような議論がありました。そこで、政党色

を抜いたのと、入れてあるのと２通りあるわけで

す。 

 第１案の記として、１に「ＴＰＰ交渉において

実質的な政府方針となっている衆参農林水産委員

会決議及び自民党決議を必ず実現すること」そこ

のところなんです。 

 県議会のは、案の２ということになりますが、

１のところに「ＴＰＰ交渉において、国会の衆参

農林水産委員会の決議を」国会の決議を必ず実現

すること、自民党案というのが削除している形に

なります。 

 県議会は案の２なんですが、委員会としてはど

っちのほうをとるかと。こういうことになろうか

と思います。 

○委員（谷津由尚）案の１は、意見書の文中も、

上から５行目、「安倍総理を初め、政府の主要閣僚

及び与党幹部は」というのが、そこに明確にうた

ってあるんですけど、案２は、それが削除されて、

表現が非常に柔らかくなってます。 

 そういうのを考えますと、どうしても案１は政

治色が強いという表現になりますので、案２でい

けばいいと思います。 

○委員長（佃 昌樹）御意見ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）それでは、意見書案につ

いては、案の２のとおりとし、文言の軽微な変更

等については、委員長に御一任をいただきたいと

思います。 

 委員会として、本意見書案を本会議に提出した

いと思いますが、御異議ございませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。

よって、２のほうの意見書案を本会議に提出をし

たいと思います。 

 修正案については委員長に御一任いただくとし

て、委員会としての提出については、これで御異

議ございませんね。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）はい、変更がある場合に

は、委員長において変更した上で、本意見書を本

会議に提出をいたします。 

────────────── 

△委員会報告書の取扱い 

○委員長（佃 昌樹）以上で、日程の全てを終

わりましたが、委員会報告の取りまとめについて

は、委員長に御一任いただくことに御異議ありま

せんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）異議ないと認めます。よ

って、そのように取り扱います。 

────────────── 

△閉会中の継続調査及び委員派遣 

○委員長（佃 昌樹）それでは、閉会中の継続

調査申し出、委員派遣の取り扱いについて、一括

でお諮りします。 

 まず、お手元に配付のとおり閉会中の継続調査

を議長に申し出ることとしたいと思います。（資料

は巻末に添付）また、閉会中に行政視察を実施す

ることとし、視察先との調整がありますので、委

員派遣の手続を委員長に御一任いただき、さらに

閉会中に現地視察を実施することになった場合は、

委員派遣の手続を委員長に御一任いただきたいと

思いますが、そのように取り扱うことに御異議あ

りませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）異議ないと認めます。よ

って、そのように取り扱います。 

────────────── 

△閉  会 

○委員長（佃 昌樹）以上で企画経済委員会を

閉会いたします。 

 長い間本当に御苦労さんでした。大変お疲れさ

までした。 
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受 理 番 号 陳情第 １ 号 受理年月日 平成２６年 ２ 月１８日 

件 名 ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉に関する意見書の提出を求める陳情 

陳 情 者 

薩摩川内市若松町９番１７号 

鹿児島県農民政治連盟川内総支部 

支部長 柊平 昭男 

要          旨 

ＴＰＰ交渉は、昨年末までの妥結を目指して進められてきたが、１２月にシンガポールで開催されたＴＰＰ

閣僚会合では、市場アクセス、知的財産、環境、国有企業などの難航分野で各国の隔たりが埋まらず、年内妥

結を断念し、引き続き協議を続けていくこととなった。 

安倍総理を始め、政府の主要閣僚及び与党幹部は、国会及び自民党による決議を守るとの交渉姿勢を堅持し

ており、両決議は実質的な政府方針となっている。今後とも国益をかけた極めて厳しい交渉が続くと予想され

るが、政府はいかなる状況においても、現在の姿勢を断固として貫かなければならないところである。 

他方、交渉が大詰めを迎えた今もなお、交渉内容についての十分な情報は開示されないままである。ＴＰＰ

は、農林水産業のみならず、食の安全、医療、保険、ＩＳＤなど国民生活に直結する問題であることから、国 

民に対する情報開示は必要不可欠である。交渉を主導してきた米国でさえも、自らの議会から情報開示を求め 

られており、我が国でも早急に十分な情報を開示すべきである。 

以上を踏まえ、下記の事項について、政府に意見書を提出されるよう陳情する。 

 

記 

 

１ ＴＰＰ交渉において、衆参農林水産委員会決議及び自民党決議を必ず実現すること。 

 

２ ＴＰＰ交渉に関する国民への情報開示を徹底すること。 

 

───────────────────────────────────────── 
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発議第 号 

 

ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉に 

関する意見書の提出について 

 

地方自治法第９９条の規定により、関係行政庁

に対し、ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉に関す

る意見書を別紙のとおり提出する。 

 

平成２６年  月  日提出 

 

   提出者  薩摩川内市議会 

        企画経済委員会 

        委員長  佃  昌 樹 

 

 

提 案 理 由 

ＴＰＰ交渉は、協議が続いているが、政府はい

かなる状況においても、現在の交渉姿勢を断固と

して貫く必要がある。また、農林水産業のみなら

ず国民生活に直結する問題であることから、国民

に対する情報開示は必要不可欠であり、早急に十

分な情報開示をすべきである。 

ついては、関係行政庁に対し、ＴＰＰ（環太平

洋連携協定）交渉に関する意見書を提出しようと

するものである。 

これが本案提出の理由である。 

 

────────────── 

ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉に 

関する意見書（案１） 

 

ＴＰＰ交渉は、平成２５年末までの妥結を目指

して進められてきましたが、１２月にシンガポー

ルで開催されたＴＰＰ閣僚会合では、市場アクセ

ス、知的財産、環境、国有企業などの難航分野で

各国の隔たりが埋まらず、年内妥結を断念し、引

き続き協議を続けていくこととなりました。 

安倍総理を始め、政府の主要閣僚及び与党幹部

は、国会及び自民党による決議を守るとの交渉姿

勢を堅持しており、両決議は実質的な政府方針と

なっています。今後とも国益をかけた極めて厳し

い交渉が続くと予想されますが、政府はいかなる

状況においても、現在の姿勢を断固として貫かな

ければなりません。 

他方、交渉が大詰めを迎えた今もなお、交渉内

容についての十分な情報は開示されないままであ

ります。ＴＰＰは、農林水産業のみならず、食の

安全、医療、保険、ＩＳＤなど国民生活に直結す

る問題であることから、国民に対する情報開示は

必要不可欠であります。交渉を主導してきた米国

でさえも、自らの議会から情報開示を求められて

おり、我が国でも早急に十分な情報を開示すべき

であります。 

以上を踏まえ、政府においては、ＴＰＰ交渉に

当たり下記の事項を必ず実現されるよう強く要請

します。 

 

記 

 

１ ＴＰＰ交渉において、実質的な政府方針とな

っている衆参農林水産委員会決議及び自民党決

議を必ず実現すること。 

２ ＴＰＰ交渉に関する国民への情報開示を徹底

すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書

を提出します。 

 

 平成２６年  月  日 

 

鹿児島県薩摩川内市議会 

 

（提出先） 

 内閣総理大臣、農林水産大臣、外務大臣、経済 

産業大臣、内閣府特命担当大臣（経済財政政策）、 

内閣官房長官 

 

────────────── 

ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉に 

関する意見書（案２） 

 

ＴＰＰ交渉は、平成２５年末までの妥結を目指

して進められてきましたが、年内妥結に至らず、

本年２月シンガポールで開催されたＴＰＰ閣僚会

合でも市場アクセス、知的財産、環境、国有企業

などの難航分野で各国の隔たりが埋まらず、引き

続き協議を続けていくこととなりました。 
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政府は、農林水産分野の重要品目５品目など聖

域の確保を優先し、確保できない場合は脱退も辞

さないこととした国会の決議を守るとの交渉姿勢

を堅持しており、決議は実質的な政府方針となっ

ています。今後とも国益をかけた極めて厳しい交

渉が続くと予想されますが、政府はいかなる状況

においても、現在の姿勢を断固として貫かなけれ

ばなりません。 

他方、交渉が大詰めを迎えた今もなお、交渉内

容についての十分な情報は開示されないままであ

ります。ＴＰＰは農林水産業のみならず、食の安

全、医療、保険、ＩＳＤなど国民生活に直結する

問題であることから、国民に対する情報開示は必

要不可欠であります。交渉を主導してきた米国で

さえも、自らの議会から情報開示を求められてお

り、我が国でも早急に十分な情報を開示すべきで

あります。 

 よって、政府におかれては、ＴＰＰ交渉におい

て下記の事項を必ず実現されるよう強く要請しま

す。 

 

記 

 

１ ＴＰＰ交渉において、国会の衆参農林水産委

員会決議を必ず実現すること。 

２ ＴＰＰ交渉に関する国民への情報開示を徹底

すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書

を提出します。 

 

 平成２６年  月  日 

 

鹿児島県薩摩川内市議会 

 

（提出先） 

 内閣総理大臣、農林水産大臣、外務大臣、経済

産業大臣、内閣府特命担当大臣（経済財政政策）、

内閣官房長官 

 
───────────────────────────────────────── 

閉会中の継続調査について 

企画経済委員会 

（調査事項） 

 １ 企画・情報政策について 

 ２ 行政改革について 

 ３ 地区コミュニティについて 

 ４ 男女共同参画について 

 ５ 広聴・広報政策について 

 ６ 商工業振興について 

 ７ 甑島航路・交通運輸について 

 ８ 企業・港湾振興について 

 ９ シティセールス・観光政策について 

 10 農業・畜産振興について 

 11 林務・水産振興について 

 12 農業・農村基盤整備について 

 13 地域振興施策について 
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                   委 員 長  佃   昌 樹 

                    

 

 


